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地方交付税制度の現状と課題

地方財政総論
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○ 我が国の内政を担っているのは地方公共団体であり、国民生活に密接に関連する行政は、そのほとんどが地方団体の

手で実施されている。

○ その結果、政府支出に占める地方財政のウェートは国と地方の歳出決算・最終支出ベースで約３／５となっている。

地方財政の果たす役割

国と地方との行政事務の分担

○下水道 ○保健所（特定の市）

市

町

村
○上水道

○公営住宅 ○ごみ・し尿処理

○国民健康保険 ○消防

○準用河川 ○介護保険

○小・中学校 ○生活保護（市の区域） ○戸籍

(用途地域、都市施設) ○幼稚園 ○児童福祉 ○住民基本台帳

○高速自動車道

○国道

○一級河川

○大学

○私学助成（大学）

○医薬品許可免許

○医師等免許

○社会保険 ○防衛

○外交

○通貨

○市街化区域、調整区域

○警察

○職業訓練学校

○生活保護（町村の区域）

○児童福祉

○保健所

○高等学校・特別支援

○小・中学校教員の給

与・人事

○私学助成(幼～高)

○公立大学(特定の県)

国

都

道

府

県

○国道（国管理以外）

○都道府県道

○一級河川(国管理以外)

○二級河川

○港湾

○公営住宅

決定

○都市計画等

○市町村道

○港湾

地

方

分 野 公　共　資　本 教　　育 福　　祉 そ　の　他

○ 国と地方の役割分担（平成28年度決算）
＜歳出決算・最終支出ベース＞

（注）（　　）内の数値は、目的別経費に占める国・地方の割合
計数は精査中であり、異動する場合がある。
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6.7%
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168.4兆円

71.1兆円

97.3兆円

1

国 3.2

○ 住民に身近な社会資本は地方が、利益が広域に及ぶ社会資本は国が主体となって整備を行うことが基本。

普通建設事業費の財源内訳（平成28年度）

（資料）「平成28年度地方公共団体普通会計決算の概要」（平成29年11月）より
（※）国直轄事業のうち国負担額3.4兆円は、平成28年度地方財政計画における

国庫負担額を基に推計。

公共投資の役割分担

役割分担（例） 平成２８年度決算額

直轄事業

補助事業

単独事業

･･･国がみずから事業の主体として行う事業
（受益者負担として地方が経費の一部を負担（直轄負担金））

･･･地方の行う事業で、国家的な利害にも関連

する事業について国が経費の一部を負担

･･･地方が単独で行う事業

国

高速自動車道

国道

一級河川

地

方

都
道
府
県

国道（国管理以外）

都道府県道

一級河川（国管理以外）

二級河川

公営住宅

市
町
村

都市計画等

市町村道

準用河川

公営住宅

下水道

○ 住民に身近な公共投資は地方が、利益が広域に及ぶ公共投資は国が主体となって実施

地方 3.9

地方 6.4 6.4

国 直 轄
事 業

単独事業

補助事業 7.1

4.2
（単位：兆円）

地方
0.8

国
3.4 ※ ※
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○ 義務教育等においては、学校の運営やその費用負担の大部分を地方がまかない、
国は学習指導要領の制定や教職員給与の補助等を実施。

教育の役割分担

国

大学

私学助成

小・中学校教員の給与の１／３を負担

地

方

都
道
府
県

高等学校・特別支援学校

小・中学校教員の給与・人事（指定都市以外）

私学助成（幼稚園～高校）

公立大学（特定の県）

市
町
村

小・中学校
※指定都市の小・中学校教員の給与・人事を含む。

国 0.1兆円(6.4%)

国
1.6兆円
(21.0%)

市町村
1.9兆円
(25.1%)

都道府県
4.0兆円
(53.9%)

小・中学校（7.5兆円）

高等学校（2.3兆円）

都道府県
2.0兆円
(86.9%)

市町村 0.2兆円 (6.7%)

私立高校・私立幼稚園等（1.0兆円）

国
0.2兆円
(16.3%)

都道府県 0.8兆円 (83.7％)

役割分担（例） 平成２８年度決算額

3

○ 年金：国の役割
○ 医療：都道府県・市町村の役割（国民健康保険の場合）
○ 保育・介護：主として市町村の役割

社会保障の役割分担

国 11.2兆円 (100%)

年金 １１．２兆円

市町村

0.5兆円

(9.7%)

都道府県

1.2兆円

(22.9%)

国

3.5兆円

(67.4%)

医療（例：国民健康保険） ５．１兆円

市町村

1.5兆円
(28.6%)

都道府県

1.4兆円
(27.1%)

国

2.3兆円

(44.3%)

介 護 ５．２兆円

※１ 医療については、「国民健康保険」の他に、「協会健保」、「組合
保険」及び「共済組合」があり、それぞれ役割・公費負担は異なる。

※２ 平成30年度から、都道府県が財政運営責任主体となる新制度へ
移行

※年金、介護、医療とも公費負担部分の総額及び割合であり、保険料等除き。

市
町
村

・国民健康保険事業の運営
医療
（※１）

・介護保険事業の運営

介護
地

方

・年金給付に関する事務年金国

国：医療制度の立案、財政支援

都道府県：介護保険事業の運営健全化の
ための調整、財政支援

国：介護保険制度の立案、財政支援

保育

・保育所の運営

都道府県：財政支援

国：保育制度の立案、財政支援

役割分担 平成28年度決算額

※ 国民年金（基礎年金部分）の給付費のうち国庫負担分

都
道
府
県

市
町
村

（※２）
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○ 防 衛：国の役割
○ 警 察：都道府県の役割
○ 消 防：市町村の役割

治安等の役割分担

国 5.5兆円

（100％）

防 衛 ５．５兆円

都道府県 3.3兆円

（90.1％）

市町村

2.3兆円

（91.6％）

警 察 ３．６兆円

消 防 ２．５兆円

都道府県 0.2兆円 （8.0％）
〈東京のみ都が実施〉

国 0.01兆円 （0.4％）

国 0.4兆円 （9.9％）

※ 都道府県及び市町村の金額は、国庫支出金を除いた数値である。

国防衛

地

方

都
道
府
県

警察

市
町
村

消防

•自衛隊の管理・運営

•外国軍隊の駐留に伴う事務

•犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被
疑者の逮捕

•交通の取締

•火災現場等での火災の鎮圧

•地震、風水害等の災害の予防、警
戒、防除

国：警察制度の立案、都道府県に対
する財政支援

都道府県：市町村等の災害対策の支
援及び総合調整

国：消防制度の立案、市町村に対す
る財政支援

役割分担 平成２８年度決算額

5

地方交付税法（昭和２５年法律第２１１号）

（歳入歳出総額の見込額の提出及び公表の義務）
第七条 内閣は、毎年度左に掲げる事項を記載した翌年度の地方団体の歳入歳出総額の見込額に関する書類を作成し、

これを国会に提出するとともに、一般に公表しなければならない。
一 地方団体の歳入総額の見込額及び左の各号に掲げるその内訳

イ 各税目ごとの課税標準額、税率、調定見込額及び徴収見込額
ロ 使用料及び手数料
ハ 起債額
ニ 国庫支出金
ホ 雑収入

二 地方団体の歳出総額の見込額及び左の各号に掲げるその内訳
イ 歳出の種類ごとの総額及び前年度に対する増減額
ロ 国庫支出金に基く経費の総額
ハ 地方債の利子及び元金償還金

【地方財政計画の役割】

① 地方団体が標準的な行政水準を確保できるよう地方財源を保障

② 国家財政・国民経済等との整合性の確保

→ 国の毎年度の予算編成を受けて、予算に盛られた施策を具体化するとともに、地方財政との調整を図る。

③ 地方団体の毎年度の財政運営の指針

したがって、次に掲げるような経費は地方財政計画には計上していない。

○歳入：超過課税、法定外普通税、法定外目的税

○歳出：国家公務員の給与水準を超えて支給される給与

地方財政計画の役割

6
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地方財政計画（通常収支分）の歳出の大部分は、補助・地方単独ともに、小中高教職員・警察官等の人件費や社会保障関

係費など、国の法令や制度等に基づく経費である。

地方財政計画（通常収支分）の歳出の分析

補助等 58.7%

単独 41.3%

直轄事業負担金
4.8%

補助 45.2%
単独 50.0%

一般行政経費（単独）は社会保障など住民に身近な地方の様々な取組に対応

地方公務員約238万人のうち約77％は
国が定員に関する基準を幅広く定めて
いる教育・警察・消防・福祉関係職員
※ 公営企業等会計部門職員除く

予防接種、乳幼児健診、ごみ処理、警察・消防の運営費、道
路・河川・公園等の維持管理費、義務教育諸学校運営費、私
学助成、戸籍・住民基本台帳 など

清掃、農林水産業、道路橋りょう、河川海岸、都市計画、
公立高校など

給与関係経費

203,144

一般行政経費

370,522

投資的経費

116,180

公営企業繰出金
25,584

そ の 他
31,479

直轄・補助
（公共事業等）

58,104

地方単独
58,076

補 助
202,356

地方単独
140,614

国保・後期高齢者
15,052

まち・ひと・しごと
創生事業費 10,000

地方単独
146,616

50,637

地 方 費

国の事業団等への出資金等 1,664

地 方 費

上 記 以 外
企業債の元利償還に係るもの 15,846

9,738

地方財政計画（平成30年度）【86兆8,973億円】

小中学校教職員等

地方警察官
消防職員
高校教職員

21,298
12,313
17,026

ケースワーカー、
公立保育所保育士等の福祉関係職員 等

生活保護、介護保険(老人ﾎｰﾑ、ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ等)、
後期高齢者医療、障害者自立支援 等

都道府県繰入金、保険基盤安定制度(保険料軽減分)、
国保財政安定化支援事業等

（注） 小・中学校、ごみ処理施設、社会福祉施設、道路等の事業で、
いわゆる国庫補助事業の継ぎ足し単独や補助事業を補完する
事業等、国庫補助と密接に関係する事業も含まれる。

上下水道、病院（高度医療等）等

（単位：億円）

地 方 費

地 方 費

地 方 費

重点課題対応分 2,500

補 助
56,528

地 方 費

地 方 費

公 債 費
122,064

国 費 15,499

地 方 費 41,029

地 方 費

国 費 89,135

地 方 費 113,221

国 費 26,994

地 方 費 25,498

直轄事業負担金 5,612

95,979

138,950

地 方 費

7

国と地方の税財源配分と地方歳入の状況

（１） 国・地方間の税財源配分（平成２８年度）

国民の租税（租税総額＝９７．５兆円）

国税（５９．０兆円）
６０．５％

地方税（３８．６兆円）
３９．５％

国の歳出（純計ベース）
７１．１兆円
４２．２％

地方の歳出（純計ベース）
９７．３兆円
５７．８％

国民へのサービス還元
国と地方の歳出総額（純計）＝１６８．４兆円

国 ： 地 方

地方交付税
国庫支出金等

4 2 ： 5 8 ≒ ２ ： ３

6 0 ： 4 0 ＝ ３ ： ２

（２） 地方歳入決算の内訳（平成２８年度）

地方歳入１０１兆４，５９８億円

（注）国庫支出金には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含み、交通安全対策特別交付金は除く。

地方税

393,924億円
（38.8％）

国庫支出金

156,291億円
（15.4％）

地方債

103,873億円
（10.2％）

地方譲与税
地方特例交付金
地方交付税

197,025億円
（19.4％）

その他

163,485億円
（16.2％）

（※）超過課税及び法定外税等を除く。

8
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○ 地方の自主財源の基本である地方税は、経済活動の集積度の違いなどにより、法人関係税をはじめ地域間での税源の偏在
が大きく、平成28年度では、人口一人当たり税額でみると東京の23.5万円に対し、沖縄県は9.6万円と2.4倍の格差が生じている。

平成28年度人口一人当たり都道府県税額
（単位：千円）

都道府県の税源偏在の状況

125
123

121
143

108
113

137
133

140
141

118
125

235
137

126
136

141
149

133
127
128

144
169

137
129
128

147
126

103
105

111
114

126
133

125
119

134
117

107
125

118
99

108
114

108
105

96
142

0 50 100 150 200 250 300

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県
全国 9

地方交付税による財源保障・財源調整の状況(平成２８年度決算(復旧・復興、全国防災除く))

0% 20% 40% 60% 80% 100%

島根県
鳥取県
高知県
秋田県
長崎県
徳島県

和歌山県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県
岩手県
佐賀県
山形県
青森県
大分県
福井県
山梨県
熊本県
奈良県
山口県
愛媛県
新潟県
北海道
富山県
香川県
福島県
石川県
長野県
岡山県
岐阜県
滋賀県
三重県
京都府
広島県
茨城県
群馬県
宮城県
栃木県
兵庫県
福岡県
静岡県
埼玉県
大阪府
千葉県

神奈川県
愛知県
東京都

各種交付金 公債費 警察費 教育費 民生・衛生費 農林・土木費 総務費その他

地方税割合
地方税＋地方交付税＋地方譲与税 割合

※ 各都道府県の順番は地方税割合の低い順

10

44



地方国

０．６兆円

【▲０．２兆円】

交付税特別会計国の一般会計

【▲０．１兆円】

１５．４兆円

【▲０．３兆円】

１６．０兆円

交 付 額

（※）【 】内は平成２９年度地方財政計画からの増減額

交付税特会への

「入口」ベース

【▲０．３兆円】

・ 特会剰余金の活用

・地方公共団体金融機構の公庫
債権金利変動準備金の活用

０．４兆円
【前年同額】

（※）表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計が一致しない場合がある

０．１兆円

平成３０年度 地方交付税の姿

＋

【＋０．０兆円】

・ 特会借入金の元利償還金

▲０．５兆円

・臨時財政対策債

４．０兆円

【▲０．１兆円】

交付税特会からの

「出口」ベース

・交付税法定率分等

１５．０兆円

【＋０．２兆円】

【皆増】

０．２兆円

・Ｈ２８年度国税決算に伴う
精算分の繰延べ

【▲０．５兆円】

０．２兆円

・臨時財政対策加算

【＋０．０兆円】

・ 地方法人税

０．７兆円

11

（単位：兆円）

歳出

86.9兆円
（+0.3兆円）

給与関係経費
20.3

（▲0.0）

歳入

86.9兆円
(+0.3兆円)

一般行政経費
37.1 (+0.5)

投資的
経 費

11.6
（＋0.3）

地方税・地方譲与税等
42.1

(+0.4)

国 庫
支出金

13.7
(+0.1)

地方一般財源総額 ㉚ 62.1兆円（＋0.04兆円）

地方
債等
11.1

（＋0.1）

国・地方で折半

地方交付税

16.0
(▲0.3)

3.8
(+0.4)

元
利

償
還
分
等

臨
時
財
政

対
策
債

臨時財政
対策債

折半分
0.2

(▲0.5)

※（ ）内は平成29年度当初からの増減額

臨時財政
対策加算

0.2
(▲0.5)

その他

5.7
(+0.1)

うち まち・ひと・しごと 創生事業費 1.0（同額）
うち 重点課題対応分 0.3（同額）

平成３０年度地方財政収支

公債費
12.2

(▲0.4)

＜参考＞財源不足額 ㉚6.2兆円（▲0.8兆円）

臨時財政対策債発行額 ㉚4.0兆円（▲0.1兆円）

0.3兆円（▲1.0兆円）

12
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Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

（２１．４兆円） （２０．３兆円） （１９．５兆円） （１８．１兆円） （１６．９兆円） （１６．９兆円） （１５．９兆円） （１５．２兆円） （１５．４兆円） （１５．８兆円） （１６．９兆円） （１７．４兆円） （１７．５兆円） （１７．1兆円） （１６．９兆円） （１６．８兆円） （１６．７兆円） （１６．３兆円） （１６．０兆円）

<＋２．６％> <△５．０％> <△４．０％> <△７．５％> <△６．５％> <＋０．１％> <△５．９％> <△４．４％> <＋１．３％> <＋２．７％> <＋６．８％> <＋２．８％> <＋０．５％> <△２．２％> <△１．０％> <△０．８％> <△０．３％> <△２．２％> <△２．０％>
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1

地方交付税と臨時財政対策債 （２１．８兆円） （２２．８兆円） （２３．９兆円） （２１．１兆円） （２0．１兆円） （１８．８兆円） （１７．８兆円） （１８．２兆円） （２１．０兆円） （２４．６兆円） （２３．５兆円） （２３．６兆円） （２３．３兆円） （２２．５兆円） （２１．３兆円） （２０．５兆円） （２０．４兆円） （２０．０兆円）
の合算額 <＋１．８％> <＋４．５％> <＋５．１％> <△１２．０％> <△４．５％> <△６．５％> <△５．２％> <＋２．３％> <＋１５．０％> <＋１７．３％> <△４．３％> <+０．２％> <△１．３％> <△３．４％> <△５．３％> <△３．７％> <△０．６％> <△１．９％>

※表示未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所がある。

5.6兆円

一般会計
特例加算

（1/2）2.6兆円

別枠加算 0.6兆円

その他
1.7兆円

法定率分

11.9兆円

（1/2）2.6兆円 1

機構準備金の活用 0.2兆円

1

1

3.0兆円

（1/2）3.6兆円

2.6兆円

1

3.1兆円

4.5兆円

その他
1.0兆円

一般会計
特例加算

（1/2）1.5兆円

（1/2）1.5兆円

法定率分

9.5兆円

1

一般会計
特例加算等

（1/2）2.8兆円

1
別枠加算 0.2兆円

機構準備金の活用 0.3兆円

法定率分

10.8兆円

一般会計
特例加算

（1/2）3.6兆円

別枠加算
1.0兆円

機構準備金の活用
0.65兆円

その他
1.0兆円

一般会計
特例加算

（1/2）3.8兆円

法定率分

13.8兆円

法定率分

15.0兆円

その他
1.3兆円

（1/2）0.3兆円

1

別枠加算
1.3兆円

その他
1.8兆円

法定率分

10.5兆円

一般会計
特例加算

（1/2）3.8兆円

別枠加算
1.1兆円

機構準備金の活用
0.35兆円

その他
1.5兆円

法定率分

10.7兆円

特会借入

(地方負担分)

（1/2） 3.2兆円

特会借入
（国負担分）

（1/2） 3.2兆円

5.9兆円
2.3兆円

一般会計
特例加算

（1/2）3.9兆円

その他
1.8兆円

法定率分

11.1兆円

一般会計
特例加算

（1/2）2.2兆円

その他
2.8兆円

法定率分

12.0兆円

特会借入
(地方負担分)
（1/8） 1.0兆円

特会借入
（国負担分）

（1/8） 1.0兆円

一般会計
特例加算

（3/8）3.1兆円

その他
1.7兆円

法定率分

12.6兆円

一般会計
特例加算

（1/2）5.5兆円

その他
1.9兆円

法定率分

10.6兆円

その他 0.4兆円

法定率分

11.8兆円

一般会計
特例加算

（1/2）5.4兆円

別枠加算 1.0兆円

臨時財政対策債

7.7兆円

6.2兆円 6.1兆円

2.3兆円 2.3兆円

その他 0.5兆円

6.2兆円

1 1

1

（1/2）3.9兆円

（1/2）2.2兆円

1.1兆円

（1/2）0.7兆円

2.2兆円

4.2兆円

3.2兆円
2.9兆円

（1/2）5.5兆円 （1/2）5.4兆円

5.1兆円

（1/2）3.8兆円 （1/2）3.8兆円

1

（1/2）2.8兆円

2.4兆円

1

1

1

1

1

1

1

1

1
1

2.6兆円

2.8兆円

法定率分

14.5兆円

2.6兆円

2.8兆円

その他
2.7兆円

法定率分

12.5兆円

その他0.6兆円

法定率分

14.6兆円

その他 0.9兆円

交付税
総額

1

1

1

1
1

1 1

（1/4）1.4兆円

覚書加算 0.5兆円

1.4兆円

3.2兆円

「1兆円」の加算
1.0兆円

（3/8）3.1兆円

法定率分

13.8兆円

その他
1.7兆円

法定率分

13.3兆円

特会借入
(地方負担分)
（1/4） 1.4兆円

特会借入
（国負担分）

（1/4） 1.4兆円

一般会計
特例加算

（1/4）1.4兆円

その他
2.2兆円

1

一般会計特例加算
（1/2）0.7兆円

（1/2）0.7兆円

3.4兆円

1

1

4.0兆円

機構準備金の活用 0.4兆円

法定率分

14.8兆円

（1/2）0.7兆円

その他 0.5兆円

4.0兆円

※ <　>書きは対前年伸率

（1/2）0.3兆円

3.5兆円

（1/2）0.2兆円

機構準備金の活用 0.4兆円

その他 0.1兆円

法定率分

15.3兆円

（1/2）0.2兆円

3.8兆円

3.8兆円
0.1兆円

0.3兆円
0.3兆円

地方交付税等総額（当初）の推移（H１2～H30）

13

※ 地方財政計画ベース
※ 三位一体改革において、平成１８年度に、国税から地方税へ約３兆円の税源移譲が行われた
※ （ ）書きの数値は、水準超経費除きの交付団体ベース
※ 平成２４年度以降の地方税・地方譲与税等は、復旧・復興事業及び全国防災事業の一般財源充当分を含んだ額

（兆円）

（年度）

34.6 35.4 37.2 39.9 41.4 41.6 38.1 34.8 36.0 36.0 36.5 37.9 40.3 41.2 41.7 42.1

18.1 16.9 16.9
15.9 15.2 15.4

15.8
16.9 17.4 17.5 17.1 16.9

16.8 16.7 16.3 16.0

5.9 4.2 3.2 2.9 2.6 2.8
5.1 7.7 6.2 6.1 6.2 5.6 4.5 3.8 4.0 4.0

58.5 56.5 57.4 58.7 59.2 59.9 59.1 59.4 59.5 59.6 59.8 60.4 61.5 61.7 62.1 62.1
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H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

地方税・地方譲与税等 地方交付税 臨時財政対策債

（56.3） （56.9） （58.8） （58.8） （59.0） （59.4） （60.2）
（57.4） （57.8）（57.2） （59.0）

（55.8）（58.0）

地方一般財源総額

（60.2） （60.3）（60.3）

14
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平成30年度地方財政計画のポイント①

（１） 一般財源総額の確保等

・ 一般財源総額について、子ども・子育て支援等の社会保障関係費やまち・ひと・しごと創生事業費
1.0 兆円（前年度同額）等の歳出を適切に計上すること等により、前年度を上回る62.1 兆円を確保

・ 精算減（平成28 年度国税決算分）の繰延べ、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準

備金の活用等により地方交付税の原資をできる限り確保し、地方交付税（交付ベース）について
16.0兆円を確保

・ 臨時財政対策債を前年度比▲0.1 兆円抑制

（参考：概算要求時点）
地方交付税：15.9兆円（前年度比▲0.4兆円） 臨時財政対策債：4.6兆円（同＋0.5兆円）

一般財源総額 62.1兆円（前年度比＋0.04兆円、前年度 62.1兆円）
一般財源総額（水準超経費除き） 60.3 兆円（同＋0.01兆円、 同 60.3兆円）
・地方税 39.4 兆円（前年度比＋0.4 兆円、前年度 39.1兆円）
・地方譲与税･地方特例交付金 2.7 兆円（ 同 ＋0.1 兆円、 同 2.7兆円）
・地方交付税 16.0 兆円（ 同 ▲0.3 兆円、 同 16.3兆円）
・臨時財政対策債 4.0  兆円（ 同 ▲0.1 兆円、 同 4.0兆円）

※端数処理のため合計が一致しない場合がある

１．通常収支分

15

平成30年度地方財政計画のポイント②

（２） 公共施設等の適正管理の推進等

・ 公共施設等の老朽化対策をはじめ適正管理を推進するため、「公共施設等適正管理推進事業
費」について、河川、港湾等の長寿命化事業やユニバーサルデザイン化事業を対象に追加するな
ど内容を拡充するとともに、事業費を増額し、0.5兆円を計上（前年度比＋0.1 兆円）

（３） 歳出特別枠の見直し

・ 平成26 年度から行ってきた平時モードへの切替えを進めるため、公共施設等の老朽化対策・維
持補修のための経費や社会保障関係の地方単独事業費の増に対応した歳出を0.2 兆円確保した
上で、歳出特別枠（前年度0.2 兆円）を廃止

○震災復興特別交付税

東日本大震災の復旧・復興事業等の財源として震災復興特別交付税0.4 兆円（前年度比▲0.0 兆円）
を確保

２．東日本大震災分

16
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平成30年度地方財政対策のポイント③

歳入歳出の概要

区 分
30年度

A

29年度

B

増減額

C＝A－B

増減率

C/B

歳

入

地方税

地方譲与税

地方特例交付金

地方交付税

国庫支出金

地方債

臨時財政対策債

臨時財政対策債以外

使用料及び手数料

雑収入

その他

39.4

2.6

0.2

16.0

13.7

9.2

4.0

5.2

1.6

4.3

▲ 0.0

39.1

2.5

0.1

16.3

13.5

9.2

4.0

5.1

1.6

4.2

▲ 0.0

0.4

0.0

0.0

▲ 0.3

0.1

0.0

▲ 0.1

0.1

▲ 0.0

0.1

▲ 0.0

0.9

1.5

16.3

▲ 2.0

0.8

0.3

▲ 1.5

1.7

▲ 0.6

1.2

26.8

計 86.9 86.6 0.3 0.3

一 般 財 源

（水準超経費を除く）

62.1

60.3

62.1

60.3

0.0

0.0

0.1

0.0

区 分
30年度

A

29年度

B

増減額

C＝A－B

増減率

C/B

歳

出

給与関係経費

一般行政経費

うち 補助

うち 単独

うち まち・ひと・しごと創生

事業費

うち 重点課題対応分

地域経済基盤強化・雇用等対策費

公債費

維持補修費

投資的経費

直轄・補助

単独

うち 緊急防災・減災事業費

うち 公共施設等適正管理

推進事業費

公営企業繰出金

水準超経費

20.3

37.1

20.2

14.1

1.0

0.3

-

12.2

1.3

11.6

5.8

5.8

0.5

0.5

2.6

1.8

20.3

36.6

19.8

14.0

1.0

0.3

0.2

12.6

1.3

11.4

5.7

5.6

0.5

0.4

2.5

1.8

▲ 0.0

0.5

0.5

0.0

0.0

0.0

▲ 0.2

▲ 0.4

0.0

0.3

0.1

0.2

0.0

0.1

0.0

0.0

▲ 0.0

1.3

2.3

0.3

0.0

0.0

皆減

▲ 3.0

3.6

2.3

1.5

3.2

0.0

37.1

1.3

1.7

計 86.9 86.6 0.3 0.3

※ 表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計が一致しない場合がある。

（単位：兆円、％）通常収支分
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歳　　　入 歳 出 地方財政計画(歳入)
（譲　与　税） （譲　与　税） （８６.９兆円）

1
1
1
1
1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

※ 表示未満四捨五入の関係で、合計が一致しない箇所がある。

その他　４.９兆円

利払い等
９.０
兆円

（出口ベース）

地方交付税

１６.０兆円

地方特例交付金　 0.2兆円

公営企業繰出金(下記除く) １.０兆円

地方交付税

１６.０兆円

一般行政経費

３７.１兆円

その他
５.９兆円

国庫支出金

１３.７兆円

地方債
９.２兆円

（臨財債　４.０兆円）

水準超経費　１.８兆円

投資的経費

１１.６兆円

公債費等

１３.８兆円

地方譲与税　２.６兆円

地方財政計画(歳出)

（入口ベース）

一般会計より
受入れ

１５.５兆円
地方交付税　  15.4兆円
地方特例交付金 0.2兆円

財政投融資特別会計より受入れ
公庫債権金利変動準備金の活用　0.4兆円

地方法人税　　0.7兆円
特会剰余金　　0.1兆円

借入金等利子充当 0.1兆円
借入金償還　     0.4兆円

（８６.９兆円）
地方譲与税　２.６兆円

（交　付　税） （交　付　税）

給与関係経費

２０.３兆円

地方税等

３９.４兆円

国税収納金整理資金
交付税及び譲与税配付金特別会計

一般会計(歳入) 一般会計(歳出)
（９７.７兆円） （９７.７兆円）

財政投融資特別会計
(歳入) (歳出)

納付金（地方公共団体金融機構
の公庫債権金利変動準備金

の国庫帰属） 0.4兆円

交付税及び譲与税配付金
特別会計へ繰入れ　0.4兆円

維持補修費　１.３兆円

国債費

２３.３
兆円

元金返済
１４.３
兆円

地方交付税等
１５.５兆円

法定率分 14.7兆円
既往法定加算　 0.5兆円
臨財加算 0.2兆円
地方特例交付金 0.2兆円

その他の歳出
５８.９兆円

うち社会保障関係費　33.0兆円
うち公共事業関係費　6.0兆円

地方特例交付金 ０.２兆円

公債金

３３.７
兆円

建設国債
６.１兆円

赤字国債
２７.６
兆円

国

税

その他の税収

交付税対象税目

５０.１兆円

所得税　33.1％
法人税　33.1％
酒　税　　50％
消費税　22.3％

自動車重量税等２.６兆円

基礎的財政収支

対象経費

７４.４兆円

地
方
一
般
歳
出

兆
円

71.3

一
般
財
源
総
額

兆
円

62.1

59.1

兆円

国の予算と地方財政計画（通常収支分）との関係（平成３０年度当初）

18
48



※１ 地方の借入金残高は、平成28年度までは決算ベース、平成29年度・平成30年度は実績見込み。
※２ ＧＤＰは、平成28年度までは実績値、平成29年度は実績見込み、平成30年度は政府見通しによる。
※３ 表示未満は四捨五入をしている。

地方財政の借入金残高の状況

52 53 54 

93 90 88 

20 19 19 

32 32 32 
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交付税特会借入金残高（地方負担分）

公営企業債残高（普通会計負担分）

臨財債除く地方債残高

臨財債

地方の借入金残高(企業会計負担分を除く)/GDP

兆円

年度

（参考）公営企業債残高（企業会計負担分）の状況

年度 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
公営企業
債残高 19 20 21 22 24 25 26 28 29 30 31 32 33 33 33 33 32 32 31 30 30 29 28 27 26 25 25 24 23 22

（単位：兆円）

19

▲ 6.3 ▲ 6.4

▲ 5.5 ▲ 5.3

▲ 3.8

▲ 2.9

▲ 3.0 ▲ 2.9 ▲ 2.8
▲ 2.3

▲ 1.5

▲ 1.4

▲ 1.2
▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 0.3

▲ 10

▲ 8

▲ 6

▲ 4

▲ 2

0

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

2015年度の目標
（▲ 3.3%）達成

2017年度 2018年度（見込） 2021年度（見込） 2025年度(目標) 2025年度(見込)

プライマリーバランス
（対GDP比）

▲15.7兆円
［▲2.9％］

▲15.7兆円
［▲2.8％］

▲8.4兆円
［▲1.4％］

黒字化
▲2.4兆円
［▲0.3％］

○ 経済再生と財政健全化に着実に取り組み、2025年度の国・地方を合わせたPB黒字化を目指す。
○ 同時に債務残高対GDP比の安定的な引下げを目指すことを堅持する。

（推計値）

国・地方のプライマリーバランス（対GDP比）の推移と財政健全化目標
（「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年7月9日内閣府）の「成長実現ケース」）

（実績値）

国・地方プライマリーバランスの財政健全化目標

2025年度の目標
黒字化

2021年度の中間指標
（▲ 1.5%）

（％）

20
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一般財源総額ルール等について

○経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年6月15日閣議決定・抜粋）

財政健全化目標（※）と毎年度の予算編成を結び付けるため、基盤強化期間（2019～2021年度）内に編成される
予算については、以下の目安に沿った予算編成を行う。

①、② （略）
③ 地方の歳出水準については、国の一般歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体をはじめ地方の安定的な財
政運営に必要となる一般財源の総額について、2018年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準
を確保する。

※財政健全化目標：
・経済再生と財政健全化に着実に取り組み、2025年度の国・地方を合わせたPB黒字化を目指す。
・同時に債務残高対GDP比の安定的な引下げを目指すことを堅持する。

（臨時財政対策債関係）
・ 地方歳出についても、国の取組と基調を合わせて歳出改革等の加速・拡大に取り組む中で、臨時財政対策債等の
発行額の圧縮、さらには、臨時財政対策債等の債務の償還に取り組み、国・地方を合わせたＰＢ黒字化につなげる。

（基金関係）
・ 地方自治体の基金の考え方・増減の理由・今後の方針に関し、統一的な様式での公表を促すとともに、容易に比
較できるよう検討し、一覧化を目指す。

一般財源総額ルール ＜2019年度～2021年度＞

参考

21

地方交付税制度の概要
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○所得税、法人税、酒税、消費税の一定割合及び地方法人税の全額とされている

地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民

にも一定の行政サービスを提供できるよう財源を保障するためのもので、地方の

固有財源である。

性 格：本来地方の税収入とすべきであるが、団体間の財源の不均衡を調整し、すべての地方

団体が 一定の水準を維持しうるよう財源を保障する見地から、国税として国が代わって

徴収し、一定の合理的な基準によって再配分する、いわば「国が地方に代わって徴収する

地方税である。」（固有財源）

（参考 平成１７年２月１５日 衆・本会議 小泉総理大臣答弁）
地方交付税改革の中で交付税の性格についてはという話ですが、地方交付税は、国税五税の一定割

合が地方団体に法律上当然帰属するという意味において、地方の固有財源であると考えます。

総 額 ：所得税・法人税の３３.１％、酒税の５０％、消費税の２２.３％、地方法人税の全額

種 類 ：普通交付税＝交付税総額の９４％

特別交付税＝交付税総額の ６％

交付時期 ：普通交付税 ４，６，９，１１月の４回に分けて交付
ただし、大規模災害による特別の財政需要を参酌して繰上げ交付を行うことができる。

特別交付税 １２，３月の２回に分けて交付
ただし、大規模災害等の発生時においては、交付額の決定等の特例を設けることができる。

地方交付税とは

22

（単位：％）

地方交付税率の変遷

改正年度 所得税 法人税 酒税 消費税 たばこ税 地方法人税 法定率改正理由

昭和２９ 19.874 19.874 20

昭和３０ 22

昭和３１ 25

昭和３２ 26

昭和３３ 27.5 ・地方財政の財源不足に対処するため、順次引上げ

昭和３４ 28.5

昭和３５ 28.5+0.3※

昭和３７ 28.9

昭和４０ 29.5

昭和４１ 32

平成元 24 25 ・昭和63年度の税制の抜本改革（消費税の創設等）
法定３税の減税に伴う交付税の減等への対応として消費税を対象税目化

・国庫補助負担率の恒久化
国庫補助負担率の恒久化（経常経費）への対応としてたばこ税を対象税目化

平成９ 29.5 ・平成６年度の税制の抜本改革（地方消費税の創設・消費税率の引上げ等）
所得税の減税に伴う交付税の減等への対応として消費税の法定率を引上げ

平成１１ 32.5
・平成11年度の税制改正（恒久的な減税）
法人事業税の減税への対応として法人税の法定率を引上げ平成１２ 35.8

平成１９ 34
・平成18年度の税制改正
恒久化される法人事業税の減税への対応として法人税の法定率を変更

平成２６ 22.3 全額

・社会保障・税一体改革（消費税率の引上げ等）
社会保障四経費に則った範囲の社会保障給付における国・地方の役割分担

等を勘案して消費税の法定率を変更
・平成26年度の税制改正
地域間の税源の偏在性を是正するため地方法人税を創設

平成２７ 33.1 33.1 50 除外 ・交付税原資の安定性の向上・充実を図るための法定率の見直し

平成３０

※ 0.3は臨時地方特例交付金 23
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財 源 保 障 機 能 と 財 源 調 整 機 能

地方行政の計画的な運営を保障
地 方 団 体 間 の 財 源 の 均 衡 化

⇒ 財源保障機能
⇒ 財源調整機能

（交付税法１条）

法令により地方団体に事務処理を義務づける場合においては、国はそのために必要な
経費について財源措置の必要（地方自治法２３２条）

国庫補助負担金事業（義務教育、社会福祉、公共事業、災害復旧事業等）の
交付税への算入（地方財政法１１条の２）

法令で義務づけられた行政水準の遵守（交付税法３条）

法令による義務づけと表裏一体の財源保障

国は、交付税の交付にあたって、条件をつけたりその使途を
制限してはならない。 （交付税法３条）

地方交付税は地方の一般財源

24

地方交付税は、普通交付税と特別交付税とに分けられる。

○ 総額
地方交付税総額の９４％

○ 交付方法
基準財政需要額と基準財政収入額を算定し、基準財政需要額が基準財政収入額を超過する財源

不足団体に対して交付される。
○ 交付時期

４、６、９、１１月の４回に分けて交付
ただし、大規模災害による特別の財政需要を参酌して繰上げ交付を行うことができる。

普通交付税

○ 総額
地方交付税総額の６％

○ 交付方法
・基準財政需要額に捕捉されなかった特別の財政需要があること
・基準財政収入額に過大に算定された財政収入があること

等を考慮して交付される。
○ 交付時期

１２、３月の２回に分けて交付
ただし、大規模災害等の発生時においては、交付額の決定等の特例を設けることができる。

特別交付税

地方交付税法の種類

25
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○地方交付税の総額は、所得税、法人税、酒税、消費税の一定割合及び地方法人税の全額を基本にしつつ、地方財政

計画における地方財政全体の標準的な歳入、歳出の見積もりに基づきマクロベースで決定。

○個々の団体への交付額は、基準財政需要額から基準財政収入額を控除した額を基本として決定されるが、基準財政

需要額は地方財政計画の歳出中一般財源対応分を算入するもの。

○平成30年度の基準財政需要額45.6兆円のうち、地方税等対応分が約７割、地方交付税対応分が約３割。

○その際、地方財政法第11条の2の規定により、義務教育や生活保護、公共事業等の国庫負担金の地方負担について

は財政需要額への算入が義務。

○各地方団体毎の基準財政需要額の算定には、人口・面積等に応じた静態的な算定と、実際の事業費に即応した動態

的算定があるが、基準財政需要額の算定方法は交付税総額に影響しない。

●地方財政法第11条の２ ＜地方公共団体が負担すべき経費の財政需要額への算入＞
第十条から第十条の三までに規定する経費のうち、地方公共団体が負担すべき部分は、地方交付税法の定め

るところにより地方公共団体に交付すべき地方交付税の額の算定に用いる財政需要額に算入するものとする。

地方財政計画と地方交付税の関係（平成30年度）

地方財政計画と地方交付税の関係

地財
計画

＜歳入＞

86.9兆円

不交付団体の
財源超過額等（1.3兆円）

地方

交付税

地財

計画

＜歳出＞

86.9兆円

一般行政経費 投資的経費

基準財政需要額

対象一般財源

普通交付税 基準財政収入額

その他

特定財源

地方債

（地方税：原則として75%）

国庫支出金

一般財源

特
交

普通交付税 地方税・地方譲与税

給与関係経費
補助 単独

国
保 補助 単独 公債費

公営

企業

繰出

そ
の
他

30.5兆円15.1兆円

45.6兆円

26

○ 基準財政需要額 ＝ 各行政項目ごとに下記の算式により計算した額の合算額

単位費用（単価） × 測定単位（国勢調査人口等） × 補正係数

○ 基準財政収入額 ＝ 標準的な地方税収入見込額 × 75％（譲与税については100％）

○ 算定例

普通交付税は、標準的な財政需要（基準財政需要額）が標準的な財政収入

（基準財政収入額）を超える団体に対して交付

基準財政需要額 １００億円

４０億円 基準財政収入額
６０億円

２０億円

１２０億円

普 通
交付税

標準的な地方税収入見込額
８０億円

留保財源

人口規模や
人口密度による
コスト差等を反映

普通交付税の算定方法

27
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留保財源設定の主な理由

・基準財政需要額において、地方公共団体の財政需要を完全に補足することは不可能であるため

・基準財政需要額に算入された財政需要以外の独自の施策を行うための財源的余裕を確保するため

・税収が増えた分だけ交付税が減少することのないよう、税源涵養のインセンティブを確保するため

留保財源について

28

○ 地方交付税は財政需要額が財政収入額を超える地方団体に対して、衡平にその超過額を補塡するこ
とを目途として交付される。

○ 基準財政需要額は、単位費用×測定単位×補正係数の算式によって算出されるため、単位費用は、
基準財政需要額の算定要素の中で最も重要なものである。

○ すべての地方団体の財政需要を合理的に算定し、衡平に交付税を交付するため、単位費用の設定に
は自然的、社会的条件の特異な要因が除かれる必要がある。

都道府県 市町村

人口 １，７００，０００人 １００，０００人

面積 ６，５００㎢ ２１０㎢

道路の延長 ３，９００km ５００km

小学校数
うち教員数
うち学級数
うち児童数

３６４校
６，４７４人

－
－

１校
－

１８学級
６９０人

（各学年40人学級３クラス（第
一・二学年のみ35人学級)

標準団体における行政経費（一般財源）を行政項
目ごとに積算し、標準団体における測定単位で除し
て得た単価が単位費用となる。

教職員給与は都道府県が負担し、小学校運営は市町村が実施することを踏まえて、測定単位が設定さ
れている。

上記趣旨に則して単位費用を算出するために設定されるもの。
具体的には人口、面積、行政規模が道府県や市町村のなかで

平均的なもので、自然的条件、社会的条件などが特異でないも
の（積雪地帯や離島ではなく、また人口急増・急減がない都市
化も平均的なもの）を想定している（右は標準団体のうち主な
項目の例）。

標準団体

地方行政の種類ごとに当該種類の行政に要する経費の多寡
を最も的確かつ合理的に反映するものであり、単位費用と同
様に法定化されている。

測定単位

単位費用

標準団体設定の意義（単位費用の前提）

【平成30年度の例】

29
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項 目 測 定 単 位 単位費用（円） 項 目 測 定 単 位 単位費用（円）

一 警 察 費 警 察 職 員 数 8,306,000 一 消 防 費 人 口 11,300

二

土

木

費

１ 道 路 橋 り ょ う 費
道 路 の 面 積 135,000

二

土

木

費

１ 道 路 橋 り ょ う 費
道 路 の 面 積 71,700

道 路 の 延 長 2,024,000 道 路 の 延 長 194,000
２ 河 川 費 河 川 の 延 長 188,000

２ 港 湾 費

港
湾

係 留 施 設 の 延 長 27,200

３ 港 湾 費

港
湾

係 留 施 設 の 延 長 28,300 外 郭 施 設 の 延 長 6,140
外 郭 施 設 の 延 長 6,140 漁

港

係 留 施 設 の 延 長 10,400
漁
港

係 留 施 設 の 延 長 10,400 外 郭 施 設 の 延 長 4,310
外 郭 施 設 の 延 長 5,930 ３ 都 市 計 画 費 都市計画区域における人口 988

４ そ の他 の土 木費 人 口 1,340
４ 公 園 費

人 口 530

三

教

育

費

１ 小 学 校 費 教 職 員 数 6,253,000 都 市 公 園 の 面 積 36,300
２ 中 学 校 費 教 職 員 数 6,322,000 ５ 下 水 道 費 人 口 94

３ 高 等 学 校 費
教 職 員 数 6,556,000 ６ その他の土木費 人 口 1,620
生 徒 数 56,100

三

教

育

費

１ 小 学 校 費

児 童 数 43,000

４ 特別支援学校費
教 職 員 数 6,155,000 学 級 数 890,000
学 級 数 2,099,000 学 校 数 9,479,000

５ そ の他 の教 育費

人 口 2,300
２ 中 学 校 費

生 徒 数 40,600
公 立 大 学 等 学 生 数 212,000 学 級 数 1,097,000
私 立 学 校 等 生 徒 数 289,600 学 校 数 8,691,000

四
厚
生
労
働
費

１ 生 活 保 護 費 町 村 部 人 口 9,330
３ 高 等 学 校 費

教 職 員 数 6,558,000
２ 社 会 福 祉 費 人 口 15,700 生 徒 数 70,300
３ 衛 生 費 人 口 14,600

４ その他の教育費
人 口 5,220

４ 高 齢 者 保 健
福 祉 費

6 5 歳 以 上 人 口 50,000 幼稚園等の小学校就学前子どもの数 386,000
7 5 歳 以 上 人 口 95,700

四

厚

生

費

１ 生 活 保 護 費 市 部 人 口 9,440
５ 労 働 費 人 口 430 ２ 社 会 福 祉 費 人 口 23,400

五

産
業

経
済
費

１ 農 業 行 政 費 農 家 数 107,000 ３ 保 健 衛 生 費 人 口 7,860

２ 林 野 行 政 費
公有以外の林野の面積 5,020

４ 高齢者保健福祉費
６ ５ 歳 以 上 人 口 65,600

公 有 林 野 の 面 積 15,300 ７ ５ 歳 以 上 人 口 83,800
３ 水 産 行 政 費 水 産 業 者 数 336,000 ５ 清 掃 費 人 口 5,020
４ 商 工 行 政 費 人 口 1,910 五

産
業

経
済
費

１ 農 業 行 政 費 農 家 数 84,300
六総

務
費

１ 徴 税 費 世 帯 数 5,870 ２ 林野水産行政費 林業及び水産業の従業者数 285,000
２ 恩 給 費 恩 給 受 給 権 者 数 1,042,000 ３ 商 工 行 政 費 人 口 1,310
３ 地 域 振 興 費 人 口 560 六

総

務

費

１ 徴 税 費 世 帯 数 4,610
七 地域の元気創造事業費 人 口 950 ２ 戸 籍 住 民

基 本 台 帳 費
戸 籍 数 1,170

八 人口減少等特別対策事業費 人 口 1,700 世 帯 数 2,080

３ 地 域 振 興 費
人 口 1,830
面 積 1,039,000

七 地域の元気創造事業費 人 口 2,530
八 人口減少等特別対策事業費 人 口 3,400

包括算定経費
人 口 9,310

包括算定経費
人 口 17,500

面 積 1,163,000 面 積 2,343,000

【道府県分】 【市町村分】

普通交付税の算定項目と測定単位（平成３０年度）
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小学校費＝ 教職員１人当単価 × 教職員数 × 補正係数

【小学校費（都道府県分）の例】

消 防 費 ＝ 人口１人当単価 × 人口 × 補正係数

【消防費（市町村分）の例】

給料＋各種手当等
法令に基づく
教職員定数

地域手当＋寒冷地手当等

常備消防＋非常備消防（消防団） 国勢調査人口

各項目における単価（単位費用）に人口等（測定単位）を乗じることを基本。

（単位費用） （測定単位）

（単位費用） （測定単位）

各項目における基準財政需要額の算定

人口規模や人口密度
によるコスト差

31
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標準団体の行政規模

項 目 平成３０年度

教
職
員
数

校 長
教 頭
一 般教員
事務職員等

計

３６０人
３７２人

５，１５８人
５０８人

学校数（本校） ３６０校

６，３９８人

標準団体経費

歳 出（給与費、旅費等） ５２，７２８百万円 （Ａ）

歳 入（国庫支出金） １２，７１９百万円 （Ｂ）

差 引（一般財源所要額）

４０，００９百万円（Ａ）－（Ｂ）

＝
標準団体一般財源所要額

標準団体教職員数

４０，００９百万円

６，３９８人

単位費用 ＝ ＝ ６，２５３，０００円

小学校費（都道府県分）の単位費用

32

標準団体の行政規模

項 目 平成３０年度

人 口 １０万人

常
備
消
防

分 団 数
団 員 数

１５分団
５８３ 人

消防本部
消 防 署
出 張 所
消防吏員
一般職員

１本部
１ 署
３ 所

１３０ 人
２ 人

標準団体経費

歳 出（給与費、設備関係経費等） １，１４０百万円 （Ａ）

うち国庫補助対応分 ６百万円 （Ｂ）

歳 入（国庫補助金、手数料） ６百万円 （Ｂ）

差 引（一般財源所要額）

１，１３４百万円（Ａ）－（Ｂ）

＝
標準団体一般財源所要額

標準団体人口

１，１３４百万円

１０万人

単位費用 ＝ ＝ １１，３００円

非
常
備
消
防

消防費（市町村分）の単位費用
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補正の種類（平成３０年度）①

種 類 内 容 例

種別補正 測定単位に種別があり、かつ、その種別ごとに単位当たり費用に差があるものについて、その種
別ごとの単位当たり費用の差に応じて当該測定単位の数値を補正するもの。

例えば、港湾費（係留施設の延長）にあっては、港湾の種別（「国際戦略港湾」「国際拠点港
湾」「重要港湾」「地方港湾」）によって、係留施設１ｍ当たりの維持管理経費等による経費の差
を反映させるもの。

港湾費
（港湾の種別による経
費の差）

段階補正 測定単位の数値の多少による段階に応じて単位当たり費用が割安又は割高になるものについて、
その段階ごとの単位費用の差に応じて当該測定単位の数値を補正するもの。

地方団体は、その規模の大小にかかわらず、一定の組織を持つ必要があり、また、行政事務は一
般的に「規模の経済」、いわゆるスケールメリットが働き、規模が大きくなる程、測定単位当たり
の経費が割安になる傾向があり、こうした経費の差を反映させるもの。

包括算定経費
（人口規模による段階
ごとの経費の差）

密度補正 測定単位の数値が同じであっても、人口密度等の大小に応じて単位当たり費用が割安又は割高に
なるものについて、人口密度等の大小に応じて当該測定単位の数値を補正するもの。

① 人口密度、自動車の交通量等を「密度」とするもの
② 介護サービス受給者数、被生活保護者数等の測定単位の数値に対する割合を「密度」とする

もの

①消防費
（人口密度（面積）に
応じた経費の差）
②高齢者保健福祉費
（６５歳以上人口）
（介護給付費負担金等
に係る経費の差）

34

補正の種類（平成３０年度）②

種 類 内 容 例

態容補正 都市化の程度、法令上の行政権能、公共施設の整備状況等、地方団体の「態容」に応じて単位
当たり費用が割高又は割安となるものについて、その態容に応じて測定単位を補正するもの。

① 普通態容補正
ア 行政の質量差によるもの

・「都市化の度合いによるもの」 市町村を２０段階の種地に区分し、大都市ほど行政需
要が増加する経費（道路の維持管理費、ごみ処理経費等）について割増し。
・「隔遠の度合いによるもの」 離島辺地の市町村やそのような地域を持つ道府県におけ
る旅費、資材費の割高の状況を反映。
・「農林業地域の度合いによるもの」 農林水産業を主産業とする市町村の産業振興、地
域振興のための経費について農林業級地の地域区分により割増し。

イ 給与差によるもの
地域ごとに異なる地域手当、住居手当、通勤手当等の給与差を反映。

ウ 行政権能差によるもの
指定都市、中核市、その他の市町村では、法令に基づく行政権能が異なることから、こ

れによる経費の差を反映。

② 経常態容補正
普通態容補正のような級地区分等とは関係のない態容に基づく経常経費の差（例：教職員

の平均年齢の差による都道府県ごとの平均給与費の差）を反映させるもの。

③ 投資態容補正
ア 投資補正

道路の未整備率、高等学校校舎等不足面積等、客観的な統計数値等を指標として投資的
経費の必要度を測定し、財政需要額に反映させるもの。

イ 事業費補正
公共事業費等の地方負担額、特定の事業実施のために借り入れた地方債の元利償還金の

一定割合等、実際の投資的経費の財政需要を反映させるもの。

①
ア 消防費
（消防力の水準の差）

イ 地域振興費
（人口）

ウ 保健衛生費
（保健所設置市とその
他の市との差）

②小・中学校費（平均
給与費の差）

③
ア 道路橋りょう費
（未整備延長比率等に
よる改築経費の必要度
の差）
イ 小・中学校費（学
校教育施設等整備事業
債の元利償還金） 35
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補正の種類（平成３０年度）③

種 類 内 容 例

寒冷補正 寒冷・積雪地域の度合いによって経費が割高となるものについて、寒冷・積雪の度合いに応じて
測定単位の数値を補正するもの。

① 給与差 寒冷地に勤務する公務員に対して支給される寒冷地手当に係る財政需要の増加分
② 寒冷度 寒冷地における暖房用施設、暖房用燃料費、道路建設に必要な特殊経費、生活保護

費に係る冬季加算分などの行政経費の増加分
③ 積雪度 積雪地における道路・建物等に係る除排雪経費、雪囲費、道路建設費における道路

幅員の通常以上の拡張に要する経費等

小・中学校費

①寒冷地手当の差
②暖房費の差

③除雪経費の差

数値急増補正
数値急減補正

① 数値急増補正
人口を測定単位とする費目分については、基礎としている国勢調査人口の数値の更新に５年

間を要するため、この間に人口が急増する市町村について、住民基本台帳登載人口等を用いて
増加分を反映させるもの。

② 数値急減補正
人口や農家数等が急激に減少しても、行政規模は同じペースで減らせないこと、また、人口

が急変する市町村は、人口変動が小さい市町村に比べて行政経費が割高になる状況があること
を反映させるもの。

①地域振興費（人口）
高齢者保健福祉費

（65歳以上人口、75歳
以上人口）

②農業行政費
（農家数）

地域振興費（人口）

合併補正 合併市町村においては、合併後は、各種の施設を整備しなければならず、また、行政の一体化に
要する経費や行政水準・住民負担水準の格差是正など、財政需要が増加するので、これを算入する
ために適用されていた補正である。平成21年度限りで廃止され、経過措置として残っている。

地域振興費（人口）

財政力補正 地方債の元利償還金を算入する際に、償還額の標準財政収入額に対する割合の高い団体について
算入率を高くするために適用される。現在の対象は単独災害復旧事業債及び小災害債についてのみ。

災害復旧費(単独災害
復旧事業債及び小災害
債（公共土木施設等分
)） 36

各費目の算定例①

消防費

測定単位 × 補正係数 × 単位費用
（国勢調査） （人口一人当単価）

４８,４４１人 × １．１７８ × １１,３００円 ＝ ６４４,８１２千円

単位費用
（全国一律で法定）

Ａ市の人口

段階補正
（人口規模による
行政コストの反映）

密度補正Ⅰ
（管内に人口が点在

しているための需要を
人口密度で反映）

密度補正Ⅱ
（石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等

特別防災区域に係る
増加経費の反映）

事業費補正
（元利償還金の
多寡を反映）

消防費

１.１４９ × １．０００ × １．０００ ＋ ０．０００ ＋ ０．０００ ＋ ０．０２９

普通態容補正
（都市化の度合いによる
出動回数等の反映）

経常態容補正
（合併市町村の

消防署所に要する
経費の反映）

37
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＜前年度＞ ＜算定年度＞

実 績
基準財政収入額

実 績

基準財政収入額

地財計画を基礎とした
伸率を乗じる 実績（減少したケース）

※ 精算措置の対象（減収補塡債発行対象）となるのは、
法人関係税、地方法人特別譲与税及び利子割（交付金）
である。

減収補塡債
又は

翌年度以降3年
の基準財政収入
額の減により精算

減収補塡債については、
後年度の元利償還金に
ついて７５％交付税措置

（注）

○ 基準財政収入額は、各団体の当該年度の予算額ではなく、前年度収入額実績を基礎として
算定される。

基準財政収入額の算定

38

税率（イメージ） 交 付 税（イメージ）

実際の税収実際の税収

標準的な需要

標準的な税収
交付税額

１００

４０ ６０

交付税は減額されず
５０５０

独
自
に
増
税
を

行
っ
て
い
る
場
合 税率５%

実際の税収 実際の税収

標準的な需要

標準的な税収
交付税額

６０４０

１００

４０４０

標
準
税
率
の
場
合

税率４%

１００

実際の税収

標準的な需要

交付税額

交付税は増額されず

６０４０

３０３０

独
自
に
減
税
を

行
っ
て
い
る
場
合 税率３% 実際の税収

標準税率
４%

標準的な税収

○ 地方交付税は、地方公共団体が標準的な水準の行政を行うために必要な財源を保障する制度であり、
標準的な財政需用と標準的な税収に基づき客観的に算定

○ 当該団体の税収(基準財政収入額)は標準税率により算定され、減税による交付税算定への影響はない。

標準税率と交付税の関係

39
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平成３０年度における臨時財政対策債への振替額算出方法は、各地方団体の財源不
足額及び財政力を考慮して算出する財源不足額基礎方式を用いることとしており、具体
的な算出方法は次のとおりである。

臨時財政対策債振替額の算出方法

＜算式＞

振替額＝ａ×Ｂ／（Ｂ＋Ｃ）×ア×α

＜算式の符号＞

ａ：当該地方団体における基準財政需要額（臨時財政対策債発行可能額振替前）

と基準財政収入額の差額

Ｂ：臨時財政対策債の全国総額（道府県・市町村別）

Ｃ：普通交付税の交付基準額の全国総額（道府県・市町村別）

ア：「基準財政収入額／基準財政需要額（臨時財政対策債発行可能額振替前）」

（平成25～29年度の平均）を用いた補正係数

α：総額に合わせ付けるための率

40

Ａ市の普通交付税の積算（平成３０年度の例）

普通交付税 （Ａ）－ （Ｂ） － 調整額（10,635千円）※ ＝ ６，１６３，７１６千円
※（Ａ）×0.000968214

基準財政需要額 基準財政収入額

（費目） （測定単位） （補正係数） （単位費用（法定）） （基準財政需要額） （税目） （基準財政収入額）

消防費 人口
(27国勢調査（以下同じ））

48,441 人 × 1.178 × 11,300円 ＝ 644,812千円

市町村民税

均等割個人 51,068千円

道路橋りょう費
道路の面積 2,502 千㎡ × 1.000 × 71,700円 ＝ 179,393千円 均等割法人 98,349千円

道路の延長 378 Km × 1.696 × 194,000円 ＝ 124,354千円 所得割 1,289,434千円

港湾費

港湾
係留施設の延長 0 ｍ × 0.000 × 27,200円 ＝ 0千円 法人税割 128,978千円

外郭施設の延長 0 ｍ × 0.000 × 6,140円 ＝ 0千円

固定資産税

土地 482,062千円

漁港
係留施設の延長 0 ｍ × 0.000 × 10,400円 ＝ 0千円 家屋 808,343千円

外郭施設の延長 0 ｍ × 0.000 × 4,310円 ＝ 0千円 償却資産 412,812千円

都市計画費 都市計画区域人口
（27国勢調査）

48,441 人 × 1.000 × 988円 ＝ 47,860千円 軽自動車税 114,460千円

公園費
人口 48,441 人 × 1.046 × 530円 ＝ 26,855千円 市町村たばこ税 391,810千円

都市公園面積 717 千㎡ × - × 36,300円 ＝ 26,027千円 鉱産税 3,010千円

下水道費 人口 48,441 人 × 1.000 × 94円 ＝ 4,553千円 事業所税 0千円

その他の土木費 人口 48,441 人 × 2.520 × 1,620円 ＝ 197,755千円 利子割交付金 4,783千円

小学校費

児童数 2,606 人 × 1.079 × 43,000円 ＝ 120,916千円 配当割交付金 13,544千円

学級数 112 学級 × 1.037 × 890,000円 ＝ 103,240千円 株式等譲渡所得割交付金 14,300千円

学校数 9 校 × 1.000 × 9,479,000円 ＝ 85,311千円 地方消費税交付金 757,488千円

中学校費

生徒数 1,151 人 × 1.163 × 40,600円 ＝ 54,363千円 市町村交付金 25,871千円

学級数 55 学級 × 1.400 × 1,097,000円 ＝ 84,469千円 ゴルフ場利用税交付金 0千円

学校数 8 校 × 1.000 × 8,691,000円 ＝ 69,528千円 自動車取得税交付金 35,889千円

高等学校費
教職員数 0 人 × 0.000 × 6,558,000円 ＝ 0千円 軽油引取税交付金 0千円

生徒数 0 人 × 0.000 × 70,300円 ＝ 0千円 特別とん譲与税 0千円

その他の教育費
人口 48,441 人 × 1.125 × 5,220円 ＝ 284,469千円 地方揮発油譲与税 42,269千円

幼稚園等のこどもの数 75 人 × 0.987 × 386,000円 ＝ 28,564千円 石油ガス譲与税 0千円

生活保護費 市部人口 48,441 人 × 3.032 × 9,440円 ＝ 1,386,481千円 自動車重量譲与税 107,119千円

社会福祉費 人口 48,441 人 × 1.489 × 23,400円 ＝ 1,687,819千円 航空機燃料譲与税 0千円

…

交通安全対策特別交付金 12,832千円

包括算定経費
人口 48,441 人 × 1.117 × 17,500円 ＝ 946,908千円

…

面積 25.92 Ｋ㎡ × - × 2,343,000円 ＝ 60,731千円

臨時財政対策債発行可能額 ▲654,539千円

計 10,984,587千円（Ａ） 計 4,810,236千円（Ｂ）

41

60



近年の地方交付税制度の見直し

平成19年度から算定方法の抜本的な簡素化を図り、交付税の予見可能性を高める観点から、
人口と面積を基本とした簡素な算定を行う包括算定経費が導入された。地方団体の財政運営に
支障が生じないように変動額を最小限にとどめるよう制度設計。
① ｢国の基準付けがない、あるいは弱い行政分野｣(基準財政需要額の１割程度)の算定につい

て導入
② 人口規模や宅地、田畑等土地の利用形態による行政コスト差を反映
③ 算定項目の統合により「個別算定経費（従来型）」の項目数を３割削減
④ 離島、過疎など真に配慮が必要な地方団体に対応する仕組みを確保（「地域振興費」の創

設）

６ 包括算定経費

平成14年度から16年度にかけて、小規模団体にあっても職員の兼務や外部委託等により合理的・効率的に行財政運営を行っている地方公共団
体もあることを踏まえ、全団体の平均を基礎として割増率を算出する方法を改め、合理的・効率的な財政運営を行っている上位３分の２の団体
の平均を基礎として割増率を算出する方法が導入された。その後、平成22年度に条件不利地域や小規模市町村の財政を取り巻く状況に鑑み、よ
り的確に財政需要に応えられるよう割増率の一部復元が行われた。

３ 段階補正の見直し

第１次地方分権改革、経済財政諮問会議における議論を受け、三位一体改革
期間（平成15年度～18年度）において、算定方法の簡素化として、補正係数の
適用が削減された。

道府県分 H13:146→H18:79（H28:70）
市町村分 H13:176→H18:169(H28:139） ※臨時費目等除く

２ 補正係数の削減

平成14年度から事業費補正が抜本的に見直され、公共事業の事業費補正の算入率を従来の概ね２分の１（偏在が大きい事業は概ね３分の２）
に引き下げるとともに、地方単独事業については、地域総合整備事業債が廃止された。その後も事業費補正の削減が進められ、平成22年度には
地域主権確立の見地から、全国的偏在、先発・後発団体間の不均衡の問題の生じない以下の事業について、新規事業に係る事業費補正は行わな
いこととされた。また、平成23年度にも地下鉄事業（出資金・補助金）等の事業費補正が廃止されている。

○ 補助事業・国直轄事業 港湾、漁港、まちづくり交付金、地域住宅交付金、給食施設、補助ダム、水泳プール、武道場 等
○ 地方単独事業 地方道路、ふるさと農道、ふるさと林道、合併推進、都市再生 等

４ 事業費補正の見直し

第１次地方分権改革において、平成12年度から地方交付税
の算定について地方団体の意見をより的確に反映するととも
に、その過程を明らかにするために意見の申出制度（地方交
付税法第17条の４）が創設された。

１ 意見処理制度の創設

近年の交付税制度の改革について

平成15年度から税収確保インセンティブの強
化及び財源保障範囲の縮小により、自らの責任
と財源で対応すべき部分を拡大させるとの趣旨
で、道府県分の留保財源率を20％から25％に引
き上げられた。

一方、三位一体改革で行われた税源移譲分等
については、財政力格差を拡大させないよう、
基準財政収入額に100％算入する等の措置が講
じられている。

５ 留保財源率の引き上げ
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算定費目の統合・見直し
【都道府県分】

１　個別算定経費（従来型）

係留施設の延長(漁港)

係留施設の延長(漁港)

外郭施設の延長(漁港)

公有以外の林野の面積

公有以外の林野の面積

外郭施設の延長(漁港)

２　包括算定経費（新型）

人 口

農 業 行 政 費 農 家 数

平　成　18　年　度 平　成　19　年　度

高齢 者保 健福 祉費

恩 給 費 恩 給 受 給 権 者数

林 野 行 政 費

面 積

そ の 他 の 諸 費

林 野 の 面 積林 野 行 政 費

農 業 行 政 費 耕 地 の 面 積

面 積

人 口

公 有 林 野 の 面積

水 産 行 政 費

６ ５ 歳 以 上 人口

水 産 業 者 数

７ ５ 歳 以 上 人口

学 級 数

そ の 他 の 教 育 費 人 口

生 活 保 護 費 町 村 部 人 口

労 働 費 人 口

人 口

衛 生 費 人 口

教 職 員 数

小 学 校 費

高 等 学 校 費 教 職 員 数

生 徒 数

特 別 支 援 学 校 費 教 職 員 数

学 級 数

社 会 福 祉 費 人 口

高齢者保健福祉費 ６５歳以上人口

道 路 の 面 積

河 川 費 河 川 の 延 長

係留施設の延長(港湾)

人 口

投

資

的

経

費

道 路 橋 り ょ う 費 道 路 の 延 長

港 湾 費 外郭施設の延長(港湾)

河 川 費 河 川 の 延 長

高 等 学 校 費 生 徒 数

特殊教育諸学校費

小 学 校 費

中 学 校 費

高 等 学 校 費

警 察 費

道 路 橋 り ょ う 費

河 川 費

港 湾 費

高齢 者保 健福 祉費

労 働 費

農 業 行 政 費

特殊 教育 諸学 校費

そ の 他 の 教 育 費

生 活 保 護 費

社 会 福 祉 費

衛 生 費

係留施設の延長(港湾)

警 察 職 員 数

道 路 の 面 積

河 川 の 延 長

人 口

教 職 員 数

教 職 員 数

教 職 員 数

そ の 他 の 土 木 費

企 画 振 興 費

そ の 他 の 諸 費

林 野 行 政 費

水 産 行 政 費

商 工 行 政 費

恩 給 費

徴 税 費

生 徒 数

教 職 員 数

学 級 数

人 口

公立大学等学生数

私立学校等生徒数

人 口

７４歳以上人口

人 口

農 家 数

水 産 業 者 数

町 村 部 人 口

人 口

人 口

６５歳以上人口

警 察 費

道 路 橋 り ょ う 費

港 湾 費

そ の 他 の 土 木 費

教 職 員 数

中 学 校 費

道 路 の 延 長

外郭施設の延長(港湾)

費 目 測 定 単 位 費 目 測 定 単 位

商 工 行 政 費

徴 税 費

人 口

公立大学等学生数

私立学校等生徒数

社 会 福 祉 費

地 域 振 興 費 人 口

公有林野の面積

経

常

経

費

恩給受給権者数

人 口

人 口

世 帯 数

世 帯 数

警 察 職 員 数

【市町村分】

１　個別算定経費（従来型）

係留施設の延長(港湾)

係留施設の延長(漁港) 係留施設の延長(港湾)

都市計画区域における人口

係留施設の延長(漁港)

外郭施設の延長(漁港)

都市計画区域における人口

林業、水産業及び鉱業の従業者数

林業及び水産業の従業者数

外郭施設の延長(漁港)

都市計画区域における人口

林業、水産業及び鉱業の従業者数

２　包括算定経費（新型）

人 口

人 口

徴 税 費

面 積

世 帯 数

人 口

戸籍住民基本台帳費

面 積

道 路 の 面 積

港 湾 費

道 路 の 延 長

費 目

社 会 福 祉 費 人 口

人 口

中 学 校 費 生 徒 数

学 級 数

学 校 数

平　成　18　年　度 平　成　19　年　度

高 等 学 校 費 教 職 員 数

人 口消 防 費

都 市 計 画 費

公 園 費

そ の 他 の 土 木 費

道 路 橋 り ょ う 費

その他の産業経済費

企 画 振 興 費 人 口

高 等 学 校 費 生 徒 数

そ の 他 の 教 育 費 人 口

地 域 振 興 費

社 会 福 祉 費

そ の 他 の 諸 費 人 口

面 積

高 齢 者 保 健 福 祉 費 ６ ５ 歳 以 上 人 口

清 掃 費 人 口

農 業 行 政 費 農 家 数

人 口

そ の 他 の 土 木 費 人 口

小 学 校 費 学 級 数

中 学 校 費 学 級 数

投

資

的

経

費

道 路 橋 り ょ う 費 道 路 の 延 長

港 湾 費 外郭施設の延長(港湾)

都 市 計 画 費

公 園 費 人 口

下 水 道 費 人 口

人 口

面 積

高 齢 者 保 健 福 祉 費

人 口

商 工 行 政 費

林 野 水 産 行 政 費戸 籍 数

清 掃 費

農 業 行 政 費

測 定 単 位 費 目 測 定 単 位

戸 籍 数

外郭施設の延長(港湾)

６５歳以上人口

人 口

都市公園の面積

人 口

学 校 数

人 口

７５歳以上人口

人 口

農 家 数

市 部 人 口

人 口

児 童 数

生 徒 数

農 家 数

下 水 道 費

保 健 衛 生 費

生 徒 数

教 職 員 数

人 口

小 学 校 費

そ の 他 の 教 育 費

学 級 数

農 業 行 政 費

学 級 数

幼稚園の幼児数保 健 衛 生 費

徴 税 費 世 帯 数

人 口

７ ４ 歳 以 上 人 口

高 等 学 校 費

人 口

人 口

児 童 数

人 口

人 口

市 部 人 口

人 口

６ ５ 歳 以 上 人 口

社 会 福 祉 費

清 掃 費

そ の 他 の 諸 費

生 徒 数

幼 稚 園 の 幼 児 数

そ の 他 の 教 育 費

生 活 保 護 費

中 学 校 費

世 帯 数

企 画 振 興 費

戸籍住民基本台帳費

高 齢 者 保 健 福 祉 費

学 校 数

小 学 校 費

消 防 費

道 路 橋 り ょ う 費

港 湾 費

そ の 他 の 土 木 費

都 市 計 画 費

公 園 費

人 口

道 路 の 面 積

生 活 保 護 費

世 帯 数

経

常

経

費

下 水 道 費

その他の産業経済費

学 校 数

商 工 行 政 費 人 口

都 市 公 園 の 面 積

学 級 数
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6
0
,
5
3
7

2
9
7
,
5
5
0

1
6
5
,
7
5
7

1
3
1
,
7
9
3

1
3
1
,
5
0
5

高
 
 
知

2
3
1
,
9
2
5

6
3
,
3
7
8

1
6
8
,
5
4
6

1
6
8
,
3
2
2

1
9
2
,
7
3
8

7
9
,
0
8
6

1
1
3
,
6
5
2

1
1
3
,
4
6
5

福
 
 
岡

7
0
5
,
0
8
6

4
6
2
,
1
0
2

2
4
2
,
9
8
5

2
4
2
,
3
0
2

9
9
6
,
6
0
7

6
9
2
,
8
0
9

3
0
3
,
7
9
8

3
0
2
,
8
3
3

佐
 
 
賀

2
1
8
,
8
9
6

7
6
,
9
2
0

1
4
1
,
9
7
6

1
4
1
,
7
6
4

1
7
6
,
9
4
1

9
2
,
6
2
1

8
4
,
3
2
0

8
4
,
1
4
9

長
 
 
崎

3
2
9
,
0
2
0

1
1
3
,
3
4
9

2
1
5
,
6
7
1

2
1
5
,
3
5
3

3
2
0
,
0
1
7

1
4
2
,
2
5
1

1
7
7
,
7
6
6

1
7
7
,
4
5
6

熊
 
 
本

3
4
5
,
4
8
0

1
4
7
,
4
3
1

1
9
8
,
0
4
8

1
9
7
,
7
1
4

4
1
5
,
6
7
5

2
0
8
,
9
1
3

2
0
6
,
7
6
2

2
0
6
,
3
5
9

大
 
 
分

2
7
2
,
3
5
2

1
0
7
,
9
1
6

1
6
4
,
4
3
6

1
6
4
,
1
7
2

2
5
4
,
4
6
1

1
3
6
,
6
8
8

1
1
7
,
7
7
3

1
1
7
,
5
2
7

宮
 
 
崎

2
7
5
,
9
8
7

9
8
,
2
6
1

1
7
7
,
7
2
6

1
7
7
,
4
5
9

2
3
9
,
4
8
3

1
2
0
,
6
5
3

1
1
8
,
8
2
9

1
1
8
,
5
9
8

鹿
児

島
4
0
5
,
4
3
5

1
4
3
,
8
7
9

2
6
1
,
5
5
6

2
6
1
,
1
6
3

4
0
2
,
9
6
7

1
8
0
,
7
1
0

2
2
2
,
2
5
6

2
2
1
,
8
6
6

沖
 
 
縄

3
2
1
,
0
8
6

1
1
7
,
9
7
7

2
0
3
,
1
1
0

2
0
2
,
7
9
9

2
8
1
,
5
6
1

1
5
9
,
2
3
2

1
2
2
,
3
2
9

1
2
2
,
0
5
7

合
 
 
計

2
1
,
3
2
6
,
6
8
6

1
3
,
4
7
5
,
5
3
2

8
,
1
6
2
,
2
4
2

8
,
1
4
3
,
5
2
5

2
1
,
5
6
9
,
3
7
8

1
4
,
6
4
4
,
0
4
7

6
,
9
2
5
,
3
3
1

6
,
9
0
4
,
4
5
5

　
（
注
）
１
．
市
町
村
分
に
つ
い
て
は
、
財
源
不
足
団
体
分
を
記
載
し
て
い
る
。

２
．
表
示
単
位
未
満
を
四
捨
五
入
し
て
い
る
た
め
、
各
都
道
府
県
の
単
純
合
計
と
合
計
欄
は
一
致
し
な
い
。

普
通

交
付

税
額

平
成

３
０

年
度

　
普

通
交

付
税

交
付

額

（
単

位
：

百
万

円
）

都
　

道
府

　
県

基
準
財
政
需
要
額

基
準
財
政
収
入
額

財
源

不
足

額
普

通
交

付
税

額
基
準
財
政
需
要
額

基
準
財
政
収
入
額

財
源

不
足

額

46

47

64



48

, ,

49

65
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小
田

原
市

の
財

政
状

況

(
平
成

3
0
年

6
月
)
 

20
18

/0
7/

27
 
小

田
原
市

総
務

部
財
政
課

 

資
料

１

-
 1
 -

１
 

一
般

会
計

歳
入

・
歳

出
決

算
額

の
推

移

本
市
の
過
去

1
0
年
間
の
決
算
額
の
状
況
を
見
る
と
、
平
成

2
1
年

度
か

ら
平

成
2
4
年

度
は

5
7
0
～

6
0
0

億
円
で
推
移
し
て
い
た
が
、
平
成

2
5
年
度
以
降
は
国
の
経
済
対
策
、
小
田
原
地
下
街
再
生
事
業
(
H
2
5
～

2
6
)
、

本
庁

舎
及

び
生

涯
学

習
セ

ン
タ

ー
本

館
耐

震
化

事
業

(H
25

～
28

)
や

城
山

陸
上

競
技

場
リ

ニ
ュ

ー

ア
ル

事
業

(
H2
8
)
等

の
投

資
的

経
費

の
増

加
の

ほ
か

、
臨

時
福

祉
給

付
金

給
付

事
業

(H
26
～

27
)
、

少
子

高
齢
化
に
伴
う
社
会
保
障
関
係
の
繰
出
金
や
扶
助
費
の
増
加
に
よ
り
、
財
政
規
模
は

6
0
0
億
円
半
ば
で

推
移
し
て
い
る
。

２
 

歳
入

の
状

況

(
1
)
市
税
の
状
況

 
個

人
市

民
税

に
つ

い
て

は
、

平
成

20
年

の
サ

ブ
プ

ラ
イ

ム
ロ

ー
ン

問
題

に
端

を
発

し
た

世
界

的
な
 

金
融

危
機

の
影

響
に

よ
り

、
平

成
2
1
年

度
に

は
法

人
市

民
税

、
平

成
2
2
年

度
に

は
個

人
市

民
税

が
 

大
幅

な
減

少
と

な
っ

た
。

そ
の

後
、

税
制

改
革

や
緩

や
か

な
景

気
の

回
復

基
調

を
受

け
、

市
税

総
額

は

3
2
0
～

3
3
0
億
円
程
度
で
推
移
し
て
い
る
。

 

5
7
9
.
3

6
2
6
.
3

6
0
7
.
4

6
1
8
.
3

6
2
5
.
3

6
5
3
.
1

6
9
4
.
4

7
0
8
.
4

7
0
9
.
8

6
9
8
.
8

5
5
7
.
7

6
0
1
.
5

5
7
8
.
1

5
8
7
.
6

5
8
9
.
7

6
1
5
.
5

6
5
5
.
7

6
6
7
.
8

6
7
2
.
9

6
5
8
.
9

5
00
.
0

5
50
.
0

6
00
.
0

6
50
.
0

7
00
.
0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

歳
入

歳
出

1
2
3
.
6

1
2
1
.
9

1
1
2
.
8

1
1
1
.
7

1
1
4
.
0

1
1
4
.
7

1
1
4
.
8

1
1
7
.
0

1
1
6
.
0

1
1
3
.
8

2
6
.
5

1
8
.
9

1
9
.
9

1
8
.
5

2
1
.
4

2
1
.
5

2
2
.
8

2
3
.
3

2
3
.
3

2
6
.
7

1
5
6
.
6

1
5
3
.
9

1
5
3
.
5

1
5
5
.
0

1
4
8
.
6

1
5
1
.
1

1
5
5
.
0

1
5
3
.
4

1
5
6
.
0

1
5
6
.
1

3
0
6
.
7

2
9
4
.
7

2
8
6
.
2

2
8
5
.
2

2
8
4
.
0

2
8
7
.
3

2
9
2
.
6

2
9
3
.
7

2
9
5
.
3

2
9
6
.
6

0
.0

5
0.
0

1
00
.
0

1
50
.
0

2
00
.
0

2
50
.
0

3
00
.
0

3
50
.
0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

個
人

市
民

税
法

人
市

民
税

固
定

資
産

税
合

計

億
円
 

億
円
 ※

グ
ラ

フ
の
数

値
に

つ
い
て

H
2
8
ま
で
は
決
算
額
、
H
2
9
は

決
算
見
込
額
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-
 2
 -
 

(
2
)
市
債
の
状
況
 

市
債

に
つ

い
て

は
、

世
代

間
の

負
担

の
公

平
性

と
後

年
度

の
財

政
負

担
を

勘
案

し
な

が
ら

借
り

入
れ

を
行
っ
て
い
る
。
借
入
額
の
総
額
は
平
成

2
0
年
度
ま
で
は

2
0
億
円
か
ら

3
0
億
円
の
間
で
推
移
し
て
い

た
が
、
平
成

2
1
年
度
以
降
は
臨
時
財
政
対
策
債
が
増
加
し
、
市
債
全
体
の
総
額
が
増
加
し
た
。
平
成

2
4

年
度

に
は

消
防

指
令

シ
ス

テ
ム

改
修

、
史

跡
等

用
地

取
得

の
増

加
、

平
成

2
5
年

度
以

降
は

、
市

債
を
 

活
用

し
て

土
地

開
発

公
社

か
ら

の
土

地
の

買
戻

し
を

進
め

て
お

り
、

加
え

て
小

田
原

地
下

街
再

生
事

業

(
H
2
5
～
2
6
)
、
本
庁
舎
等
耐
震
改
修
事
業
(
H
2
5
～

2
8
)
の
実
施
に
よ
り
、
平
成

2
6
年
度
は
普
通
債
発
行
額

が
増
加
し
、
全
体
発
行
額
も

7
0
億
円
を
超
え
た
が
、
そ
の
後
は

5
0
億
円
前
後
と
な
っ
て
い
る
。

 

ま
た
、
普
通
交
付
税
の
振
替
財
源
と
な
る
臨
時
財
政
対
策
債
に
つ
い
て
は
、
消
費
税
率
の
引
上
げ
に
伴

う
地

方
消

費
税

交
付

金
の

交
付

額
増

加
に

よ
る

歳
入

増
の

た
め

発
行

額
は

減
少

傾
向

に
あ

る
が

、
平

成

2
9
年

度
は

再
び

増
加

し
て

い
る

。
 

(
3
)
競
輪
事
業
収
入
の
状
況
 

 
本

市
で

は
、

競
輪

事
業

の
収

益
金

を
事

業
収

入
と

し
て

一
般

会
計

へ
繰

り
入

れ
て

お
り

、
開

設
時

の
 

昭
和

2
4
年
度
か
ら
平
成

2
8
年
度
ま
で
の
総
額
は
約

8
8
0
億
円
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
の
最
高
額

は
平
成

3
年
度
の

4
8
億
円
で
あ
っ
た
が
、
近
年
で
は
フ
ァ
ン
層
の
高
齢
化
や
レ
ジ
ャ
ー
の
多
様
化
等
に

よ
る

競
輪

場
入

場
者

数
の

減
少

な
ど

に
よ

り
車

券
売

上
金

も
減

少
し

、
平

成
2
2
年

度
以

降
の

繰
入

額
は

1
億
円
と
な
っ
て
い
る
。
な

お
、

平
成

2
9
年

度
は

、
天

候
に

よ
る

開
催

レ
ー

ス
減

少
な

ど
で

8
千

万
円

と
な
っ
て
い
る
。
 

1
2
.
2

1
3
.
9

8
.
5

1
4
.
2

2
0
.
1

3
0
.
3

5
1
.
0

3
4
.
5

3
1
.
6

2
2
.
2

1
3
.
0

2
9
.
0

2
8
.
8

2
2
.
0

2
6
.
0

2
5
.
4

2
1
.
9

1
8
.
6

1
4
.
3

1
7
.
5

2
5
.
2

4
2
.
9

3
7
.
3

3
6
.
2

4
6
.
1

5
5
.
7

7
2
.
9

5
3
.
1

4
5
.
9

3
9
.
7

0
.0

1
0.
0

2
0.
0

3
0.
0

4
0.
0

5
0.
0

6
0.
0

7
0.
0

8
0.
0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

普
通
債

臨
時
財
政

対
策
債
等

市
債
合
計

3
.
0

3
.
0

1
.
0

1
.
0

1
.
0

1
.
0

1
.
0

1
.
0

1
.
0

0
.
8

1
6
1
.
2

1
5
5
.
2

1
3
0
.
8

1
3
4
.
9

1
4
0
.
6

1
2
1
.
6

1
0
5
.
9

1
0
2
.
1

9
2
.
0

8
1
.
8

0
.0

2
0.
0

4
0.
0

6
0.
0

8
0.
0

1
00
.
0

1
20
.
0

1
40
.
0

1
60
.
0

1
80
.
0

0

0
.5

1

1
.5

2

2
.5

3

3
.5

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

収
益

事
業
収

入
入

場
者

数

億
円
 

繰
入

額
 

(億
円
) 

入
場

者
 

(千
人
) 

-
 3
 -
 

(
4
)
普
通
交
付
税
の
交
付
状
況
と
臨
時
財
政
対
策
債
発
行
可
能
額

 
本
市
で
は
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
市
税
収
入
の
著
し
い
落
ち
込
み
に
よ
り
、
平
成

2
2
年
度
か
ら

平
成

1
3
年

度
以

来
の

普
通

交
付

税
交

付
団

体
と

な
っ

て
い

る
。

ま
た

、
そ

の
代

替
財

源
と

し
て

措
置
 

さ
れ
る
臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
可
能
額
に
つ
い
て
は
、
平
成

2
1
年
度
以
降
は

2
0
～
3
0
億
円
で
推
移

し
て

い
た

が
、

平
成

2
7
年

度
以

降
は

、
消

費
税

率
の

引
上

げ
に

伴
う

地
方

消
費

税
交

付
金

の
交

付
額
 

増
加

な
ど

に
よ

り
、

2
0
億

円
を

下
回

っ
て

い
る

。
 

(
5
)
自
主
財
源
と
依
存
財
源

自
主

財
源

は
、

地
方

公
共

団
体

が
自

主
的

に
自

ら
の

権
限

で
収

入
し

う
る

財
源

(
市

税
、

使
用

料
、

 

手
数
料
等
)
で
あ
っ
て
、
依
存
財
源
は
、
国
や
県
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
額
が
交
付
さ
れ
、
自
ら
の
権
限

や

裁
量

が
制

限
さ

れ
て

い
る

財
源

(
国

庫
支

出
金

、
地

方
交

付
税

、
市

債
等

)
で

あ
る

。
行

政
運

営
の

自
主

性
や

安
定

性
を

確
保

す
る

た
め

に
は

、
自

主
財

源
の

確
保

が
重

要
で

あ
る

が
、

市
税

収
入

の
大

幅
な

 

増
収
が
見
込
み
に
く
い
中
、
自
主
財
源
比
率
の
回
復
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
 

平
成

2
6
年
度
は
、
市
債
発
行
額
の
増
等
に
よ
り
自
主
財
源
比
率
が
前
年
度
よ
り
約

3
ポ
イ
ン
ト
減
少

し
た
。
平
成

2
7
年
度
～

2
9
年
度
は
、
市
債
発
行
額
を
抑
制
し
て
い
る
も
の
の
寄
附
金
の
増
減
等
に
よ
る

変
動
と
な
っ
て
い
る
。
 

9
.
4

1
1
.
1

1
4
.
0

1
3
.
5

1
0
.
5

1
0
.
0

7
.
7

9
.
6

1
4
.
8

2
3
.
0

2
8
.
8

2
2
.
1

2
5
.
9

2
5
.
4

2
1
.
9

1
8
.
6

1
4
.
3

1
7
.
5

0
.0

5
.0

1
0.
0

1
5.
0

2
0.
0

2
5.
0

3
0.
0

3
5.
0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

普
通
交
付

税
臨

時
財
政

対
策
債
発

行
可
能

額

4
2
2
.
2

4
0
7
.
0

3
9
4
.
6

3
9
8
.
0

3
9
6
.
5

4
0
9
.
6

4
1
8
.
5

4
3
9
.
9

4
5
4
.
5

4
3
8
.
3

1
5
7
.
1

2
1
9
.
3

2
1
2
.
8

2
2
0
.
3

2
2
8
.
8

2
4
3
.
5

2
7
5
.
9

2
6
8
.
6

2
5
5
.
2

2
6
0
.
5

0
.0

1
00
.
0

2
00
.
0

3
00
.
0

4
00
.
0

5
00
.
0

6
00
.
0

7
00
.
0

8
00
.
0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

依
存
財
源

自
主
財
源

7
2
.
8
8
%

億
円
 

6
4
.
9
8
%

6
4
.
9
7
%

6
4
.
3
7
%

6
3
.
4
2
%

6
0
.
2
7
%

6
2
.
7
1
%

6
2
.
0
9
%

6
4
.
0
4
%

6
1
.
7
4
%

億
円
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３
 

歳
出

の
状

況
 

(
1
)
義
務
的
経
費
 

ア
 
人
件
費
 

退
職

者
の

補
充

の
抑

制
、

諸
手

当
の

見
直

し
、

さ
ら

に
は

平
成

25
年

度
に

は
消

防
広

域
化

に
 

伴
う
消
防
職
員
の
人
件
費
の
特
別
会
計
へ
の
移
行
と
、
給
与
削
減
措
置
の
影
響
に
よ
り
抑
制
し
て
き

た
が
、
諸
手
当
の
支
給
割
合
の
見
直
し
や
退
職
者
数
の
増
等
に
よ
り
増
加
傾
向
と
な
っ
て
い
る
。
 

イ
 
扶
助
費
 

 
高

齢
化

等
に

よ
る

生
活

保
護

世
帯

の
増

加
、

障
害

者
自

立
支

援
給

付
費

や
小

児
等

へ
の

医
療

費
 

助
成
の
増
加
に
加
え
、
平
成

2
2
年
度
か
ら
の
子
ど
も
手
当
(
平
成

2
5
年
度
か
ら
児
童
手
当
)
の
支

給

に
よ
り
大
幅
に
増
加
し
、
そ
の
後
、
平
成

2
7
年
度
か
ら
の
子
ど
も
子
育
て
支
援
新
制
度
の
施
行
に

よ
り
増
加
傾
向
が
続
い
て
い
る
。
 

ウ
 
公
債
費
 

 
社
会
資
本
整
備
等
に
伴
う
市
債
償
還
の
ピ
ー
ク
(
H
1
6
 

約
6
7
.
6
億
円
 
借
換
債
除
く
)
を
過
ぎ
、

平
成

1
6
年
以
降
は
市
債
発
行
額
を
元
金
償
還
額
以
内
に
抑
え
、
市
債
残
高
の
削
減
、
公
債
費
縮
減

に
努

め
た

こ
と

に
よ

り
減

少
傾

向
に

あ
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

今
後

は
、

斎
場

整
備

事
業

、
焼

却
 

施
設
の
基
幹
的
設
備
改
良
事
業
、
市
民
ホ
ー
ル
整
備
事
業
な
ど
大
規
模
事
業
の
進
捗
に
伴
う
新
た
な

公
債
費
負
担
が
見
込
ま
れ
る
。
 

1
1
6
.
7

1
1
8
.
1

1
1
8
.
4

1
1
2
.
2

1
0
9
.
3

8
8
.
5

9
2
.
4

9
6
.
0

9
6
.
8

9
4
.
8

1
0
4
.
8

1
1
2
.
1

1
3
9
.
7

1
4
8
.
8

1
5
2
.
7

1
5
4
.
4

1
5
9
.
8

1
6
8
.
7

1
7
1
.
2

1
7
9

6
4
.
2

6
3
.
5

6
6
.
8

6
5
.
3

6
1
.
4

5
7
.
9

5
6
.
3

5
1
.
4

4
8
.
6

4
6
.
4

2
8
5
.
7

2
9
3
.
7

3
2
4
.
9

3
2
6
.
3

3
2
3
.
4

3
0
0
.
8

3
0
8
.
5

3
1
6
.
1

3
1
6
.
6

3
2
0
.
2

05
0

1
00

1
50

2
00

2
50

3
00

3
50

4
00

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

人
件

費

扶
助

費

公
債

費

義
務

的
経

費
計

億
円
 

-
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 -
 

(
2
)
投
資
的
経
費
 

 
投
資
的
経
費
は
、
道
路
な
ど
の
都
市
基
盤
整
備
の
建
設
事
業
に
要
す
る
経
費
で
あ
る
が
、
平
成

2
0
年

度
以

降
は

、
厳

し
い
財

政
状

況
を
反

映
し

約
40
～

50
億

円
前
後
で

推
移
し

て
い

た
。
平

成
25

年
度
 

以
降
は

、
国
の

経
済

対
策
を

活
用

し
た
イ

ン
フ

ラ
整
備

・
学

校
施
設

整
備

の
ほ
か

、
小

田
原
地

下
街

再

生
事

業
(
H
2
5
～

2
6
 
約

1
8
億

円
)
、

本
庁

舎
等

耐
震

改
修

事
業

(
H
2
5
～

2
8
 
約

2
7
億

円
)
、

お
城

通
り

地
区
再
開
発
事
業
（
H
2
6
～

2
7
 
約

13
億
円
）
、
城
山
陸
上
競
技
場
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
事
業
(
H
2
8
 
約

7
億

円
)
、
焼
却
施
設
基
幹
的
設
備
改
良
事
業
（

H2
9
 
約

7
億
円
）
等
に
よ
り
、
7
0
億
円
前
後
で
推
移
し
て

い
る
。
 

(
3
)
他
会
計
繰
出
金
等

 
急

速
に

高
齢

化
が

進
む

社
会

情
勢

を
反

映
し

、
医

療
や

介
護

(
後

期
高

齢
者

医
療

、
介

護
保

険
)
事

業

に
関
す
る
会
計
へ
の
繰
出
金
は
増
加
傾
向
に
あ
る
。
ま
た
、
平
成

2
5
年
度
の
広
域
消
防
事
業
特
別
会
計

の
設
置
に
よ
り
繰
出
金
等
の
規
模
は
大
き
く
増
加
し
て
い
る
。

2
4
.
3

2
4
.
3

2
3
.
8

2
0
.
1

1
9
.
7

2
8
.
7

4
0
.
5

3
6
.
8

2
6
.
7

3
0
.
5

2
7
.
5

2
3
.
1

1
6
.
3

2
6
.
8

3
3
.
7

4
5
.
6

4
9
.
2

3
6
.
3

4
2
.
7

3
9
.
7

5
1
.
8

4
7
.
4

4
0
.
1

4
6
.
9

5
3
.
4

7
4
.
3

8
9
.
7

7
3
.
1

6
9
.
4

7
0
.
2

0
.0

1
0.
0

2
0.
0

3
0.
0

4
0.
0

5
0.
0

6
0.
0

7
0.
0

8
0.
0

9
0.
0

1
00
.
0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

単
独

事
業

補
助

事
業

投
資

的
経

費
計

8
6
.
0

8
7
.
9

8
1
.
8

8
1
.
1

8
3
.
5

1
0
6
.
7

1
1
7
.
5

1
2
0
.
0

1
1
5
.
4

1
1
7
.
3

0.
0

20
.0

40
.0

60
.0

80
.0

10
0.
0

12
0.
0

14
0.
0

0.
0

5.
0

10
.0

15
.0

20
.0

25
.0

30
.0

35
.0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

総
計

8
6.
0

8
7.
9

8
1.
8

8
1.
1

8
3.
5

1
06
.
7

1
17
.
5

1
20
.
0

1
15
.
4

1
17
.
3

国
民
健
康

保
険
事
業

1
2.
0

1
4.
5

1
4.
8

1
5.
0

1
6.
1

1
8.
0

2
0.
0

2
1.
2

1
7.
0

1
7.
0

介
護
保
険

事
業

1
3.
6

1
4.
2

1
4.
7

1
6.
0

1
6.
9

1
7.
8

1
8.
9

1
9.
8

2
0.
3

2
1.
1

後
期
高
齢

者
医
療
事

業
1
2.
8

1
4.
5

1
5.
4

1
6.
3

1
7.
5

1
8.
9

1
9.
5

1
8.
8

1
9.
7

2
1.
0

広
域
消
防

2
1.
1

2
1.
7

1
9.
8

2
2.
4

2
2.
2

病
院
事
業

1
5.
5

1
5.
3

1
0.
3

1
0.
3

1
0.
3

1
0.
3

1
2.
7

1
3.
0

1
4.
5

1
4.
5

下
水
道
事

業
2
9.
6

2
7.
7

2
5.
5

2
2.
5

2
2.
0

1
9.
5

2
0.
0

2
0.
0

2
1.
5

2
1.
5

億
円
 

億 円(折 線) 

億 円(棒) 
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(
4
)
目
的
別
歳
出
額
の
推
移
 

総
務

費
に

つ
い

て
は

、
定

額
給

付
金

給
付

事
務

（
H2
1
）

や
本

庁
舎

耐
震

改
修

事
業

(
H2
5
～

2
7)

な
ど

 

臨
時

的
な

事
業

に
よ

る
増

減
が

あ
る

ほ
か

、
土

木
費

に
つ

い
て

は
、
平

成
2
5
年

度
は

国
の

経
済

対
策

の

活
用

や
小

田
原

地
下

街
再

生
事

業
の

実
施

な
ど

に
よ

り
増

加
し

、
そ

の
後

は
お

城
通

り
地

区
再

開
発

事

業
や

土
地

開
発

公
社

か
ら

の
道

路
用

地
等

の
買

戻
し

等
に

よ
り

大
幅

な
変

動
は

な
く

推
移

し
て

い
る

。

ま
た
、
扶
助
費
な
ど
の
社
会
保
障
関
係
費
が
主
な
内
容
で
あ
る
民
生
費
は
、
生
活
保
護
世
帯
の
増
加
や
、

高
齢
化
率
の
上
昇
な
ど
の
社
会
情
勢
を
反
映
し
、
増
加
が
続
い
て
い
る
。
 

6
4
.
2

6
3
.
5

6
7
.
2

6
1
.
3

6
1
.
4

5
7
.
9

5
6
.
3

5
1
.
4

4
8
.
7

4
6
.
4

7
3
.
4

1
1
2
.
2

8
0
.
7

6
7
.
7

7
2
.
9

7
7
.
1

9
7
.
1

1
1
6
.
1

1
0
9
.
5

8
8
.
9

1
7
0
.
6

1
8
1
.
7

2
2
3
.
3

2
2
5
.
3

2
2
8
.
5

2
4
2
.
1

2
5
2
.
7

2
5
6
.
9

2
6
0
.
8

2
6
8
.
2

7
3
.
0

7
3
.
1

6
7
.
9

6
1
.
3

5
9
.
7

6
4
.
3

9
0
.
5

7
9
.
4

7
3
.
5

6
9
.
1

5
9
.
0

5
7
.
5

5
3
.
4

5
2
.
1

6
0
.
5

6
3
.
4

5
0
.
2

5
6
.
0

6
4
.
9

5
8
.
8

0

5
0

1
00

1
50

2
00

2
50

3
00

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

公
債

費
集

計

総
務

費
集

計

民
生

費
集

計

土
木

費
集

計

教
育

費

億
円
 

-
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４
 

財
政

調
整

基
金

 

平
成

2
0
年
度
に
約

1
6
億
円
で
あ
っ
た
財
政
調
整
基
金
に
つ
い
て
は
、
収
支
状
況
を
勘
案
し
な
が
ら

、

積
立
に
努
め
た
結
果
、
平
成

2
9
年
度
末
は
約

5
9
億
円

と
な
っ
て
い
る
。
 

５
 

職
員
数
 

(
1
)
一
般
会
計

 
平
成

6
年

4
月
の
ピ
ー
ク
時
に
は

1
,
6
3
0
人
で
あ
っ
た
が
、
平
成

2
9
年
度
当
初
予
算
に
お
け
る

職
員
数
は

1
,
0
7
9
人
と
な
り
、
職
員
数
適
正
化
計
画
に
伴
う
職
員
数
の
減
及
び
、
平
成

2
5
年
の
広
域

消
防
事
業
特
別
会
計
の
設
置
に
伴
い

5
5
1
人
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

(
2
)
全
会
計

 
特
別
会
計
・
企
業
会
計
を
含
め
た
全
会
計
に
お
け
る
職
員
数
は

2
,
1
9
7
人
で
、
ピ
ー
ク
時
の
平
成

6
年

4
月

の
2,
3
3
9
人

か
ら

は
1
4
2
人

の
減

と
な

っ
て

い
る

。

 
平

成
25

年
度

以
降

、
特

別
会
計

の
職

員
数
が

大
幅

に
増
加

し
た

理
由
は

、
消

防
広
域

化
に

伴
う
 

旧
足

柄
消

防
組

合
の

統
合

に
よ

る
増

員
(1

4
3
人

)
と

特
別

会
計

へ
の

移
行

(2
0
6
人

)
に

よ
る

も
の

で

あ
る
。
ま
た
、
平
成

2
8
年
度
に
は
下
水
道
事
業
会
計
が
特
別
会
計
か
ら
企
業
会
計
へ
移
行
し
た
こ
と

に
伴
う
会
計
間
の
増
減
が
あ
る
。
 

1
5
.
4

1
9
.
3

2
1
.
3

2
6
.
3

3
0
.
3

3
7
.
2

4
6
.
2

5
5
.
9

5
6
.
9

5
8
.
9

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

1
,
2
2
5

1
,
2
2
0

1
,
2
2
9

1
,
2
2
3

1
,
2
3
2

1
,
0
6
5

1
,
0
7
2

1
,
0
7
0

1
,
0
6
7

1
,
0
7
9

5
4
5

5
8
3

6
0
3

6
3
3

6
3
4

6
4
3

6
4
2

6
4
2

6
6
8

6
9
0

1
0
7

1
0
5

1
0
5

1
0
1

1
0
6

4
5
8

4
6
3

4
6
8

4
2
5

4
2
8

1
,
8
7
7

1
,
9
0
8

1
,
9
3
7

1
,
9
5
7

1
,
9
7
2

2
,
1
6
6

2
,
1
7
7

2
,
1
8
0

2
,
1
6
0

2
,
1
9
7

0

5
00

1
,0
0
0

1
,5
0
0

2
,0
0
0

2
,5
0
0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

一
般

会
計

企
業

会
計

特
別

会
計

全
会

計

億
円

人
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６
 

市
債
残
高

 

(
1
)
一
般
会
計
 

一
般
会
計
に
お
け
る
平
成

2
9
年
度
末
の
市
債
残
高
見
込
は
約

4
66

億
円

と
な

り
、
平

成
2
6
年

度

か
ら
は
本
庁
舎
等
耐
震
事
業
や
小
田
原
地
下
街
再
生
事
業
、
経
営
健
全
化
計
画
に
基
づ
く
土
地
開
発

公
社
か
ら
の
用
地
の
買
戻
し
の
実
施
に
よ
り
約

1
0
億
円
増
加
し
て
い
る
が
、
ピ
ー
ク
時
の
平
成

1
5

年
度
末
の
約

6
0
8
億
円
か
ら
は
約

1
42

億
円
の
減
少
と
な
っ
て
い
る
。
 

(
2
)
全
会
計
 

特
別

会
計

、
企

業
会

計
を

含
め

た
全

会
計

に
お

け
る

平
成

29
年

度
末

の
市

債
残

高
見

込
は

、
 

約
1,
04
7
億
円
と
な
り
、
ピ
ー
ク
時
の
平
成

1
4
年
度
末
の
約

1
,
4
2
1
億
円
か
ら
は
約

37
4
億
円
の

減
少
と
な
っ
て
い
る
。
 

７
 

公
社
を
含

め
た

本
市
の

債
務
 

 
市
債
残
高
及
び
土
地
・
建
物
取
得
に
係
る
債
務
負
担
行
為
支
出
予
定
額
の
平
成

2
9
年
度
末
残
高
見
込

額
は
約

1
,0
80

億
円

と
な

り
、

平
成

2
8
年

度
末

残
高

の
1
,
1
1
8
億

円
か

ら
約

3
8
億
円
の
減
と
な
っ
て

い
る

。
市
債
残

高
及

び
土
地

・
建

物
取
得

に
係

る
債
務

負
担

行
為
支

出
額

は
と
も

に
減

少
し
、

市
全

体

の
実
質
的
な
債
務
は
減
少
傾
向
に
あ
る
。
 

※
 
土

地
開

発
公

社
及

び
学

校
建

設
公

社
の

債
務

は
、
平

成
2
1
年

度
に

市
で

買
戻

し
に

係
る

債
務

負
担

行
為

を
設

定
し

た
た

め
、
皆

減
し

て

い
る
。
 

5
2
2

5
1
3

4
9
2

4
7
1

4
5
1

4
5
4

4
6
1

4
6
8

4
6
9

4
6
6

7
0
4

6
8
7

6
6
2

6
4
7

6
4
8

6
3
3

6
3
4

6
2
2

6
0
5

5
8
1

4
4

8
8

8
7

1
,
2
2
6
 

1
,
2
0
0
 

1
,
1
5
4
 

1
,
1
1
8
 

1
,
0
9
9
 

1
,
0
8
7
 

1
,
0
9
5
 

1
,
0
9
0
 

1
,
0
7
4
 

1
,
0
4
7
 

0

2
00

4
00

6
00

8
00

1
,0
0
0

1
,2
0
0

1
,4
0
0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

一
般

会
計

特
別

会
計
・

企
業
会
計

消
防
他
市
分
(
内
数
）

全
会

計

1
,
2
2
6
 

1
,
2
0
0
 

1
,
1
5
4
 

1
,
1
1
8
 

1
,
0
9
9
 

1
,
0
8
7
 

1
,
0
9
5
 

1
,
0
9
0
 

1
,
0
7
4
 

1
,
0
4
7
 

3
5

1
4
6

1
3
7

1
3
5

1
2
1

1
0
3

8
4

6
6

4
4

3
3

1
1
9

1
,
3
8
0
 

1
,
3
4
6
 

1
,
2
9
1
 

1
,
2
5
3
 

1
,
2
2
0
 

1
,
1
9
0
 

1
,
1
7
9
 

1
,
1
5
6
 

1
,
1
1
8
 

1
,
0
8
0
 

0

2
00

4
00

6
00

8
00

1
,0
0
0

1
,2
0
0

1
,4
0
0

1
,6
0
0

1
,8
0
0

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

市
債

残
高

土
地

・
建

物
取

得
に

係
る

債
務

負
担

行
為

支
出

予
定

額
公

社
負

債
額

合
計

億
円

億
円

-
 9
 -
 

８
 

財
政
指
標

 

(
1
)
財
政
力
指
数
 

 
標

準
的

な
行

政
活

動
に

係
る

費
用

に
対

す
る

、
標

準
的

に
収

入
さ

れ
る

市
税

等
の

額
の

割
合

で
、

 

3
カ
年
の
平
均
値
を
い
う
。
単
年
度
の
指
数
が
「
１
」
を
下
回
る
場
合
、
普
通
交
付
税
の
交
付
団
体
と

な
り
、
平
成

2
2
年
度
か
ら
普
通
交
付
税
が
交
付
さ
れ
て
い
る
。

 

(
2
)
経
常
収
支
比
率

 
財

政
構

造
の

弾
力

性
を

判
断

す
る

た
め

に
用

い
ら

れ
る

指
標

で
、

経
常

的
に

支
出

さ
れ

る
経

費
に

充
当

さ
れ

た
一

般
財

源
の

額
が

経
常

的
に

収
入

さ
れ

る
市

税
な

ど
の

一
般

財
源

に
占

め
る

割
合

で
 

あ
る
。
こ
の
比
率
が
低
い
ほ
ど
政
策
的
・
臨
時
的
な
行
政
需
要
に
弾
力
的
に
対
応
で
き
る
。

平
成

28
年
度
は
、
分
母
に
当
た
る
経
常
一
般
財
源
収
入
に
お
い
て
、
国
か
ら
の
税
等
交
付
金
等
が

減
と

な
っ

た
一

方
で

、
分

子
に

当
た

る
経

常
的

支
出

に
充

て
た

一
般

財
源

の
額

が
、

特
別

会
計

等
へ

の
繰
出
し
金
等
が
増
と
な
っ
た
こ
と
等
に
よ
り
約

4
ポ
イ
ン
ト
悪
化
し
て
い
る
。

 

1
.
0
9
9

1
.
0
7
3

0
.
9
4
6

0
.
9
5
8

0
.
9
4
7

0
.
9
4
9

0
.
9
6
1

0
.
9
6
5

0
.
9
7
2

0
.
9
7
0

1
.
0
9
2

1
.
0
9
4

1
.
0
4
3

0
.
9
9
8

0
.
9
5
6

0
.
9
5
1

0
.
9
5
2

0
.
9
5
8

0
.
9
6
6

0
.
9
6
9

0
.8

0
.91

1
.1

1
.2

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

財
政

力
指

数
(
単

年
度

)

財
政

力
指

数
(
3
年

平
均

）

9
0
.
6

9
1
.
4

9
0
.
6

9
0
.
4

8
9
.
4

8
8
.
2

9
0
.
8

8
9
.
2

9
3
.
1

9
0
.
5

7
0

8
0

9
0

1
00

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

経
常

収
支

比
率

％
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-
 1
0 
- 

(
3
)
健
全
化
判
断
比
率
等
 

平
成

1
9
年

6
月
に
成
立
し
た
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き

公
表
さ
れ
る
財
政
の
健
全
性
を
表
す
指
標
で
、
実
質
赤
字
比
率
、
連
結
実
質
赤
字
比
率
、
実
質
公
債

費
比

率
及

び
将

来
負

担
比

率
の

4
つ

の
指

標
で

構
成

さ
れ

る
。

こ
の

基
準

を
超

え
る

団
体

に
は

、

指
標

の
公

表
と

合
せ

、
財

政
健

全
化

計
画

、
財

政
再

生
計

画
の

策
定

が
義

務
付

け
ら

れ
る

な
ど

、

財
政

破
た

ん
を

招
く

前
に

自
主

的
に

健
全

化
に

取
り

組
む

仕
組

み
と

な
っ

て
い

る
。

ま
た

、
同

法
 

で
は
、
公
営
企
業
を
対
象
と
し
た
指
標
で
あ
る
、
資
金
不
足
比
率
に
つ
い
て
も
規
定
さ
れ
て
お
り
、
 

こ
の
基
準
を
超
え
る
公
営
企
業
に
は
経
営
健
全
化
計
画
の
策
定
が
義
務
付
け
ら
れ
る
。
 

①
実
質
赤
字
比
率
 

一
般
会
計
等
の
実
質
赤
字
が
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
を
示
す
。
本
市
の
一
般
会
計
等
の

実
質
収
支
は
黒
字
で
あ
る
た
め
、
実
質
赤
字
比
率
は
算
定
さ
れ
て
い
な
い
。
 

早
期
健
全
化
基
準
 
1
1
.
5
3
％

／
財
政
再
生
基
準
 
2
0
％
 

②
連
結
実
質
赤
字
比
率
 

企
業
会
計
を
含
む
全
会
計
の
実
質
赤
字
の
合
計
が
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
を
示
す
。
本

市
全
会
計
の
連
結
実
質
収
支
は
黒
字
で
あ
る
た
め
、
連
結
実
質
赤
字
比
率
は
算
定
さ
れ
て
い
な
い
。
 

早
期
健
全
化
基
準
 
1
6
.
5
3
％

／
財
政
再
生
基
準
 
3
0
％
 

③
実
質
公
債
費
比
率
 

一
般
会
計
等
が
負
担
す
る
市
債
の
元
利
償
還
金
な
ど
が
、
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
を
示

す
。

こ
の

比
率

が
1
8
%
以

上
に

な
る

と
市

債
の

借
入

に
許

可
が

必
要

と
な

る
な

ど
制

限
が

か
か

る
。
 

早
期
健
全
化
基
準
 
2
5
％

／
財
政
再
生
基
準
 
3
5
％
 

④
将
来
負
担
比
率
 

一
般
会
計
等
が
負
担
す
る
地
方
債
現
在
高
、
土
地
建
物
に
係
る
債
務
負
担
行
為
支
出
予
定
額
な

ど
将
来
負
担
す
べ
き
実
質
的
な
負
債
が
、
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
を
示
す
。

早
期
健
全
化
基
準
 
3
5
0
％

／
財
政
再
生
基
準
 
設
定
な
し
 

⑤
資
金
不
足
比
率
 

公
営
企
業
ご
と
の
資
金
不
足
額
を
料
金
収
入
の
規
模
と
比
較
す
る
指
標
で
あ
っ
て
、
経
営
状
態

の
悪
化
を
示
す
。
本
市
の
各
公
営
企
業
会
計
は
資
金
不
足
が
生
じ
て
い
な
い
た
め
、
資
金
不
足
比

率
は
算
定
さ
れ
て
い
な
い
。

経
営
健
全
化
基
準
 
2
0
％
 

1
2
.
6

1
1
.
9

1
0
.
7

1
0
.
2

9
.
1

8
.
0

6
.
9

6
.
2

5
.
4

4
.
4

9
0
.
2

8
8
.
7

6
9
.
5

5
1
.
4

3
7
.
2

2
5
.
9

2
1
.
4

1
1
.
5

5
.
9

0
0

2
0

4
0

6
0

8
0

1
00

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

実
質

公
債
費

比
率

将
来

負
担
比

率

％
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2019/2/14

7 13 14 15 13 16 20 23 25 6 8 21 27 5 7 11 12 19 20 21 9 17 29 9

木 水 木 金 金 月 金 月 水 月 水 火 月 火 木 月 火 火 水 木 火 水 月 金

4 6 13 16 17 23 27 8 9 22 29 19 4 5 12 16 19 22
月 金 金 月 火 月 金 水 木 水 水 火 木 金 金 火 金 月

※予算執行の担当者と同様です。

平　成　３０　年　度　当　初　予　算　等　編　成　日　程　表　　　（※日程が前後する場合があります）
２月

当
初
予
算

議
案
発
送

政
策
的
経
費
示
達

１月１２月１１月１０月

政
策
的
経
費
ヒ
ア
リ
ン
グ

９月

政
策
的
経
費
要
求
締
切

経
常
的
経
費
要
求
締
切

経
常
的
経
費
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
調
整

予
算
編
成
方
針
説
明
会

木村係長、村山、太田 3部

要
求
締
切

財
政
課
調
整

予
算
書
入
稿

ヒ
ア
リ
ン
グ

（
三
月
補
正

）

政
策
的
経
費
復
活
要
求
締
切

部
長
・
副
部
長
調
整

4部

政策的経費
提出部数

福井副課長、村田 2部 3部

小鷹係長、長崎、塩崎 3部 4部

財
務
会
計
シ
ス
テ
ム
入
力
開
放

（
必
要
に
応
じ

、
個
別
に
ヒ
ア
リ
ン
グ

）

事
務
分
担

補
正
予
算

九
月
定
例
会

（
十
二
月
補
正

）

要
求
締
切

財
政
課
調
整

ヒ
ア
リ
ン
グ

款・会計名

労働費、農林水産業費、商工費、土木費、消防費、公債費
天守閣、市場、公共用地、広域消防、地下街、水道、下水道

予
算
編
成
事
務
説
明
会

部
局
枠
示
達

予
算
編
成
方
針
通
達

政
策
的
経
費
財
政
課
調
整

議会費、総務費、教育費、競輪

民生費、衛生費、国保、診療、介護、後期高齢、病院

部
長
・
副
部
長
調
整

議
案
発
送

担当者
経常的経費
提出部数

政
策
的
経
費
財
政
課
長
調
整

政
策
的
経
費
復
活
調
整

市
長
・
副
市
長
査
定

－
１

２
－

十
二
月
定
例
会

市
長
・
副
市
長
査
定

市
長
・
副
市
長
査
定

政
策
的
経
費
部
長
・
副
部
長
調
整

3月補正以降のスケジュールは不

確定のため、昨年度ベースの予

定を参考に記載しています。

資料２
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平
 
成

 
３

０
 
年

 
度

 

 
 

当
 
初

 
予

 
算

 
の

 
概

 
要

 

 

～
市

民
の

力
で

未
来

を
拓

く
希

望
の

ま
ち

～
 

         

 
 

20
18

/0
7/

27
 
小

田
原
市

総
務

部
財
政
課

 

資
料

３
 

 

１
 
予
算

編
成

の
基
本

的
な

考
え
方

 
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

 
 

１
 

 ２
 

予
算
の

規
模

 
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
 

 
１
 

 

 
 
 
 

３
 

予
算
の

特
徴

 
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
 

 
２
 

 ４
 
一
般

会
計

予
算
 

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

 
 

５
 

 
 

５
 
特
別

会
計

・
企
業

会
計

集
計
表

 
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

 
 

８
 

 ６
 
市
税

（
市

民
税
・

固
定

資
産
税

等
）

の
推
移

 
・

・
・
・

・
・

・
・
・

 
 

９
 

 ７
 
義
務

的
経

費
の
推

移
（

一
般
会

計
）

 
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

 
 

９
 

 ８
 
職
員

数
の

推
移
 

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

 
１

０
 

 ９
 
市
債

残
高

等
の
推

移
 

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

 
１

１
 

 

１
０
「
ま

ち
づ

く
り
の

目
標

と
政
策

の
方

向
」
に

対
応

す
る
主

な
事

業
 
・

・
 

１
２
 

 

（
１
）
い

の
ち

を
大
切

に
す

る
小
田

原
 

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
 

１
２
 

  
 
 
 

―
「

福
祉
・

医
療

」「
暮
ら
し
と

防
災
・

防
犯

」「
子
育
て
・

教
育
」

―
 

 

（
２
）
 

希
望

と
活
力

あ
ふ

れ
る
小

田
原

 
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
 

１
６
 

  
 
 
 

―
「

地
域
経

済
」「

歴
史
・

文
化

」
―
 

 

（
３
）
 

豊
か

な
生
活

基
盤

の
あ
る

小
田

原
 
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
 

１
９
 

  
 
 
 

―
「

自
然
環

境
」「

都
市
基

盤
」

―
 

 

（
４
）
 

市
民

が
主
役

の
小

田
原
 

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
 

２
１
 

  
 
 
 

―
「

市
民
自

治
・

地
域
経

営
」

―
 

 

 
 
 
 

 
参

考
 

 消
費
税

率
引
上

げ
分

の
活
用

 
 ・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
 
 
２

３
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平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
1
 
-
 

１
 

予
算

編
成

の
基

本
的

な
考

え
方

 
 

本
市

の
財

政
は

、
緩

や
か

な
景

気
の

回
復

基
調

を
受

け
て

法
人

市
民

税
な

ど
一

部
の

市
税

に
お

い
て

増
収

は
期

待
さ

れ
る

も
の

の
、

扶
助

費
や

公
共

施
設

の
維

持
管

理
費

の
増

加
等

が
見

込
ま

れ
て

い
る

こ

と
か

ら
、

今
後

も
厳

し
い

状
況

は
続

く
も

の
と

思
わ

れ
ま

す
。

 

こ
う

し
た

中
、
平

成
3
0
年

度
は

、
第

5
次

総
合

計
画
「

お
だ

わ
ら

Ｔ
Ｒ

Ｙ
プ

ラ
ン

」
の

後
期

基
本

計

画
を

推
進

す
る

た
め

、
第

3
次

実
施

計
画

に
位

置
付

け
た

諸
事

業
を

着
実

に
実

施
し

、
成

果
に

繋
げ

て

い
く

必
要

が
あ

り
ま

す
。

 

ま
た

、
積

年
の

課
題

で
あ

っ
た

市
民

ホ
ー

ル
整

備
が

本
格

化
す

る
な

ど
、

本
年

度
は

複
数

の
大

規
模

事
業

が
集

中
す

る
こ

と
か

ら
、

こ
れ

ま
で

以
上

に
事

務
事

業
の

優
先

順
位

付
け

や
、

行
政

サ
ー

ビ
ス

の

質
の

向
上

と
行

財
政

健
全

化
に

向
け

た
効

率
的

か
つ

効
果

的
な

予
算

配
分

と
な

る
よ

う
、

次
の

基
本

方

針
に

基
づ

き
編

成
を

行
い

ま
し

た
。

 

 【
平

成
3
0
年

度
編

成
作

業
に

お
け

る
基

本
方

針
】

 

 
(
1
)
 
「

お
だ

わ
ら

Ｔ
Ｒ

Ｙ
プ

ラ
ン

」
第

3
次

実
施

計
画

の
推

進
 

(
2
)
 
優

先
順

位
付

け
の

徹
底

 

 
(
3
)
 
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

に
基

づ
く

優
先

順
位

付
け

 

(
4
)
 
行

財
政

改
革

の
推

進
 

(
5
)
 
財

源
の

確
保

 

 

２
 
予

算
の

規
模

 
 

平
成

3
0
年

度
当

初
予

算
の

一
般

会
計

の
予

算
規

模
は

、
昨

年
度

よ
り

3
8
億

円
増

の
6
8
2
億

円
と

な
り

昨
年

度
の

予
算

規
模

を
超

え
過

去
最

大
と

な
り

ま
し

た
。

 

な
お

、
特

別
会

計
、
企

業
会

計
を

含
む

全
会

計
の

予
算

規
模

は
、
昨

年
度

よ
り

1
1
億

2
,
2
2
4
万

8
千

円

減
の

1
,
5
6
7
億

1
,
4
7
5
万

6
千

円
と

な
り

、
昨

年
度

の
予

算
規

模
を

下
回

り
ま

し
た

。
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平
成

30
年
度

(
千
円

)
 
 
 
 
 
対
前
年
度
比

(千
円

)
 
 
 
 対

前
年
度
伸
率

(
％

)
 

一
 
般
 

会
 

計
 

 
6
8,
2
00
,
00
0
 

3
,8
00
,0
00
 

5
.
9
0 

特
 
別

 
会

 
計

 
(
 
1
0
会

計
 )
  

5
7
,
06
5
,7
7
2 

△
4
,9

68
,2

28
 

△
8
.0
1 

企
 
業

 
会

 
計

 
(
 
 
3
会

計
 
) 

3
1
,
44
8
,9
8
4 

4
5,
98
0 

0
.
1
5 

全
 

 
会

 
 

計
 
(
 
1
4
会

計
 
)
 

1
5
6
,
7
1
4
,
7
5
6
 

△
1
,
1
2
2
,
2
4
8
 

△
0
.
7
1
 

       

平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
2
 
-
 

３
 
予

算
の

特
徴

 
 

◇
総

合
計

画
に

掲
げ

る
「

ま
ち

づ
く

り
の

目
標

と
政

策
の

方
向

」
に

対
応

す
る

主
な

事
業

 

（
１
）
い

の
ち

を
大
切

に
す

る
小
田

原
 

地
域

で
の

支
え

あ
い

を
大

切
に

育
て

、
地

域
医

療
体

制
の

充
実

を
図

る
と

と
も

に
、

福
祉

と
医

療
が

連
携

し
た

 

包
括
的
な
ケ
ア
体
制
を
つ
く
る
こ
と
に
よ
り
、
生
涯
を
通
じ
安
心
し
て
い
き
い
き
と
暮
ら
す
こ
と
の
で
き
る
ま
ち
を

目
指

し
ま

す
。

ま
た

、
子

ど
も

を
産

み
育

て
る

環
境

を
し

っ
か

り
と

整
え

、
未

来
を

担
う

子
ど

も
た

ち
が

地
域

で
 
 

見
守
ら
れ
な
が
ら
健
や
か
に
成
長
で
き
る
ま
ち
を
目
指
し
ま
す
。
 

※
個

別
の

事
業

内
容

に
つ

い
て

は
、

1
2
頁

か
ら

1
5
頁

を
参

照
 

 
 
 

（
総

額
：

1
,
0
2
2
,
4
2
1
千

円
）

 

 （
２
）
希

望
と

活
力
あ

ふ
れ

る
小
田

原
 

恵
ま
れ
た
自
然
環
境
を
生
か
し
た
農
林
水
産
業
や
、
優
れ
た
技
術
を
誇
る
も
の
づ
く
り
産
業
を
地
域
全
体
で
支
え
、

歴
史
と
文
化
の
な
か
で
育
ま
れ
た
多
様
か
つ
活
発
な
市
民
活
動
を
支
援
し
ま
す
。
そ
う
し
た
営
み
が
形
づ
く
る
魅
力

を
市
内
外
に
発
信
す
る
こ
と
で
、
多
く
の
交
流
人
口
を
獲
得
す
る
と
と
も
に
、
地
域
に
根
ざ
し
た
経
済
が
循
環
す
る

活
気
に
満
ち
た
ま
ち
を
目
指
し
ま
す
。
 

政
策
の
方

向
 

事
業
名
・

事
業

内
容
 

ア
 
福
祉

・
医

療
 


 

包
括
的
支

援
体

制
構
築

事
業
 


 

○新
精

神
障
が

い
者

ピ
ア
サ

ポ
ー

ト
事
業
 


 

健
康
増
進

計
画

推
進
事

業
 


 

在
宅
医
療

・
介

護
連
携

事
業
 


 

生
活
支
援

体
制

整
備
事

業
 

イ
 
暮
ら

し
と

防
災
・

防
犯
 


 

平
和
施
策

推
進

事
業
（
○新

次
世

代
平
和

継
承

事
業
費

）
 


 

防
災
拠
点

整
備

事
業
（
○新

重
要

給
水
施

設
水

道
管
耐

震
化

工
事
負
担
金
）
 


 

災
害
情
報

等
収

集
伝
達

体
制

整
備
事

業
 

（
○新

コ
ミ
ュ

ニ
テ

ィ
Ｆ
Ｍ

難
聴

区
域
改

善
補

助
金
）
 


 

○新
女

性
活
躍

推
進

事
業
 


 
建

築
物
耐

震
化

促
進
事

業
 


 
河

川
改
修

事
業
 


 
消

防
庁
舎

再
整

備
事
業
 

ウ
 
子
育

て
・

教
育
 


 

民
間
施
設

等
運

営
費
補

助
事

業
 

（
○新

保
育
エ

キ
ス

パ
ー
ト

等
研

修
代
替

保
育

士
雇
用

費
補

助
金
、
 

○新
保

育
士
宿

舎
借

上
支
援

事
業

費
補
助

金
）
 


 

教
育
・
保

育
の

提
供
体

制
推

進
事
業
 

（
小
規
模

保
育

設
置
促

進
事

業
費
補

助
金

）
 


 

不
妊
症
・

不
育

症
治
療

費
助

成
事
業

（
○新

不
妊
症
治

療
費

助
成
金

）
 


 

学
校
運
営

協
議

会
推
進

事
業

（
○新

地
域

コ
ー

デ
ィ
ネ

ー
タ

ー
の
配

置
）
 


 

外
国
語
教

育
推

進
事
業

（
○新

英
語
専
科

非
常

勤
講
師

の
配

置
）
 


 

学
校
施
設

維
持

管
理
事

業
 


 

部
活
動
活

性
化

事
業
（
○新

部
活

動
指
導

員
の

配
置
）
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平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
3
 
-
 

政
策
の
方

向
 

事
業
名
・

事
業

内
容
 

ア
 
地
域

経
済
 


 

地
域
農
業

活
性

化
事
業
 

（
○新

耕
作
放

棄
地

化
予
防

対
策

委
託
料

、
 

耕
作
放
棄

地
解

消
事
業

費
補

助
金
）
 


 

い
こ
い
の

森
管

理
運
営

事
業

（
基
本

構
想

等
検
討

委
託

料
）
 


 

地
域
産
木

材
利

用
拡
大

事
業

（
○新

学
校

木
の
空

間
づ

く
り
モ
デ

ル
事

業
費
）
 


 

交
流
促
進

施
設

等
整
備

事
業
 


 

観
光
Ｐ
Ｒ

事
業
 

（
○新

北
条
早

雲
公

顕
彰
五

百
年

事
業
実

行
委

員
会
負

担
金

、
 

ラ
イ
ブ
カ

メ
ラ

設
置
委

託
料

）
 


 

歴
史
見
聞

館
耐

震
改
修

等
事

業
 

イ
 
歴
史

・
文

化
 


 

文
化
創
造

活
動

担
い
手

育
成

事
業
 


 

市
民
ホ
ー

ル
整

備
事
業
 


 

歴
史
的
風

致
維

持
向
上

計
画

推
進
事

業
 

（
○新

歴
史
的

風
致

形
成
建

造
物

改
修
整

備
費

補
助
金

）
 


 

歴
史
的
風

致
形

成
建
造

物
等

活
用
事

業
 

（
豊
島
邸

利
活

用
コ
ー

デ
ィ

ネ
ー
ト

委
託

料
）
 


 

本
丸
・
二

の
丸

整
備
事

業
（

御
用
米

曲
輪

整
備
費

）
 


 

史
跡
等
用

地
取

得
事
業
 


 

官
民
協
働

に
よ

る
ま
ち

づ
く

り
担
い

手
育

成
事
業
 


 

○新
駅

前
図
書

施
設

整
備
事

業
 


 

尊
徳
顕
彰

事
業
 

（
全
国
報

徳
サ

ミ
ッ
ト

開
催

費
、
 

○新
映

画
「
地

上
の

星
－
二

宮
金

次
郎
伝

」
支

援
事
業

費
）
 

※
個

別
の

事
業

内
容

に
つ

い
て

は
、

1
6
頁

か
ら

1
8
頁

を
参

照
 

 
 

 
（

総
額

：
1
,
2
6
1
,
5
2
3
千

円
）

 

 

（
３
）
豊

か
な

生
活
基

盤
の

あ
る
小

田
原
 

市
民
生
活
を
豊
か
に
包
む
小
田
原
の
自
然
を
守
り
育
て
る
こ
と
に
よ
り
、
生
活
環
境
に
潤
い
と
安
ら
ぎ
の
あ
ふ
れ

る
ま

ち
を

目
指

し
ま

す
。

ま
た

、
交

通
の

結
節

点
、

観
光

振
興

の
拠

点
、

県
西

地
域

の
商

業
拠

点
、

神
奈

川
県

の
 
 
 

西
の
玄
関
口
と
し
て
の
都
市
機
能
と
利
便
性
を
高
め
る
と
と
も
に
、
歴
史
的
景
観
に
配
慮
し
た
風
格
の
あ
る
ま
ち
を

目
指
し
ま
す
。
 

政
策
の
方

向
 

事
業
名
・

事
業

内
容
 

ア
 
自
然

環
境
 


 

外
来
生
物

等
対

策
事
業
 


 

環
境
再
生

活
動

推
進
事

業
 


 

地
球
温
暖

化
対

策
推
進

事
業

（
地
球

温
暖

化
対
策

推
進

事
業
費

補
助
金
）
 


 

斎
場
整
備

事
業

 


 
焼

却
施
設

管
理

運
営
事

業
（

基
幹
的

設
備

改
良
事

業
費

）
 

平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
4
 
-
 

イ
 
都
市

基
盤
 


 

幹
線
道
路

整
備

事
業
 


 

お
城
通
り

地
区

再
開
発

事
業
 


 

国
府
津
駅

周
辺

整
備
事

業
 


 

ま
ち
な
か

緑
化

支
援
事

業
（
○新

ま
ち
な

か
緑

化
助
成

事
業

補
助
金

）
 


 

久
野
霊
園

管
理

運
営
事

業
（
○新

合
葬
式

墓
地

調
査
・

基
本

設
計
委

託
料
）
 


 

上
水
道
管

路
等

整
備
事

業
 


 

汚
水
管
渠

整
備

事
業
 


 

雨
水
渠
整

備
事

業
 

※
個

別
の

事
業

内
容

に
つ

い
て

は
、

1
9
頁

か
ら

2
1
頁

を
参

照
 

 
 

（
総

額
：

8
,
8
2
7
,
2
8
7
千

円
）

 

 

（
４

）
市

民
が

主
役

の
小

田
原

 

市
民
の
基
礎
生
活
圏
で
あ
る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
基
本
と
し
て
、
地
域
の
課
題
を
地
域
自
ら
が
解
決
で
き
る
よ

う
な
市
民
の
力
や
地
域
の
力
を
醸
成
し
て
い
き
ま
す
。
そ
し
て
、
市
民
と
行
政
と
の
信
頼
関
係
に
基
づ
い
た
協
働
型

の
ま

ち
づ

く
り

や
地

域
運

営
、

開
か

れ
た

行
財

政
運

営
を

進
め

る
こ

と
で

、
市

民
の

考
え

や
願

い
が

し
っ

か
り

と
 

市
政
運
営
に
反
映
さ
れ
る
ま
ち
を
目
指
し
ま
す
。
 

政
策
の
方

向
 

事
業
名
・

事
業

内
容
 

市
民
自
治

・
地

域
経
営
 


 

都
市
セ
ー

ル
ス

事
業
 

（
○新

小
田
原

市
公

式
ガ
イ

ド
ブ

ッ
ク
製

作
費

、
 

移
住
プ
ロ

モ
ー

シ
ョ
ン

事
業

費
）
 


 

東
京
オ
リ

ン
ピ

ッ
ク
・

パ
ラ

リ
ン
ピ

ッ
ク

等
関
連

事
業
 


 

戸
籍
・
住

民
基

本
台
帳

等
管

理
事
務
 

固
定
資
産

税
・

都
市
計

画
税

賦
課
事

業
 

（
○新

証
明
書
コ
ン

ビ
ニ
エ

ン
ス

ス
ト
ア

交
付

サ
ー
ビ

ス
事

業
費
、
 

○新
証

明
書
郵

便
局

交
付
サ

ー
ビ

ス
事
業

費
）
 


 

地
域
コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ
推

進
事

業
（
○新

地
域
事

務
局
運

営
費

負
担
金

）
 

※
個

別
の

事
業

内
容

に
つ

い
て

は
、
2
1
頁

か
ら

2
2
頁

を
参

照
 
 

 
 

 
 
（

総
額
：
1
1
6
,
1
3
9
千

円
）

 

  
 

掲
載

事
業

 
計

5
1
事

業
 
 
事

業
費

総
額

1
1
,
2
2
7
,
3
7
0
千

円
 

78



平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
5
 
-
 

４
 
一

般
会

計
予

算
 

 

（
１
）
歳

 
入
 

財
源
別
内
訳
比
較
表
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 （

単
位
 
千
円
）
 

区
 
 
 

 
分
 

平
成

3
0
年

度
 

平
成

2
9
年

度
 

比
 
 
 

較
 

当
初

予
算

額
 

構
成

比
(%
)
 

当
初

予
算

額
 

構
成

比
(%
)
 

増
減

額
 

伸
率

(
%
)
 

市
 
 
 

税
 

3
2,

51
1,

00
0 

4
7.

67
 

3
2,

67
7,

00
0 

5
0.

74
 

△
 
16

6,
00

0 
△
 
0.

51
 

     

う
ち
個
人
市
民
税

 
1
1,

26
4,

23
2 

1
6.

52
 

1
1,

34
0,

10
2 

1
7.

61
 

△
 
75

,8
70
 

△
 
0.

67
 

う
ち
法
人
市
民
税

 
2
,3
81
,4
14
 

3
.4
9 

2
,1
04
,9
25
 

3
.2
7 

2
76
,4
89
 

1
3.
14
 

う
ち
固
定
資
産
税

 
1
5,

28
4,

73
7 

2
2.

41
 

1
5,

54
7,

75
5 

2
4.

14
 

△
 
26

3,
01

8 
△
 
1.

69
 

う
ち
市
た
ば
こ
税

 
1
,2
66
,4
91
 

1
.8
6 

1
,3
50
,2
42
 

2
.1
0 

△
 
83
,7
51
 

△
 
6.
20
 

う
ち
都
市
計
画
税

 
1
,9
20
,8
10
 

2
.8
2 

1
,9
55
,3
67
 

3
.0
4 

△
 
34
,5
57
 

△
 
1.
77
 

地
方
消
費

税
交

付
金
 

3
,4
00
,0
00
 

4
.9
9 

3
,3
00
,0
00
 

5
.1
2 

1
00
,0
00
 

3
.0
3 

地
方
交
付

税
 

8
00
,0
00
 

1
.1
7 

9
00
,0
00
 

1
.4
0 

△
 
10
0,
00
0 

△
 
11
.1
1 

国
庫
支
出

金
 

1
2,
11
0,
83
6 

1
7.
76
 

1
0,
82
2,
16
9 

1
6.
80
 

1
,2
88
,6
67
 

1
1.
91
 

県
支
出
金
 

4
,3
73
,6
12
 

6
.4
1 

4
,1
29
,5
33
 

6
.4
1 

2
44
,0
79
 

5
.9
1 

寄
附
金
 

8
09
,0
05
 

1
.1
9 

4
01
,0
04
 

0
.6
2 

4
08
,0
01
 

1
01
.7
4 

繰
 入

 金
 

2
,4
93
,1
04
 

3
.6
6 

1
,9
35
,2
88
 

3
.0
1 

5
57
,8
16
 

2
8.
82
 

 
う

ち
財
政

調
整
基
金

繰
入
金
 

1
,7
90
,0
00
 

2
.6
2 

1
,3
70
,0
00
 

2
.1
3 

4
20
,0
00
 

3
0.
66
 

 
う

ち
ス
ポ

ー
ツ
振
興
・
教
育
環

境
改
善
基

金
繰
入
金
 

4
02
,4
09
 

0
.5
9 

5
61
,1
04
 

0
.8
7 

△
 
15
8,
69
5 

△
 
28
.2
8 

繰
 越

 金
 

2
00
,0
00
 

0
.2
9 

2
00
,0
00
 

0
.3
1 

－
 

－
 

競
輪
事
業

収
入
 

1
00
,0
00
 

0
.1
5 

1
00
,0
00
 

0
.1
6 

－
 

－
 

市
 
 
 

債
 

5
,5
96
,0
00
 

8
.2
1 

4
,5
84
,4
00
 

7
.1
2 

1
,0
11
,6
00

 
2
2.
0
7 

 
う

ち
臨

時
財

政
対

策
債

 
1
,4
60
,0
00
 

2
.1
4 

1
,6
00
,0
00
 

2
.4
8 

△
 
14
0,
00
0 

△
 
8.
75
 

そ
 の

 他
 

5
,8
06
,4
43
 

8
.5
0 

5
,3
50
,6
06
 

8
.3
1 

4
55
,8
37
 

8
.5
2 

合
 
 
 

 
計
 

6
8,
20
0,
00
0 

1
00
.0
0 

6
4,
40
0,
00
0 

1
00
.0
0 

3
,8
00
,0
00
 

5
.9
0 

 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

  
 

 

 

 
  
  
 

歳
入

の
内

訳
 

依
存
財
源

 
 

計
 
２

７
２

億
３

０
０

万
円

（
3
9
.
8
9
％

）
 

  
地
方
消

費
税
交
付

金
 
 

 
 
 
 

 
 
 

３
４

億
円

（
 
4
.9
9％

）
 

 
地
方
交

付
税
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
８
億

円
（

 1
.1
7
％
）
 

 
国
庫
支

出
金
 
 

 
 
 
 

１
２

１
億

１
，

１
０

０
万

円
（

1
7
.
7
6
％

）
 

 
県
支
出

金
 
 
 

 
 
 
 

４
３

億
７

，
４

０
０

万
円

（
 
6
.
4
1
％

）
 

市
債
 
 

 
 
 
 

 
 
 

５
５

億
９

，
６

０
０

万
円

（
 
8
.
2
1
％

）
 

そ
の
他
の

依
存
財
源

 
 
 

９
億

２
，

２
０

０
万

円
（

 
1
.
3
5
％

）
 

自
主
財
源

 
 

 
計

 
４

０
９

億
９

，
７

０
０

万
円

（
6
0
.
1
1
％

）
 

 
 そ

の
他
の

自
主
財
源
 

 
４

２
億

９
，

６
０

０
万

円
（

 
6
.
3
0
％

）
 

繰
越
金
 

 
２
億
円

 
 
 
 

 
 
（

 
0.
2
9％

）
 

使
用
料
及

び
手
数
料
 

 
１

６
億

８
，

２
０

０
万

円
（

 
2
.
4
7
％

）
 

諸
収
入
 

 
 
 
 
 

 
２

３
億

８
０

０
万

円
 
 

（
 
3
.
3
8
％

）
 

 
市
税
 

 
 
 
 

 
 

 
３

２
５

億
１

，
１

０
０

万
円

（
4
7
.
6
7
％

）
 

 
総
 
額
 

6
8
2
億
円
 

平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
6
 
-
 

（
２
）
歳

 
出
 

①
性
質
別
予
算
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

単
位

 
千

円
）
 

区
 
 
 

 
分
 

平
成

3
0
年

度
 

平
成

2
9
年

度
 

比
 
 
 

較
 

当
初
予
算

額
 

構
成
比
 

(
%)
 

当
初
予
算

額
 

構
成
比
 

(
%)
 

増
減

額
 

伸
率
(
%
)
 

義
務
的
経

費
 

3
2,
42
9,
61
8 

4
7.
55
 

3
1,
65
0,
14
5 

4
9.
15
 

7
79
,4
73
 

2
.4
6 

 
 
人

 件
 費

 
9
,7
34
,6
84
 

1
4.
27
 

9
,6
09
,9
13
 

1
4.
92
 

1
24
,7
71
 

1
.3
0 

扶
 助

 費
 

1
8,
36
2,
50
0 

2
6.
93
 

1
7,
58
5,
99
7 

2
7.
31
 

7
76
,5
03
 

4
.4
2 

公
 債

 費
 

4
,3
32
,4
34
 

6
.3
5 

4
,4
54
,2
35
 

6
.9
2 

△
 
12
1,
80
1 

△
 
2.
73
 

 
う

ち
元
金

償
還

金
 

3
,9
15
,5
04
 

5
.7
4 

3
,9
94
,7
67
 

6
.2
0 

△
 
79
,2
63
 

△
 
1.
98
 

投
資
的
経

費
 

9
,5
81
,9
03
 

1
4.
05
 

6
,6
86
,5
52
 

1
0.
38
 

2
,8
95
,3
51
 

4
3.
30
 

 
 
補

助
事
業
 

5
,6
22
,7
18
 

8
.2
5 

2
,8
95
,7
34
 

4
.5
0 

2
,7
26
,9
84
 

9
4.
17
 

単
独
事
業
 

3
,9
59
,1
85
 

5
.8
0 

3
,7
90
,8
18
 

5
.8
8 

1
68
,3
67
 

4
.4
4 

繰
出
金
 

8
,7

31
,5

85
 

1
2.

80
 

9
,3

42
,2

04
 

1
4.

50
 

△
 
61

0,
61

9 
△
 
6.

54
 

物
件
費
 

1
0,
68
3,
58
3 

1
5.
67
 

9
,8
13
,7
60
 

1
5.
24
 

8
69
,8
23
 

8
.8
6 

補
助
費
等
 

5
,7
23
,8
10
 

8
.3
9 

5
,8
66
,3
94
 

9
.1
1 

△
 
14
2,
58
4 

△
 
2.
43
 

そ
の
他
の

経
費
 

1
,0
49
,5
01
 

1
.5
4 

1
,0
40
,9
45
 

1
.6
2 

8
,5
56
 

0
,8
2 

合
 
 
 

 
計
 

6
8,
20
0,
00
0 

1
00
.0
0 

6
4,
40
0,
00
0 

1
00
.0
0 

3
,8
00
,0
00
 

5
.9
0 

   

 

 
 
  
 

  
 

 そ
の
他
 

 
 
計

 
１

７
４
億

５
，
６
０

０
万
円

（
2
5
.
6
0
%
）
 

  
そ

の
他

の
経

費
 

１
０

億
４

，
９

０
０

万
円

（
 
1
.
5
4
％

）
 

補
助
費
等

 
 
 
５

７
億
２

，
４

０
０

万
円

（
 
8
.
3
9
％

）
 

物
件

費
 

 
 
１

０
６

億
８

，
３

０
０

万
円

（
1
5
.
6
7
％

）
 

歳
出

（
性

質
別

）
の

内
訳

 

義
務

的
経

費
 
計

 ３
２

４
億

３
，

０
０

０
万

円
（

4
7
.
5
5
％

）
 

人
件

費
 

 
９

７
億

３
，

５
０

０
万

円
（

1
4
.
2
7
％

）
 

扶
助

費
 

１
８

３
億

６
，

３
０

０
万

円
（

2
6
.
9
3
％

）
 

公
債

費
 

 
４

３
億

３
，

２
０

０
万

円
（

 
6
.
3
5
％

）
 

投
資

的
経

費
 
計

 ９
５

億
８

，
２

０
０

万
円

（
1
4
.
0
5
％

）
 

 

単
独

事
業

 
 
５

６
億

２
，

３
０

０
万

円
（

 
8
.
2
5
％

）
 

補
助

事
業

 
 
３

９
億

５
，

９
０

０
万

円
（

 
5
.
8
0
％

）
 

繰
出

金
 

 
８

７
億

３
，

２
０

０
万

円
（

1
2
.
8
0
％

）
 

 

総
 
額

6
8
2
億
円
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平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
7
 
-
 

②
目
的
別
予
算
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

単
位
 
千
円
）
 

区
 
 
 

 
分
 

平
成

3
0
年

度
 

平
成

2
9
年

度
 

比
 
 
 

較
 

当
初
予
算

額
 

構
成

比
(
%
)
 

当
初
予
算

額
 

構
成

比
(
%
)
 

増
減
額
 

伸
率

(
%
)
 

議
会
費
 

4
55
,7
64
 

0
.6
7 

4
55
,9
39
 

0
.7
1 

△
 
17
5 

△
 
0.
04
 

総
務
費
 

7
,5
35
,0
07
 

1
1.
05
 

6
,7
70
,3
10
 

1
0.
51
 

7
64
,6
97
 

1
1.
29
 

民
生
費
 

2
7,
24
5,
92
0 

3
9.
95
 

2
6,
92
6,
63
9 

4
1.
81
 

3
19
,2
81
 

1
.1
9 

衛
生
費
 

1
1,
29
6,
13
4 

1
6.
56
 

8
,3
97
,5
67
 

1
3.
04
 

2
,8
98
,5
67
 

3
4.
52
 

労
働
費
 

1
75
,2
94
 

0
.2
6 

1
75
,7
40
 

0
.2
7 

△
 
44
6 

△
 
0.
25
 

農
林
水
産

業
費
 

1
,2
43
,8
84
 

1
.8
2 

9
65
,3
27
 

1
.5
0 

2
78
,5
57
 

2
8.
86
 

商
工
費
 

1
,1
45
,8
23
 

1
.6
8 

1
,0
88
,0
62
 

1
.6
9 

5
7,
76
1 

5
.3
1 

土
木
費
 

6
,3

01
,7

52
 

9
.2

4 
6
,8

69
,8

83
 

1
0.

67
 

△
 
56

8,
13

1 
△
 
8.

27
 

消
防
費
 

2
,4
90
,2
93
 

3
.6
5 

2
,4
14
,5
69
 

3
.7
5 

7
5,
72
4 

3
.1
4 

教
育
費
 

5
,9
47
,6
95
 

8
.7
2 

5
,8
51
,4
29
 

9
.0
8 

9
6,
26
6 

1
.6
5 

公
債
費
 

4
,3
32
,4
34
 

6
.3
5 

4
,4
54
,2
35
 

6
.9
2 

△
 
12
1,
80
1 

△
 
2.
73
 

予
備
費
 

3
0,
00
0 

0
.0

5 
3
0,
30
0 

0
.0

5 
△
 
30

0 
△
 
0.

99
 

合
 
 
 

 
計
 

6
8,
20
0,
00
0 

1
00
.0
0 

6
4,
40
0,
00
0 

1
00
.0
0 

3
,8
00
,0
00
 

5
.9
0 

 

     
 

 

民
生
費
 

２
７

２
億

４
，

６
０

０
万

円
（

3
9
.
9
5
%
）
 

 衛
生
費
 

１
１
２
億

９
，
６
０

０
万
円
（

1
6
.
5
6
％

） 

 総
務
費
 

７
５

億
３

，
５

０
０

万
円
（

11
.
0
5
％

）
 

歳
出
（
目
的
別
）
の
内
訳
 

そ
の
他
（

議
会
費
・

労
働
費

・
予
備
費

）
 

 
６

億
６

，
１

０
０

万
円

（
 
0
.
9
8
％

）
 

 商
工
費
 

 
 
 
 
 

１
１

億
４

，
６

０
０

万
円

（
 
1
.
6
8
％

）
 

 農
林
水
産

業
費
 
 

 
 
 
 

１
２

億
４

，
４

０
０

万
円

（
 
1
.
8
2
％

）
 

 消
防
費
 

２
４

億
９

，
０

０
０

万
円

（
 
3
.
6
5
％

）
 

 公
債
費
 

４
３

億
３

，
２

０
０

万
円

（
 
6
.
3
5
％

）
 

 教
育
費
 

 
 
 
 
 

５
９

億
４

，
８

０
０

万
円

（
 
8
.
7
2
％

）
 

 土
木
費
 

６
３

億
２

０
０

万
円

（
9
.
2
4
％

）
 

 

 

総
 
額
 

6
8
2
億
円
 

平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
8
 
-
 

５
 
特

別
会

計
・

企
業

会
計

集
計

表
 
 

 

（
単

位
 

千
円

）  

 

会
 
 
 

 
 

計
 
 

 
 

 
名
 

平
成

3
0
年

度
 

当
初
予
算

額
 

平
成

2
9
年

度
 

当
初
予
算

額
 

比
 
 
 

較
 

増
減
額
 

伸
率

(％
) 

特 別 会 計 

競
輪
事
業
特
別
会
計
 

1
1
,
9
3
0
,
0
0
0
 

1
2
,
6
4
0
,
0
0
0
 

△
 
7
1
0
,
0
0
0
 

△
 
5
.
6
2
 

天
守
閣
事
業
特
別
会
計
 

3
5
5
,
0
0
0
 

1
8
2
,
0
0
0
 

1
7
3
,
0
0
0
 

9
5
.
0
5
 

国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
 

2
0
,
2
8
0
,
0
0
0
 

2
5
,
0
8
6
,
0
0
0
 

△
 
4
,
8
0
6
,
0
0
0
 

△
 
1
9
.
1
6
 

国
民
健
康
保
険
診
療
施
設
事
業
特
別
会
計
 

2
8
,
0
0
0
 

2
8
,
0
0
0
 

－
 

－
 

公
設
地
方
卸
売
市
場
事
業
特
別
会
計
 

1
4
2
,
0
0
0
 

1
3
5
,
0
0
0
 

7
,
0
0
0
 

5
.
1
9
 

介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
 

1
5
,
3
7
1
,
0
0
0
 

1
5
,
2
4
0
,
0
0
0
 

1
3
1
,
0
0
0
 

0
.
8
6
 

後
期
高
齢
者
医
療
事
業
特
別
会
計
 

4
,
2
7
4
,
0
0
0
 

4
,
2
9
5
,0
0
0
 

△
 
2
1
,
0
0
0
 

△
 
0
.
4
9
 

公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計
 

7
7
2
 

2
7
,
0
0
0
 

△
 
2
6
,
2
2
8
 

△
 
9
7
.
1
4
 

広
域
消
防
事
業
特
別
会
計
 

4
,
2
9
8
,
0
0
0
 

4
,
0
8
6
,0
0
0
 

2
1
2
,
0
0
0
 

5
.
1
9
 

地
下
街
事
業
特
別
会
計
 

3
8
7
,
0
0
0
 

3
1
5
,
0
0
0
 

7
2
,
0
0
0
 

2
2
.
8
6
 

計
 

5
7,
06
5,
77
2 

6
2,

03
4,

00
0 

△
 
4,

96
8,

22
8 

△
 
8.

01
 

企 業 会 計 

水
道
事
業
会
計
 

5
,
7
8
5
,
9
1
9
 

5
,
3
5
2
,4
5
0
 

4
3
3
,
4
6
9
 

8
.
1
0
 

病
院
事
業
会
計
 

1
3
,
9
1
7
,
9
0
9
 

1
3
,
6
7
0
,
3
1
1
 

2
4
7
,
5
9
8
 

1
.
8
1
 

下
水
道
事
業
会
計
 

1
1
,
7
4
5
,
1
5
6
 

1
2
,
3
8
0
,
2
4
3
 

△
 
6
3
5
,
0
8
7
 

△
 
5
.
1
3
 

計
 

3
1,
44
8,
98
4 

3
1,
40
3,
00
4 

4
5,
98
0 

0
.1
5 
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平
成

３
０

年
度

 
当

初
予

算
の

概
要

 

-
 
9
 
-
 

６
 

市
税

（
市

民
税

・
固

定
資

産
税

等
）

の
推

移
 
 

 ※
 

金
額

は
決

算
額

（
H
2
6
・

2
7
は

当
初

予
算

額
）

 

       ７
 

義
務

的
経

費
の

推
移

（
一

般
会

計
）
 
 

 
           ※

 
金

額
は

決
算

額
（

H
2
9
・

3
0
は

当
初

予
算

額
）
。

 

 
 

 
※

 
平

成
2
8

年
度

に
下

水
道

事
業

会
計

が
企

業
会

計
と

な
っ

た
こ

と
に

伴
い

、
下

水
道

事
業

へ
の

繰
出

金
は

補
助

金
に

移
行
し

た
。
（

平
成

2
8
年

度
の

補
助

金
額

は
2
1
億

5
,
0
0
0
万

円
）
 

1
2
4

1
1
7

1
1
8

1
1
6

1
1
2

1
0
9

89
9
3

9
6

97
96

9
7

65
64

6
4

6
6

6
5

61
5
8

5
6

5
1

49
45

4
3

1
0
1

1
0
5

11
2

14
3

1
4
9

1
5
3

15
4

1
6
0

1
69

1
7
1

1
7
6

18
4

7
3

69
7
1

7
1

7
0

72

95
1
01

1
01

8
1

93
8
7

4
0

6
0

8
0

1
00

1
20

1
40

1
60

1
80

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
22

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
26

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
30

億
円

人
件

費
公

債
費

扶
助

費
繰

出
金

 

平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
1
0
 
-
 

８
 
職

員
数

の
推

移
 
 

平
成
3
0
年
度
当
初
予
算
の
一
般
会
計
に
お
け
る
職
員
数
は
1
,
0
7
7
人
と
な
っ
て
お
り
、
前
年
の
職
員
数
か
ら
2
人
減

と
な
っ
て
い
る
（
ピ
ー
ク
時
の
平
成
6
年
4
月
の

1
,
6
3
0
人
か
ら
は
、
5
5
3
人
の
減
）
。
 

ま
た
、
特
別
会
計
・
企
業
会
計
を
含
め
た
全
会
計
に
お
け
る
職
員
数
は
2
,
2
1
1
人
で
、
前
年
の
職
員
数
2
,
1
9
7
人
か

ら
は
1
4
人
の
増
と
な
っ
て
い
る
（
ピ
ー
ク
時
の
平
成
6
年
4
月
の

2
,
3
3
9
人
か
ら
は
、
1
2
8
人
の
減
）
。
 

全
会
計
の
職
員
数
が
前
年
度
か
ら
増
加
し
て
い
る
主
な
理
由
は
、
市
立
病
院
に
お
い
て
、
医
療
技
術
職
の
二
交
代

制
勤
務
の
導
入
に
よ
る
医
療
体
制
の
充
実
を
図
る
こ
と
等
に
よ
る
た
め
で
あ
る
。
 

※
 

職
員

数
は

、
そ

の
年

の
4
月

1
日

現
在

の
人

数
（

H
2
9
・

3
0
は

当
初

予
算

）
。

 

※
 

平
成

2
9
年

度
ま

で
の

職
員

数
は

、
市

長
、

副
市

長
を

除
き

、
教

育
長

を
含

む
。

平
成

2
9
年

1
0
月

に
教

育
長

が
特

別
職

に
任

命
さ

れ
 

た
こ

と
に

伴
い

、
平

成
3
0
年

度
か

ら
は

教
育

長
も

除
く

。
 

※
 

平
成

2
8
年

度
に

下
水

道
事

業
会

計
が

特
別

会
計

か
ら

企
業

会
計

に
移

行
し

た
。
（

平
成

2
8
年

度
の

職
員

数
は

3
5
人

）
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平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
1
1
 
-
 

９
 
市

債
残

高
等

の
推

移
 
 

（
１

）
市

債
残

高
の

推
移

 

一
般
会
計
の
平
成

3
0
年
度
末
の
市
債
残
高
見
込
額
は
約

4
9
5
億
円
で
、
平
成

2
9
年
度
末
の
残
高
見
込
額
か
ら
約

1
7

億
円
の
増
と
な
る
見
込
み
で
あ
る
（
市
債
残
高
の
ピ
ー
ク
で
あ
っ
た
平
成

1
5
年
度
末
の
約

6
0
8
億
円
か
ら
約

1
1
5
億

円
の
減
）
。
特
別
会
計
、
企
業
会
計
を
含
め
た
全
会
計
の
平
成

3
0
年
度
末
市
債
残
高
見
込
額
は
約

1
,
0
7
3
億
円
と
な
り
、

平
成

2
9
年
度
末
市
債
残
高
見
込
額
の
約

1
,
0
6
8
億
円
か
ら

5
億
円
程
度
の
増
と
な
る
見
込
み
で
あ
る
。
 

  

（
２

）
公

社
を

含
め

た
負

債
総

額
の

推
移

 
 

市
債
残
高
及
び
土
地
・
建
物
取
得
に
係
る
債
務
負
担
行
為
支
出
予
定
額
の
平
成

3
0
年
度
末
残
高
見
込
額
は
約

1
,
1
0
5

億
円
と
な
り
、
平
成

2
9
年
度
末
残
高
見
込
額
の
約

1
,
1
0
1
億
円
か
ら

4
億
円
程
度
の
増
と
な
る
見
込
み
で
あ
る
。
 

             ※
 

土
地

開
発

公
社

の
負

債
は

、
平

成
21

年
度

に
市

が
債

務
負

担
行

為
を

設
定

し
21

年
度

末
に

皆
減

し
て

い
る

。
 

  

決
算
額
（

H
2
9
、
3
0
は

年
度
末

見
込
）
 

 
一

般
会

計
 
 
 

特
別

会
計

・
企

業
会

計
 

 
 
消

防
他

市
町

分
(
内

数
)
 

4
 

決
算
額
（

H
2
9
、
3
0
は

年
度
末

見
込
）
 

8
 

7
 

平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
1
2
 
-
 

10
「

ま
ち

づ
く

り
の

目
標

と
政

策
の

方
向

」
に

対
応

す
る

主
な

事
業

 
 

  
 （

１
）

い
の

ち
を

大
切

に
す

る
小

田
原

 

 

ア
 

福
祉

・
医

療
 

 ○
包

括
的

支
援

体
制

構
築

事
業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
【
予
算
額
：
1
5
,
3
3
8
千
円
】
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

予
算
書

1
2
9
頁
 

生
活
保
護

を
は

じ
め
と

す
る

福
祉
行

政
に

携
わ
る

様
々

な
機
関

が
、
地
域

と
の
連

携
を
図

り
な

が
ら

、
相
談

体
制

の
充

実
や

、
働

く
機

会
や

場
の

提
供

な
ど

、
相

談
者

や
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

に
対

し
包

括
的

な
支

援
を

行
う

体
制

を
 

構
築
す
る

。
 

（
担
当
課
：
福
祉
政
策
課
）
 

 ○新
精

神
障

が
い

者
ピ

ア
サ

ポ
ー

ト
事

業
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

【
予

算
額

：
7
5
千

円
】
 

予
算
書

1
3
3
頁
 

精
神

障
が

い
者

が
自

ら
の

経
験

を
活

か
し

、
自

己
実

現
や

社
会

参
加

等
の

相
互

支
援

の
取

り
組

み
（

ピ
ア

サ
ポ

ー
ト

）

を
実
践
す
る
支
援
者
（
ピ
ア
サ
ポ
ー
タ
ー
）
を
養
成
す
る
講
座
を
開
催
す
る
。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

担
当
課

：
障
が

い
福

祉
課

）
 

 ○
健

康
増

進
計

画
推

進
事

業
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
【
予
算
額
：
1
,
2
8
7
千
円
】
 

予
算
書

1
5
3
頁
 

 
計
画
が
定
め
る
健
康
寿
命
の
延
伸
を
目
指
し
、
本
市
で
比
較
的
多
い
脳
血
管
疾
患
を
予
防
す
る
た
め
、
飲
食
店
に
よ
る

減
塩
の
健
康
メ
ニ
ュ
ー
の
提
供
を
進
め
る
ほ
か
、
食
生
活
を
は
じ
め
健
康
な
日
常
生
活
を
支
え
る
歯
科
保
健
の
重
要
性
を

周
知
す
る
た
め
の
啓
発
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
す
る
。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
担
当

課
：
健

康
づ

く
り

課
）
 

 ○
在

宅
医

療
・
介

護
連

携
事

業
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
【
予
算
額
：
18
,
6
9
6
千
円
】
 

予
算
書

3
5
7
頁
 

 
医
療
と
介
護
の
両
方
を
必
要
と
す
る
高
齢
者
を
支
援
す
る
た
め
、
医
療
機
関
や
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
も
対
象
に
し
た

相
談

窓
口

を
充

実
す

る
ほ

か
、

多
職

種
に

わ
た

る
従

事
者

の
た

め
の

研
修

を
開

催
し

、
医

療
・

介
護

関
係

者
の

連
携

を
 
 

強
化
す
る
。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
（
担
当
課
：
高
齢
介
護
課
〔
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
〕
）
 

     
 

※
 
総
合
計
画
に
掲
げ
る
ま
ち
づ
く
り
の
目
標
と
政
策
の
方
向
に
対
応
す
る
平
成

30
年
度
当
初
予
算
の
主
な
取
組
 

※
 
新
規
事
業
は
○新

で
表
記
 

 (
1)

 い
の

ち
を

大
切

に
す

る
小

田
原

―
ア

 福
祉

・
医

療
―
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平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
1
3
 
-
 

 ○
生

活
支

援
体

制
整

備
事

業
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 【
予
算
額
：
6
,
2
6
2
千
円
】
 

予
算
書

3
5
7
頁
 

 
地
域
や
高
齢
者
支
援
に
携
わ
る
様
々
な
機
関
と
連
携
し
な
が
ら
、
地
域
ご
と
の
高
齢
者
の
生
活
に
関
す
る
情
報
を
把
握
、

分
析
す
る
と
と
も
に
、
高
齢
者
に
必
要
な
支
援
が
届
く
よ
う
、
生
活
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
を
充
実
し
、
生
活

支
援
体
制
の
強
化
を
図
る
。
 

（
担
当
課
：
高
齢
介
護
課
〔
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
〕
)
  

  イ
 

暮
ら

し
と

防
災

・
防

犯
 

 ○
平

和
施

策
推

進
事

業
 

－
○新

次
世
代
平
和

継
承
事

業
費

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 【

予
算
額
：
5
9
2
千
円

】
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 予

算
書

99
頁
 

本
市

が
平

和
都

市
宣

言
を

制
定

し
、

平
成

3
0
年

で
2
5
周

年
を

迎
え

る
こ

と
か

ら
、

次
代

を
担

う
中

学
生

を
対

象
に

 
 

全
国

で
平

和
教

育
活

動
を

推
進

し
て

い
る

ナ
ガ

サ
キ

・
ユ

ー
ス

代
表

団
を

講
師

と
し

た
宿

泊
学

習
を

開
催

し
、

平
和

に
 

つ
い
て
理
解
を
深
め
、
未
来
へ
つ
な
が
る
人
材
育
成
を
目
指
す
。
 

（
担
当
課
：
総
務
課
）
 

 ○
防

災
拠

点
整

備
事

業
 

－
○新

重
要
給
水
施
設
水
道
管
耐
震
化
工
事
負
担
金
－
 
 
 
 
【
予
算
額
：
2
,
7
5
3
千
円
】
 

 
 

 
 
予
算
書

1
1
1
頁
 

災
害
時
に
お
け
る
広
域
避
難
所
の
飲
料
水
を
確
保
す
る
た
め
、
給
水
管
の
一
部
を
耐
震
化
し
、
応
急
給
水
口
の
整
備
を

行
う
。
 

 

（
担

当
課

：
防

災
対

策
課

） 

 ○
災

害
情

報
等

収
集

伝
達

体
制

整
備

事
業

 
－
○新

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
Ｆ
Ｍ
難
聴
区
域
改
善
補
助
金
－
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 【

予
算
額
：

 
2
7
,
0
0
0
千
円
】
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
予
算
書

1
1
1
頁
 

 
桜

井
、

片
浦

、
橘

地
区

等
の

一
部

区
域

に
つ

い
て

は
、

Ｆ
Ｍ

お
だ

わ
ら

の
電

波
が

届
か

ず
難

聴
区

域
と

な
っ

て
い

る
 
 

こ
と
か
ら
、
県
補
助
金
を
財
源
と
し
て
送
信
ア
ン
テ
ナ
の
新
設
に
係
る
費
用
を
補
助
し
、
難
聴
区
域
の
改
善
を
図
る
。
 

 
(
担
当
課
：
防
災
対
策
課
)
 

 ○新
女

性
活

躍
推

進
事

業
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

【
予

算
額
：

1,
71
0
千
円
】
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
予
算
書

1
2
5
頁
 

 
第

2
次
お
だ
わ
ら
男
女
共
同
参
画
プ
ラ
ン
の
基
本
方
針
等
に
基
づ
き
、
国
の
「
女
性
活
躍
推
進
の
た
め
の
交
付
金
」
を

活
用
し
て
、
官
民
共
協
働
で
基
本
方
針
に
対
す
る
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、
県
西
地
域
の
実
情

に
合
わ
せ
た
事
業
を
推
進
す
る
体
制
を
整
備
す
る
。
 

 
(
担

当
課
：
人
権
・
男

女
共

同
参

画
課

)
 

   

 (
1)

 い
の

ち
を

大
切

に
す

る
小

田
原

―
ア

 福
祉

・
医

療
―

 

(1
) 

い
の

ち
を

大
切

に
す

る
小

田
原

―
イ

 暮
ら

し
と

防
災

・
防

犯
―

 

平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
1
4
 
-
 

 ○
建

築
物

耐
震

化
促

進
事

業
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
【
予
算
額
：
 
4
2
,
4
4
5
千
円
】
 

予
算
書

1
8
5
頁
 

 
平
成

2
9
年
度
に
引
き
続
き
、
小
田
原
市
耐
震
改
修
促
進
計
画
に
基
づ
き
、
訪
問
型
の
耐
震
啓
発
活
動
を
行
う
こ
と
に

よ
り
、
市
民
の
耐
震
化
意
識
の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
国
・
県
の
補
助
制
度
等
を
有
効
活
用
し
な
が
ら
、
木
造
住
宅
及

び
特
定
建
築
物
の
耐
震
診
断
・
耐
震
改
修
補
助
事
業
を
実
施
し
、
市
民
負
担
の
軽
減
及
び
耐
震
化
の
促
進
を
図
る
。
 

 
（
担
当
課
：
建
築
指
導
課
）
  

○
河

川
改

修
事

業
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
予
算
額
：
 
6
8
,
5
3
0
千
円
】
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
予
算
書

1
9
3
頁
 

 
近
年
の
台
風
や
局
地
的
集
中
豪
雨
に
よ
り
、
市
街
地
の
河
川
で
浸
水
被
害
が
発
生
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
被
害
の
軽
減

を
図
る
た
め
下
菊
川
、
関
口
川
及
び
八
ツ
沢
川
の
護
岸
改
修
を
継
続
的
に
実
施
す
る
。
 

 
（
担
当
課
：
道
水
路
整
備
課
）
 

 ○
消

防
庁

舎
再

整
備

事
業

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

【
予
算

額
：

11
6,

32
4
千
円
】 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
予
算
書

4
0
3
頁
 

 
消

防
署

所
再

整
備

計
画

に
基

づ
き

、
消

防
署

所
の

適
正

配
置

を
実

現
す

る
た

め
、

計
画

的
に

消
防

庁
舎

の
再

整
備

を
 

実
施
し
て
い
く
。
平
成

3
0
年
度
は

2
出
張
所
の
建
設
に
向
け
た
実
施
設
計
や
環
境
影
響
調
査
の
ほ
か
、
足
柄
消
防
署
へ

の
一
時
機
能
移
転
に
必
要
と
な
る
備
品
の
購
入
等
を
行
う
。
 （

担
当
課
：
広
域
調
整
課
〔
広
域
消
防
事
業
特
別
会
計
〕
）
 

   ウ
 

子
育

て
・

教
育

 

 ○
民

間
施

設
等

運
営

費
補

助
事

業
 

 
－
○新

保
育
エ
キ
ス
パ
ー
ト
等
研
修
代
替
保
育
士
雇
用
費
補
助
金
、
○新

保
育
士
宿
舎
借
上
支
援
事
業
費
補
助
金
－
 

 
【
予
算
額
：
7
,
3
8
0
千
円
】
 

予
算
書

1
4
3
頁
 

保
育
士
が
働
き
や
す
い
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
で
、
保
育
士
の
新
規
雇
用
や
離
職
防
止
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
の
た
め
の
費
用
や
宿
舎
借
上
げ
の
た
め
の
費
用
を
助
成
す
る
。
 

（
担
当
課
：
保
育
課
）
 

 ○
教

育
・
保

育
の

提
供

体
制

推
進

事
業

 
－
小
規
模
保
育
設
置
促
進
事
業
費
補
助
金
－
 
【
予
算
額
：
48
,
0
0
0
千
円
】
 

予
算
書

1
4
3
頁
 

低
年

齢
児

の
待

機
児

童
の

解
消

を
図

る
た

め
、

0
歳

か
ら

2
歳

を
対

象
に

定
員

1
9
人

以
下

の
少

人
数

で
保

育
を

実
施

 

す
る
小
規
模
保
育
事
業
を
新
た
に
開
始
す
る

2
事
業
者
に
対
し
、
施
設
整
備
に
係
る
費
用
を
補
助
す
る
。
 

（
担
当
課
：
保
育
課
）
 

    

(1
) 

い
の

ち
を

大
切

に
す

る
小

田
原

―
イ

 暮
ら

し
と

防
災

・
防

犯
―

 

(1
) 

い
の

ち
を

大
切

に
す

る
小

田
原

―
ウ

 子
育

て
・

教
育

―
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平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
1
5
 
-
 

 ○
不

妊
症
・
不

育
症

治
療

費
助

成
事

業
 
－
○新

不
妊
症
治
療
費
助
成
金
－
 
 
 
 
 
  

【
予
算
額
：
7,
1
5
0
千
円
】
 

予
算
書

1
5
3
頁
 

不
妊

症
の

た
め

に
子

ど
も

を
持

つ
こ

と
が

困
難

な
夫

婦
に

対
し

、
県

の
助

成
制

度
に

上
乗

せ
し

て
治

療
費

の
一

部
を

 

助
成
す
る
こ
と
に
よ
り
、
経
済
的
負
担
の
軽
減
と
少
子
化
対
策
の
充
実
を
図
る
。
 

（
担
当
課
：
健
康
づ
く
り
課
）
 

 〇
学

校
運

営
協

議
会

推
進

事
業

 
－
○新

地
域
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
－
 
 
 
 
 
【

予
算

額
：

1
,
2
4
4
千

円
】 

 
 
  

 
 
 
 
 
 
予
算
書

2
03

頁
 

学
校
運
営
協
議
会
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
）
の
事
務
局
機
能
の
強
化
や
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
組
織
と
の
連
携
・

協
働
を
推
進
し
、
学
校
教
育
の
よ
り
一
層
の
活
性
化
を
図
る
た
め
、
地
域
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
配
置
す
る
。
 

（
担

当
課

：
教

育
指

導
課

）  

○
外

国
語

教
育

推
進

事
業

 
－
○新

英
語
専
科
非
常
勤
講
師
の
配
置
－
 

 
 
 

 
 

 
 
【
予
算
額
：
4
,
3
2
6
千
円
】
 

予
算
書

2
0
7
頁
 

 
新
学
習
指
導
要
領
の
実
施
に
伴
い
、
小
学
校
高
学
年
で
英
語
が
教
科
と
な
る
こ
と
か
ら
、
小
学
校
教
諭
と
共
に
英
語
の

授
業
を
展
開
す
る
専
科
非
常
勤
講
師
を
配
置
す
る
。
 

（
担
当
課
：
教
育
指
導
課
）
  

〇
学

校
施

設
維

持
管

理
事

業
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
予
算
額
：
6
5
2
,
7
3
3
千
円
】
 

予
算
書

2
1
1
／
2
1
3
頁
 

教
育
環
境
の
改
善
に
資
す
る
た
め
、
児
童
・
生
徒
の
通
う
施
設
の
日
常
の
維
持
管
理
は
も
と
よ
り
、
「
小
田
原
市
ス
ポ

ー
ツ
振
興
・
教
育
環
境
改
善
基
金
」
を
活
用
し
た
ト
イ
レ
洋
式
化
及
び
空
調
設
備
設
置
の
ほ
か
、
外
壁
工
事
や
防
水
改
修

工
事
等
を
推
進
す
る
。
 

 
（
担
当
課
：
学
校
安
全
課
）
  

〇
部

活
動

活
性

化
事

業
 
－
○新

部
活
動
指
導

員
の
配

置
－

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
【
予
算
額
：
5
7
6
千
円
】
 

予
算
書

2
1
7
頁
 

部
活
動
に
お
け
る
教
員
の
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
、
教
員
の
代
わ
り
に
学
校
の
指
導
方
針
や
指
導
計
画
に
沿
っ
た
部
活
 

動
指
導
全
般
（
大
会
時
の
引
率
・
指
導
や
監
督
業
務
な
ど
）
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
部
活
動
指
導
員
を
配
置
す
る
。
 

（
担
当
課
：
教
育
指
導
課
）
 

           
(1

) 
い

の
ち

を
大

切
に

す
る

小
田

原
―

ウ
 子

育
て

・
教

育
―

 

平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
1
6
 
-
 

（
２

）
希

望
と

活
力

あ
ふ

れ
る

小
田

原
 

 ア
 

地
域

経
済

 

 ○
地

域
農

業
活

性
化

事
業

 
－
○新

耕
作
放
棄
地
化
予
防
対
策
委
託
料
、
耕
作
放
棄
地
解
消
事
業
費
補
助
金
－
 

 
  

 
 
 

予
算
書

1
67

頁
 

 
農

地
の

耕
作

放
棄

地
化

を
防

ぐ
た

め
、

援
農

者
を

育
成

す
る

講
座

の
開

催
等

を
民

間
団

体
に

委
託

す
る

と
と

も
に

、
 

新
規
就
農
者
や
認
定
農
業
者
が
行
う
耕
作
放
棄
地
解
消
に
係
る
事
業
費
補
助
を
拡
充
す
る
。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

担
当

課
：

農
政

課
）
 

 

○
い

こ
い

の
森

管
理

運
営

事
業

 
－
基
本
構
想
等
検
討
委
託
料
－
  

 

予
算
書

1
7
1
頁
 

 
い

こ
い

の
森

は
昭

和
57

年
に

開
設

後
、

隣
接

地
に

わ
ん

ぱ
く

ら
ん

ど
等

が
整

備
さ

れ
る

な
ど

、
施

設
の

ニ
ー

ズ
や
 
 

取
り
巻
く
環
境
が
大
き
く
変
化
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
今
後
の
あ
り
方
を
検
討
し
た
上
で
、
施
設
整
備
方
針
等
に
つ
い
て

検
討
を
進
め
る
。
 

 
（
担
当
課
：
農
政
課
）
  

○
地

域
産

木
材

利
用

拡
大

事
業

 
－
○新

学
校
木
の
空
間
づ
く
り
モ
デ
ル
事
業
費
－
 
 
 
 【

予
算
額
：
40
,
1
0
0
千
円
】
 

予
算
書

1
7
3
頁
 

 
地
域
産
木
材
の
利
用
を
継
続
的
に
図
る
た
め
、
教
育
的
効
果
等
が
望
め
る
学
校
施
設
を
対
象
に
、
教
育
・
学
習
環
境
の

向
上
や
地
域
と
の
連
携
強
化
に
資
す
る
内
装
木
質
化
等
の
部
分
改
修
を
行
う
。
 

 
（
担
当
課
：
農
政
課
）
  

〇
交

流
促

進
施

設
等

整
備

事
業

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

  
【
予

算
額
：

38
2,
08
1
千
円
】
 

 
 
 

 
予
算
書

1
7
5
頁
 

 
交
流
人
口
の
拡
大
と
小
田
原
の
魚
の
消
費
拡
大
を
通
じ
て
、
水
産
業
の
振
興
と
地
域
活
性
化
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し

た
交

流
促

進
施

設
に

つ
い

て
、

引
き

続
き

施
設

整
備

を
進

め
る

と
と

も
に

、
平

成
31

年
度

の
開

業
に

向
け

た
準

備
を
 
 

行
う
。
 

 
（
担
当
課
：
水
産
海
浜
課
）
 

 ○
観

光
Ｐ

Ｒ
事

業
 

－
○新

北
条
早
雲
公
顕
彰
五
百
年
事
業
実
行
委
員
会
負
担
金
、
ラ
イ
ブ
カ
メ
ラ
設
置
委
託
料
－
 

 
  

 
  
  
  
 
 
 
 
予
算
書

18
1
頁
 

 
平

成
3
0
年

は
小

田
原

開
府

5
0
0
年

、
翌

年
は

北
条

早
雲

公
没

後
5
0
0
年

の
節

目
に

あ
た

る
。

5
0
0
年

を
キ

ー
ワ

ー
ド

に
、

2
か

年
に

わ
た

り
様

々
な

事
業

を
展

開
し

、
本

市
の

魅
力

を
向

上
さ

せ
誘

客
を

図
る

。
ま

た
、

小
田

原
城

天
守

閣
 
 
 

周
辺
に
ラ
イ
ブ
カ
メ
ラ
を
設
置
し
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
観
光
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
様
々
な
媒
体
を
通
じ
、
四
季
折
々

の
魅
力
を
映
像
と
し
て
広
く
配
信
す
る
こ
と
で
、
効
果
的
な
Ｐ
Ｒ
を
図
る
。
 

（
担
当
課
：
観
光
課
）
 

  

 

(2
) 

希
望

と
活

力
あ

ふ
れ

る
小

田
原

―
ア

 地
域

経
済

―
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平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
1
7
 
-
 

 ○
歴

史
見

聞
館

耐
震

改
修

等
事

業
 

予
算
書

2
7
3
頁
 

 
平
成

2
9
年
度
に
実
施
し
た
耐
震
診
断
の
結
果
を
受
け
、
来
館
者
の
安
全
性
を
確
保
す
る
た
め
、
施
設
の
耐
震
改
修
を

行
う

と
と

も
に

、
イ

ン
バ

ウ
ン

ド
も

視
野

に
入

れ
た

誘
客

力
の

あ
る

コ
ン

テ
ン

ツ
を

盛
り

込
み

な
が

ら
、

小
田

原
城

の
 

ガ
イ
ダ
ン
ス
施
設
と
し
て
の
機
能
の
向
上
を
図
る
た
め
、
展
示
内
容
を
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
す
る
。
 

 
（
担
当
課
：
小
田
原
城
総
合
管
理
事
務
所
〔
天
守
閣
事
業
特
別
会
計
〕
）
 

   イ
 

歴
史

・
文

化
 

 ○
文

化
創

造
活

動
担

い
手

育
成

事
業

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
  
 【

予
算

額
：

1
2
,
6
8
8
千

円
】

 

予
算
書

1
0
9
頁
 

小
田
原
の
文
化
の
裾
野
を
広
げ
、
芸
術
文
化
の
新
た
な
担
い
手
を
育
成
す
る
た
め
、
市
民
ホ
ー
ル
の
開
館
前
か
ら
声
楽
、

ダ
ン
ス
な
ど
の
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
事
業
や
伝
統
芸
能
、
子
ど
も
美
術
な
ど
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
・
セ
ミ
ナ
ー
事
業
、
歌
舞
伎

や
演
劇
な
ど
の
鑑
賞
事
業
等
の
芸
術
文
化
の
普
及
啓
発
事
業
に
取
り
組
む
。
 

（
担
当
課
：
文
化
政
策
課
）
  

○
市

民
ホ

ー
ル

整
備

事
業

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

  
【
予
算
額
：

2
4
2
,
2
2
0
千
円
】
 

 
 予

算
書

1
09

頁
 

平
成

2
9
年
度
に
継
続
費
を
設
定
し
た
設
計
事
業
費
及
び
整
備
支
援
事
業
費
と
合
わ
せ
、
整
備
工
事
に
係
る
費
用
に
つ

い
て

も
、

国
の

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
や

市
債

、
市

民
ホ

ー
ル

整
備

基
金

を
財

源
と

し
て

平
成

3
2
年

度
ま

で
の
 

継
続
費
を
設
定
し
、
市
民
ホ
ー
ル
の
整
備
を
推
進
す
る
。
 

 
 
 
（
担
当
課
：
文
化
政
策
課
）
  

○
歴

史
的

風
致

維
持

向
上

計
画

推
進

事
業

 
－
○新

歴
史
的
風
致
形
成
建
造
物
改
修
整
備
費
補
助
金
－
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 【

予
算
額
：
9
,
0
0
0
千
円
】
 

予
算
書

1
9
5
頁
 

歴
史
ま
ち
づ
く
り
法
に
基
づ
く
市
歴
史
的
風
致
維
持
向
上
計
画
に
お
い
て
、
指
定
ま
た
は
指
定
候
補
に
位
置
付
け
て
い

る
民
有
の
歴
史
的
風
致
形
成
建
造
物
の
滅
失
を
防
ぎ
、
保
存
・
活
用
を
促
進
す
る
た
め
、
そ
の
修
理
や
修
景
等
に
要
す
る

費
用
の
一
部
を
助
成
す
る
。
 

（
担
当
課
：
ま
ち
づ
く
り
交
通
課
）
  

○
歴

史
的

風
致

形
成

建
造

物
等

活
用

事
業

 
－
豊
島
邸
利
活
用
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
委
託
料
－
 

 
 
予
算
書

1
9
5
頁
 

市
有

の
歴

史
的

建
造

物
で

あ
る

豊
島

邸
の

有
効

な
利

活
用

や
維

持
管

理
の

手
法

に
つ

い
て

検
討

を
行

う
と

と
も

に
、

 

民
間
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用
し
自
立
し
た
事
業
展
開
が
可
能
な
事
業
者
の
選
定
を
行
う
。
 

（
担
当
課
：
ま
ち
づ
く
り
交
通
課
）

   
 

(2
) 

希
望

と
活

力
あ

ふ
れ

る
小

田
原

―
イ

 歴
史

・
文

化
―

 

(2
) 

希
望

と
活

力
あ

ふ
れ

る
小

田
原

―
ア

 地
域

経
済

―
 

平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
1
8
 
-
 

 ○
本

丸
・

二
の

丸
整

備
事

業
 
－
御
用
米
曲
輪
整
備
費
－
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
予
算
額
：
5
8
,
8
7
0
千
円
】
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
予
算
書

2
2
3
頁
 

御
用

米
曲

輪
の

整
備

に
つ

い
て

、
史

跡
小

田
原

城
跡

調
査

・
整

備
委

員
会

や
文

化
庁

の
指

導
を

受
け

な
が

ら
、

近
世

 
 

エ
リ
ア
に
あ
る
土
塁
の
形
状
を
整
え
る
な
ど
の
修
景
整
備
工
事
等
を
行
う
と
と
も
に
、
戦
国
期
等
整
備
エ
リ
ア
に
つ
い
て

基
本
設
計
を
行
う
。
 

（
担
当
課
：
文
化
財
課
）

  
○

史
跡

等
用

地
取

得
事

業
 

 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 【

予
算
額
：
2
2
4
,
2
4
1
千
円
】
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
予
算
書

2
2
3
頁
 

史
跡
の
保
存
活
用
を
進
め
て
い
く
た
め
、
史
跡
小
田
原
城
跡
の
う
ち
当
該
土
地
所
有
者
か
ら
申
し
出
の
あ
っ
た
小
田
原

城
址
公
園
周
辺
の
用
地
を
取
得
す
る
。
 

（
担
当
課
：
文
化
財
課
）

 
 ○
官

民
協

働
に

よ
る

ま
ち

づ
く

り
担

い
手

育
成

事
業

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
  

【
予
算
額
：
1,
0
1
7
千
円
】
 

予
算
書

2
2
3
頁
 

ま
ち

づ
く

り
を

共
に

担
う

民
間

団
体

と
市

が
一

体
と

な
り

、
地

域
で

活
躍

で
き

る
人

材
を

育
成

す
る

た
め

、
多

く
の

市
民

が
関

心
の

あ
る

分
野

の
学

び
の

場
へ

参
加

す
る

き
っ

か
け

づ
く

り
を

目
的

と
し

た
「

（
仮

）
お

だ
わ

ら
学

講
座

」

や
、

そ
れ

ぞ
れ

の
分

野
で

活
躍

し
て

い
る

民
間

団
体

等
が

先
進

事
例

を
学

び
、

担
い

手
同

士
が

交
流

を
深

め
、

課
題

を

共
有
す
る
「
（
仮
）
人
づ
く
り
課
題
解
決
ゼ
ミ
」
な
ど
を
実
施
す
る
。
 

（
担
当
課
：
生
涯
学
習
課
）
 

 ○新
駅

前
図

書
施

設
整

備
事

業
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
【
予
算
額
：
21
,
3
9
9
千
円
】
 

予
算
書

2
2
5
頁
 

平
成

3
2
年

度
に

開
館

予
定

の
駅

前
図

書
館

（
広

域
交

流
施

設
内

）
に

係
る

図
書

購
入

費
や

Ｉ
Ｃ

タ
グ

装
備

等
委

託
料

な
ど
、
開
館
に
向
け
た
準
備
を
行
う
。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
担
当
課
：
図
書
館
）
  

○
尊

徳
顕

彰
事

業
 

 

－
全
国
報
徳
サ
ミ
ッ
ト
開
催
費
、
○新

映
画
「
地
上
の
星
－
二
宮
金
次
郎
伝
」
支
援
事
業
費
－
 【
予

算
額

：
2
8
,
0
0
0
千

円
】
 

予
算
書

2
2
7
頁
 

1
0
月
開
催
予
定
の
第

2
4
回
全
国
報
徳
サ
ミ
ッ
ト
小
田
原
市
大
会
に
係
る
開
催
費
と
、
映
画
「
地
上
の
星
－
二
宮
金
次

郎
伝

」
の

製
作

・
上

映
に

つ
い

て
、

尊
徳

顕
彰

と
都

市
セ

ー
ル

ス
及

び
子

ど
も

た
ち

の
尊

徳
学

習
に

活
用

で
き

る
良

い
 
 

機
会
と
と
ら
え
、
ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
等
も
活
用
し
て
、
映
画
製
作
等
を
支
援
す
る
市
民
団
体
及
び

製
作
委
員
会
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。
 

（
担
当
課
：
生
涯
学
習
課
）
   

 

 

 
 

(2
) 

希
望

と
活

力
あ

ふ
れ

る
小

田
原

―
イ

 歴
史

・
文

化
―

 

85



平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
1
9
 
-
 

（
３

）
豊

か
な

生
活

基
盤

の
あ

る
小

田
原

 

 

ア
 

自
然

環
境

 

 ○
外

来
生

物
等

対
策

事
業

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
【
予
算
額
：
3
,
2
5
2
千
円
】
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

予
算
書

1
5
5
頁
 

外
来

生
物

等
に

よ
る

農
作

物
被

害
や

生
活

被
害

を
防

ぐ
た

め
、

捕
獲

を
引

き
続

き
実

施
す

る
と

と
も

に
、

近
年

農
業

 

被
害
や
樹
木
の
食
害
を
増
加
さ
せ
て
い
る
ニ
ホ
ン
ジ
カ
に
お
い
て
も
、
県
と
連
携
し
て
捕
獲
を
行
っ
て
い
く
。
 

（
担
当
課
：
環
境
保
護
課
）
 

 ○
環

境
再

生
活

動
推

進
事

業
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
【

予
算

額
：

1
7
,
5
1
1
千

円
】
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

予
算
書

1
5
5
頁
 

環
境
活
動
団
体
や
地
域
等
の
連
携
・
協
働
を
支
援
し
、
活
性
化
を
図
り
つ
つ
、
環
境
活
動
団
体
等
と
の
協
働
で
、
酒

匂

川
河

川
敷

の
植

栽
や

耕
作

放
棄

地
再

生
モ

デ
ル

事
業

等
の

環
境

再
生

活
動

に
取

り
組

む
。

ま
た

、
こ

れ
ま

で
の

文
献

や
 

専
門
家
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
で
得
た
結
果
に
加
え
、
動
植
物
の
生
息
状
況
等
に
つ
い
て
現
地
調
査
を
実
施
し
、
市
民
の
主
体

的
な
環
境
再
生
・
保
全
活
動
を
促
す
こ
と
で
、
持
続
可
能
な
環
境
共
生
型
の
地
域
づ
く
り
を
進
め
る
。
 

（
担
当
課
：
環
境
政
策
課
）
 

 ○
地

球
温

暖
化

対
策

推
進

事
業

 
－

地
球
温
暖
化
対
策
推
進
事
業
費
補
助
金
－
 

 
 

【
予
算
額
：
1
,
9
9
0
千
円
】
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
予
算
書

1
5
7
頁
 

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
の
削
減
を
目
指
し
、
地
球
温
暖
化
対
策
を
推
進
す
る
た
め
、
従
前
か
ら
行
っ
て
い
る
ネ
ッ
ト
・

ゼ
ロ

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
ハ

ウ
ス

の
新

築
等

へ
の

助
成

に
加

え
、

木
質

バ
イ

オ
マ

ス
ス

ト
ー

ブ
や

蓄
電

池
設

置
に

対
す

る
 
 

助
成
を
行
う
。
 

（
担
当
課
：
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
推
進
課
）
 

 

○
斎

場
整

備
事

業
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
【
予
算
額
：
1
,
9
0
9
,
3
5
0
千
円
】
 

予
算
書

1
5
9
頁
 

施
設
の
老
朽
化
や
今
後
の
火
葬
件
数
の
増
加
に
対
応
す
る
た
め
、
施
設
整
備
か
ら
維
持
管
理
運
営
ま
で
を
一
括
契
約
す

る
P
F
I
手
法
に
よ
り
事
業
を
実
施
す
る
。
平
成

3
0
年
度
は
、
平
成

3
1
年
度
の
供
用
開
始
に
向
け
工
事
を
進
め
る
。
 

（
担
当
課
：
環
境
政
策
課
）
 

 ○
焼

却
施

設
管

理
運

営
事

業
 

－
基
幹
的
設
備
改
良
事
業
費
－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
予
算
額
：
2
,
7
1
1
,
0
3
3
千
円
】
 

予
算
書

1
6
1
頁
 

焼
却
炉
等
の
老
朽
化
が
進
行
し
て
い
る
環
境
事
業
セ
ン
タ
ー
の
基
幹
的
設
備
改
良
工
事
を
実
施
し
、
施
設
の
省
エ
ネ
化

と
と
も
に
二
酸
化
炭
素
排
出
量
を
削
減
す
る
。
平
成

3
0
年
度
は
、
2
炉
の
改
修
工
事
を
行
う
。
 

 
 
（
担
当
課
：
環
境
事
業
セ
ン
タ
ー
）
  

 
 

(3
) 

豊
か

な
生

活
基

盤
の

あ
る

小
田

原
―

ア
 自

然
環

境
―

 

平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
2
0
 
-
 

イ
 

都
市

基
盤

 

 ○
幹

線
道

路
整

備
事

業
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

【
予
算

額
：

13
6,
38
0
千
円
】
 

予
算
書

1
8
9
頁
 

 
都

市
計

画
道

路
栄

町
小

八
幡

線
の

う
ち

、
栄

町
地

内
の

市
道

2
68
8
ほ

か
2
路

線
の

用
地

取
得

を
進

め
る

。
ま

た
、
 
 
 

都
市
計
画
道
路
穴
部
国
府
津
線
の
事
業
計
画
に
併
せ
、
取
り
付
け
道
路
の
用
地
取
得
を
進
め
る
。
 

 
（
担
当
課
：
道
水
路
整
備
課
）
  

○
お

城
通

り
地

区
再

開
発

事
業

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  

 
 
 
 
 
【
予
算
額
：
5
7
9
,
6
0
8
千
円
】
 

予
算
書

1
9
3
頁
 

 
埋

蔵
文

化
財

調
査

の
出

土
品

整
理

及
び

報
告

書
を

作
成

す
る

と
と

も
に

、
広

域
交

流
施

設
ゾ

ー
ン

の
整

備
に

伴
い

、
 

事
業
施
行
者
へ
建
設
に
係
る
費
用
を
補
助
し
、
平
成

3
1
年
度
中
の
完
成
を
目
指
す
。
 

（
担
当
課
：
都
市
計
画
課
）
  

○
国

府
津

駅
周

辺
整

備
事

業
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 
 
  

 
  

 
 
 
 

予
算
書

1
9
7
頁
 

 
国
府
津
駅
広
場
周
辺
の
交
通
混
雑
の
緩
和
や
安
全
性
・
利
便
性
の
向
上
を
図
る
た
め
、
広
場
西
側
の
用
地
を
活
用
し
た

周
辺
整
備
に
必
要
と
な
る
実
施
設
計
を
行
う
。
 

（
担
当
課
：
都
市
計
画
課
）
  

○
ま

ち
な

か
緑

化
支

援
事

業
 

－
○新

ま
ち
な
か
緑
化
助
成
事
業
補
助
金
－
 
 
 

 
 
 
 

【
予
算
額
：
6
,
0
0
0
千
円
】
 

予
算
書

1
9
9
頁
 

 
緑
の
基
本
計
画
に
基
づ
き
、
特
に
緑
被
率
の
低
い
小
田
原
駅
周
辺
の
緑
化
を
促
し
、
良
好
な
ま
ち
な
み
景
観
と
賑
わ
い

を
創
出
す
る
た
め
、
公
道
に
面
し
て
建
物
や
敷
地
等
の
緑
化
を
行
う
際
の
材
料
費
や
工
事
費
等
の
費
用
を
助
成
す
る
。
 

 
（
担
当
課
：
み
ど
り
公
園
課
）
 

 ○
久

野
霊

園
管

理
運

営
事

業
 

－
○新

合
葬
式
墓
地
調
査
・
基
本
設
計
委
託
料
－

 
  

  
 
 

予
算
書

2
0
1
頁
 

 
核

家
族

化
の

進
行

や
少

子
化

に
よ

る
世

帯
人

数
の

減
少

等
に

伴
い

、
久

野
霊

園
の

利
用

者
の

う
ち

約
4
割

の
方

が
、
 

後
継

者
を

必
要

と
し

な
い

合
葬

式
墓

地
の

建
設

を
望

ん
で

い
る

と
の

ア
ン

ケ
ー

ト
結

果
が

出
て

い
る

。
そ

こ
で

、
久

野
 
 

霊
園
の
敷
地
内
に
合
葬
式
墓
地
を
建
設
す
る
こ
と
と
し
、
来
年
度
は
測
量
・
地
質
調
査
、
基
本
設
計
を
行
う
。
 

 
（
担
当
課
：
み
ど
り
公
園
課
）
  

○
上

水
道

管
路

等
整

備
事

業
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
予
算
額
：
1
,
9
7
3
,
9
1
4
千
円
】
 

予
算
書

4
6
7
／
4
6
9
頁
 

 
高
田
浄
水
場
と
久
野
配
水
池
を
結
ぶ
送
水
管
の
更
新
等
に
つ
い
て
県
補
助
金
を
財
源
に
実
施
す
る
な
ど
、
基
幹
管
路
及

び
老
朽
管
の
更
新
を
順
次
実
施
す
る
。
ま
た
、
水
道
施
設
に
つ
い
て
は
、
高
田
浄
水
場
の
脱
水
機
施
設
築
造
及
び
中
河
原

1
 
号
配
水
池
の
耐
震
補
強
を
引
き
続
き
推
進
す
る
。
 

（
担
当
課
：
水
道
局
工
務
課
／
給
水
課
／
水
質
管
理
課
〔
水
道
事
業
会
計
〕
）
  

  
(3

) 
豊

か
な

生
活

基
盤

の
あ

る
小

田
原

―
イ

 都
市

基
盤

―
 

86



平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
2
1
 
-
 

 ○
汚

水
管

渠
整

備
事

業
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
【

予
算

額
：

1
,
1
5
7
,
7
9
7
千

円
】

 

予
算
書

5
5
1
／
5
5
5
頁
 

 
快
適
な
生
活
環
境
の
確
保
と
公
共
用
水
域
の
水
質
保
全
を
図
る
た
め
、
下
水
道
の
未
普
及
地
域
に
お
い
て
、
土
地
利
用

の
動
向
や
市
民
の
要
望
を
踏
ま
え
、
汚
水
管
渠
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
老
朽
管
路
の
改
築
や
重
要
な
管
路
の
耐
震
化
を

実
施
す
る
。
 

 
（
担
当
課
：
下
水
道
整
備
課
〔
下
水
道
事
業
会
計
〕
）
 

 ○
雨

水
渠

整
備

事
業

 
 

 
 

 
 
  

 
  

【
予
算
額
：
2
7
6
,
8
0
0
千
円
】
 

予
算
書

5
5
3
頁
 

 
台

風
や

近
年

発
生

し
て

い
る

局
地

的
な

豪
雨

に
加

え
、

都
市

化
の

進
展

に
伴

う
雨

水
浸

透
機

能
の

低
下

に
よ

る
浸

水
 

被
害
の
軽
減
を
図
る
た
め
、
雨
水
渠
整
備
を
実
施
す
る
と
と
も
に
予
防
保
全
の
充
実
を
図
る
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （

担
当
課
：
下
水
道
整
備
課
〔
下
水
道
事
業
会
計
〕）

   

 （
４

）
市

民
が

主
役

の
小

田
原

 

 

市
民

自
治

・
地

域
経

営
 

 〇
都

市
セ

ー
ル

ス
事

業
 

－
○新

小
田
原
市
公
式
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
製
作
費
、
移
住
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業
費
－
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
予
算
書

1
0
1
頁
 

本
市

の
全

体
像

を
正

し
く

伝
え

る
た

め
、

小
田

原
ブ

ッ
ク

の
ブ

ラ
ン

ド
テ

イ
ス

ト
を

加
味

し
た

市
勢

要
覧

を
公

式
 
 

ガ
イ

ド
ブ

ッ
ク

と
し

て
製

作
す

る
と

と
も

に
、

本
市

へ
の

定
住

意
向

を
喚

起
す

る
た

め
、

先
輩

移
住

者
や

市
民

と
共

に
 

移
住
を
イ
メ
ー
ジ
で
き
る
よ
う
な
個
別
ガ
イ
ド
や
移
住
体
感
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
す
る
。
  
 
 
（
担
当
課
：
広
報
広
聴
課
）
 

 

〇
東

京
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・

パ
ラ

リ
ン

ピ
ッ

ク
等

関
連

事
業

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【
予

算
額

：
2
3
,
4
8
9
千

円
】

 

予
算
書

1
0
5
頁
 

東
京

オ
リ

ン
ピ

ッ
ク

・
パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

等
の

開
催

に
よ

る
効

果
の

最
大

化
を

図
る

た
め

、
エ

リ
ト

リ
ア

国
や
 
 
 

ブ
ー
タ
ン
王
国
、
モ
ル
デ
ィ
ブ
共
和
国
の
ホ
ス
ト
タ
ウ
ン
と
し
て
交
流
事
業
を
推
進
す
る
ほ
か
、
事
前
キ
ャ
ン
プ
の
受
入

れ
に
向
け
た
視
察
国
等
の
対
応
、
ア
ス
リ
ー
ト
と
市
民
と
の
交
流
を
図
る
た
め
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
を
開
催
す
る
。
ま
た
、

ラ
グ

ビ
ー

日
本

代
表

チ
ー

ム
の

合
宿

誘
致

や
ラ

グ
ビ

ー
ワ

ー
ル

ド
カ

ッ
プ

日
本

大
会

参
加

国
チ

ー
ム

の
事

前
キ

ャ
ン

プ

誘
致
活
動
を
進
め
る
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
担
当
課
：
企
画
政
策
課
）
        

(3
) 

豊
か

な
生

活
基

盤
の

あ
る

小
田

原
―

イ
 都

市
基

盤
―

 

(4
) 

市
民

が
主

役
の

小
田

原
―

市
民

自
治

・
地

域
経

営
―

 

平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
2
2
 
-
 

 

○
戸

籍
・

住
民

基
本

台
帳

等
管

理
事

務
 

 

○
固

定
資

産
税

・
都

市
計

画
税

賦
課

事
業

 

 
－
○新

証
明
書
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
交
付
サ
ー
ビ
ス
事
業
費
、
○新

証
明
書
郵
便
局
交
付
サ
ー
ビ
ス
事
業
費
－
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【
予
算
額
：
8
3
,
6
8
7
千
円
】
 

予
算
書

1
1
5
／
1
1
7
頁
 

市
民

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
を

図
る

た
め

、
全

国
の

コ
ン

ビ
ニ

エ
ン

ス
ス

ト
ア

（
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

を
利

用
）

及
び

郵
便
局

1
0
局
（
協
定
を
締
結
）
で
、
住
民
票
の
写
し
な
ど
の
証
明
書
を
交
付
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
導
入
す
る
。
 

 
（
担
当
課
：
戸
籍
住
民
課
・
資
産
税
課
）
 

 
 

○
地

域
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
推

進
事

業
 

－
○新

地
域
事
務
局
運
営
費
負
担
金
－
 
 
 
 
 
 【

予
算
額
：
1
,
2
6
0
千
円
】
 

予
算
書

1
2
1
頁
 

地
域

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

組
織

が
、
「

一
人

ひ
と

り
が

つ
な

が
り

、
地

域
の

力
で

課
題

を
解

決
す

る
組

織
」

の
実

現
を

目
指

し
、
自
立
し
た
組
織
運
営
を
す
る
た
め
、
事
務
局
の
設
置
・
運
営
費
用
を
負
担
す
る
。
  
 
 
（
担
当
課
：
地
域
政
策
課
）
  

 
(4

) 
市

民
が

主
役

の
小

田
原

―
市

民
自

治
・

地
域

経
営

―
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平
成
３
０

年
度
 
当

初
予
算

の
概
要
 

-
 
2
3
 
-
 

（
参

考
）

消
費

税
率

引
上

げ
分

の
活

用
 

 ○
平
成

2
6
年

4
月

1
日
か
ら
実
施
し
た
、
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
地
方
消
費
税
増
収
相
当
分
（
平
成

3
0
年
度
本
市

見
込
額

1
3
億

6
千
万
円
）
に
つ
い
て
は
、
そ
の
額
を
社
会
保
障
経
費
に
充
当
す
る
。
 

○
具
体
的
に
は
、
国
の
制
度
に
あ
わ
せ
た
「
社
会
保
障
の
充
実
」
及
び
「
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
社
会
保
障
経
費
の
増
」

に
充
当
し
た
う
え
で
、
社
会
保
障
の
安
定
化
分
と
し
て
、
国
民
健
康
保
険
等
の
社
会
保
障
経
費
の
増
加
に
対
応
す
る
。

 

 

 

（
歳

入
）

　
引

上
げ

分
の

地
方

消
費

税
収

見
込

千
円

（
歳

出
）

　
社

会
保

障
関

係
事

業
に

要
す

る
経

費
千

円

6
4
4
,2

6
0

7
4
,0

5
7

3
,5

0
0

8
,0

8
0

4
7
,5

9
4

5
1
1
,0

2
9

1
8
1
,2

7
5

3
,0

9
5

2
4
,6

0
0

1
4
,4

8
0

1
1
,8

5
1

1
2
7
,2

4
9

4
,4

8
0
,9

0
5

3
,1

0
1
,9

5
7

6
3
,2

1
5

1
1
2
,0

9
9

1
,2

0
3
,6

3
4

1
4
,6

6
4

1
,2

2
0

1
,1

4
5

1
2
,2

9
9

9
,0

6
5
,5

2
9

4
,6

2
4
,8

9
1

8
,8

0
0

1
,1

9
3
,9

3
6

2
7
5
,8

6
5

2
,9

6
2
,0

3
7

5
,6

6
9
,0

1
2

4
,1

7
3
,9

5
8

8
0
,6

6
8

1
2
0
,5

0
4

1
,2

9
3
,8

8
2

2
0
,0

5
5
,6

4
5

1
1
,9

7
7
,9

5
8

3
6
,9

0
0

1
,3

6
1
,5

9
9

5
6
9
,0

5
9

6
,1

1
0
,1

2
9

1
,7

1
6
,0

0
0

6
9
9
,3

7
6

8
6
,6

1
5

9
3
0
,0

0
9

2
,2

8
5
,5

6
1

2
1
,9

2
7

1
9
2
,8

5
9

2
,0

7
0
,7

7
5

2
,1

6
5
,1

2
3

2
8
9
,0

3
7

1
5
9
,8

4
0

1
,7

1
6
,2

4
6

6
,1

6
6
,6

8
4

1
,0

1
0
,3

4
0

4
3
9
,3

1
4

4
,7

1
7
,0

3
0

1
,4

2
2
,8

8
5

3
2
5
,0

2
8

8
9
,0

5
1

8
5
,9

4
9

9
2
2
,8

5
7

7
0
7
,8

8
3

2
0
,5

8
4

4
2
,9

4
0

5
4
,8

9
9

5
8
9
,4

6
0

1
,1

4
4
,0

9
5

2
0
,2

1
9

7
2
,4

0
6

8
9
,5

8
4

9
6
1
,8

8
6

9
3
,1

9
8

1
4
,1

0
0

1
,5

9
4

6
,6

0
3

7
0
,9

0
1

1
,3

4
5
,0

0
0

1
1
4
,5

9
2

1
,2

3
0
,4

0
8

4
,7

1
3
,0

6
1

3
6
5
,8

3
1

1
4
,1

0
0

2
0
5
,9

9
1

3
5
1
,6

2
7

3
,7

7
5
,5

1
2

3
0
,9

3
5
,3

9
0

1
3
,3

5
4
,1

2
9

5
1
,0

0
0

1
,5

6
7
,5

9
0

1
,3

6
0
,0

0
0

1
4
,6

0
2
,6

7
1

※
児

童
福

祉
費

に
は

、
放

課
後

児
童

健
全

育
成

事
業

、
就

学
支

援
事

業
を

含
み

ま
す

。

合
計

保
健

衛
生

医
療

助
成

費

保
健

衛
生

総
務

費

予
防

費

保
健

セ
ン

タ
ー

費

病
院

費

小
計

生
活

保
護

費

小
計

社
会

保
険

国
民

健
康

保
険

費

介
護

保
険

費

後
期

高
齢

者
医

療
費

小
計

市
債

そ
の

他
引

上
げ

分
の

地
方

消
費

税
収

そ
の

他

社
会

福
祉

社
会

福
祉

総
務

費

老
人

福
祉

費

障
害

者
福

祉
費

社
会

福
祉

セ
ン

タ
ー

費

児
童

福
祉

費

1
,3

6
0
,0

0
0

3
0
,9

3
5
,3

9
0

事
業

名
経

　
費

財
源

内
訳

特
定

財
源

一
般

財
源

国
県

支
出

金

88



小田原市 行財政運営上の課題 ① （市政フェーズの過渡期）

地方行財政ビジョン研究会第２回 【資料４】 行財政運営上の課題・単独事業の状況 １

様々な課題
⼈⼝減少

少⼦⾼齢化

インフラの⽼朽化

⼦どもを取り巻
く問題

財政難

 過去からの課題解決
 既存事業の最適化

 「持続可能な地域社会モデル」づくり
 「新しい⼩⽥原」へのチャレンジ

受動

2008年 2018年問題解決能⼒の⾼い地域へ

能動

資料４

小田原市 行財政運営上の課題 ② （人口、市税収入、市債残高、財政調整基金の推移）

地方行財政ビジョン研究会第２回 【資料４】 行財政運営上の課題・単独事業の状況 ２

1998年 2007年 2016年 1998〜
2007年

2007〜
2016年

⼈⼝(⼈) 200,329 198,881 193,313
△1,448

(△0.7％)
△5,568

(△2.9％)

市税(億円) 349 347 332
△2

(△0.6％)
△15

(△4.3％)

負債(億円)
市債と公社の債務残⾼等を合
わせた数字

1,606 1,492 1,118
△114

(△7％)
△374

(△25％)

財政調整基⾦(億円) 36.5 15.1 56.9
△21.4

(△59％)
41.8

(277％)

⼈⼝減少のなか、負債を減らし、蓄えを増やしてきた10年
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小田原市 行財政運営上の課題 ③ （目指すべき「持続可能な地域社会モデル」）

地方行財政ビジョン研究会第２回 【資料４】 行財政運営上の課題・単独事業の状況 ３

 いのちを⽀える豊かな⾃然環境がある

 ⾃然と共存し⼈々と⼿を携えていく意識と⼒を持つ⼈間が育っている

 基礎的な社会単位である地域コミュニティの絆が結ばれている

 ⼈が⽣まれ、育ち、暮らし、⽼いていく、その営みを、社会全体が敬意を
持って⽀えている

 喜びも苦しみも、みんなで分かち合う⽂化や仕組みを、社会として共有し
ている

 地域の資源を⽣かした、地に⾜の着いた経済活動が根付いている

 暮らしや経済を⽀えるさまざまな社会資本は、計画的にメンテナンスが施
され危なげない状態にある

 地域の運営をつかさどる基礎⾃治体は、地⽅政府と呼べる総合⼒と、市⺠
⼀⼈ひとりへの細かな配慮を併せ持っている

※ 関連資料 →【参考4】後期基本計画重点テーマの取組（平成29年度）

小田原市 行財政運営上の課題 ④ （持続可能な財政運営に向けた課題）

地方行財政ビジョン研究会第２回 【資料４】 行財政運営上の課題・単独事業の状況 ４

 財源の確保

⼤規模な建設事業（お城通り地区再開発事業、交流促進施設等整備事業、市⺠ホール整
備事業、斎場整備運営事業、焼却施設基幹的設備改良事業、市⽴病院等）、歴史的建造
物や学校施設の改修など、円滑に事業推進が図られるよう国庫⽀出⾦等の財源を確保す
る必要がある。

 市債発行額の抑制と基金残高の確保

⼤規模な建設事業の実施に伴い、第3次実施計画期間の⼀般会計の市債発⾏額は増加する
ことが予想されることから、できる限り市全体の市債等残⾼の減少に努める必要がある。
また、歳⼊確保と同時に歳出抑制を働きかけるなど、⼀般財源の涵養に努め、決算剰余
⾦の確保とともに、財政調整基⾦の残⾼確保に努める必要がある。

 地方交付税と臨時財政対策債の見直し

国の地⽅交付税原資の不⾜により、本来措置されるべき交付税のうち、約6割が実質的な
「⾚字債」である臨時財政対策債に振り返られており（県内⾃治体）、本市市債残⾼の
約5割（平成29年度末時点 臨財債：約238億円／全体：約466億円）にまで累増してい
ることから、交付税財源の確保と臨時財政対策債の⾒直しを国に求めていく必要がある。

 公会計の活用

地⽅財政の全⾯的な「⾒える化」に係る取組を進める流れの中で、H28年度決算から統
⼀的な基準による財務書類等の整備を⾏った。H30年度以降は、スムーズな財務書類等
の作成とともに、その活⽤を検討し、今後の⾏財政運営に反映する必要がある。
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小田原市 単独事業の状況 ① （地方財政状況調査90表 区分別単独事業の割合）

地方行財政ビジョン研究会第２回 【資料４】 行財政運営上の課題・単独事業の状況 ５

区分 歳出合計 単独合計 単独割合 主な単独事業（カッコ内は⼀般財源）

少⼦化対策等（⺠⽣費のうち児童福祉費） 9,212 2,229 24 ％ 公立保育所管理運営事業（290）、児童プラザ管理運営事業（6）、
地域子育てひろば事業・プレイパーク事業（1）

⾼齢化対策等（⺠⽣費のうち⽼⼈福祉費） 4,541 4,432 98 ％ 生きがいふれあいセンター管理運営事業（64）、敬老事業・長寿
祝事業（39）、シルバー人材センター運営補助事業（13）

社会福祉等（⺠⽣費のうち上記・災害救助費を除く） 13,417 3,131 23 ％ 市社会福祉協議会助成事業（92）、障がい者交通費助成事業
（56）、ケアタウン推進事業（3）

災害救助（⺠⽣費のうち災害救助費） 2 2 100 ％

環境対策等（衛⽣費のうち清掃費） 3,640 3,103 85 ％ ごみ収集運搬事業（396）、焼却灰等資源化事業（394）、
生ごみ堆肥化推進事業（2）

健康対策等（衛⽣費のうち清掃費を除く） 3,991 3,841 96 ％ 病院事業会計負担金（1,345）、妊婦健康診査事業（100）、
再生可能エネルギー導入促進事業（16）

雇⽤・失業対策等（労働費） 175 175 100 ％ 勤労者福利厚生活動支援事業（6）、若年者雇用支援事業（2）、
勤労者融資等支援事業（その他財源150）

農林⽔産業振興等（農林⽔産業費） 981 722 74 ％ 地域産木材利用拡大事業（40）、水産資源環境保護事業（1）、
農産物地産地消促進事業（1）

地域産業振興等（商⼯費） 1,045 985 94 ％ 観光協会支援事業（126）、企業誘致促進事業（116）、
商店街団体等補助事業（31）

地域基盤整備等（⼟⽊費） 7,217 5,919 82 ％ 下水道事業会計補助金（2,250）、小田原地下街事業特別会計
繰出金（175）、道路管理事業（113）

防災対策等（消防費） 3,809 3,733 98 ％ 広域消防事業特別会計繰出金（2,340）、消防団員事業（67）、
消防水利施設等整備事業（16）

⼈材育成等（教育費） 6,028 4,647 77 ％ 学校給食事業（337）、教育ネットワーク整備事業（176）、
かもめ図書館管理運営事業（137）、外国語教育推進事業（30）

災害復旧等（災害復旧費） 6 0 0 ％

管理的経費（総務費） 7,994 7,759 97 ％ 都市セールス事業（453）、地域防犯灯整備事業（67）、
市民交流センター管理運営事業（59）

その他（議会費、公債費、諸⽀出⾦等） 5,658 5,502 97 ％ 元金償還金（3,857）、議会調査研究事業（22）

合 計 67,715 46,180 68 ％
※事業費は地方財政状況調査90表（平成29年度普通会計決算）から抽出。主な単独事業は平成30年度予算から抽出。

（百万円）

小田原市 単独事業の状況 ② （児童福祉費・老人福祉費における補助事業・単独事業）

地方行財政ビジョン研究会第２回 【資料４】 行財政運営上の課題・単独事業の状況 ６

少⼦化対策等（児童福祉費） ⾼齢化対策等（⽼⼈福祉費）

【補助事業】
ファミリー・サポート・センター管理運営事業
⼦育て⽀援拠点管理運営事業
児童⼿当⽀給事業
養育⽀援家庭訪問事業
児童相談事業
教育・保育関連事務
⺠間施設等運営費補助事業
多様な保育推進補助事業
認可外保育施設⽀援事業
教育・保育の提供体制推進事業
児童扶養⼿当⽀給事業
⺟⼦家庭等⾃⽴⽀援事業

【単独事業】
児童遊園地管理補助事業
⼦育て⽀援フェスティバル開催事業
⼦ども・⼦育て⽀援事業計画推進事業
地域⼦育てひろば事業
プレイパーク事業
児童プラザ管理運営事業
乳児家庭全⼾訪問事業
公⽴保育所管理運営事業

【補助事業】
社会福祉法⼈等利⽤者負担軽減事業
⽼⼈クラブ活動補助事業

【単独事業】
独居⽼⼈等緊急通報システム事業
福祉タクシー利⽤助成事業
⾼齢者救急要請カード配付事業
⽼⼈ホーム⼊所等措置事業
⽼⼈ホーム⼊所判定事業
緊急⼀時⼊所事業
介護保険施設等整備費補助事業
鴨宮ケアセンター管理運営事業
⾼齢者福祉介護計画策定事業
⾼齢者はり・きゅう・マッサージ等施術費助成事業
敬⽼⾏事・⻑寿祝事業
福寿カード交付事業
シルバー⼈材センター運営補助事業
アクティブシニア応援ポイント事業
⽣きがいふれあいセンター管理運営事業
前⽻福祉館管理運営事業
下中⽼⼈憩の家管理運営事業
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小田原市 単独事業の状況 ③ （対応しきれていないニーズ事例 ①）

地方行財政ビジョン研究会第２回 【資料４】 行財政運営上の課題・単独事業の状況 ７

教育現場での人的支援体制（支援教育事業）

 特別⽀援学級在籍数の増加に加え、通常学級の中にも発
達障害等の教育的⽀援が必要な児童⽣徒が増加傾向にあ
るが、補助員等の配置が⼗分⾏き届いていない。また、
医療的ケアを必要とする児童⽣徒の安全を確保するため
の看護師等の拡充も課題。

 国庫補助事業（教育⽀援体制整備事業費補助⾦、1/3 ）
だが、平成30年度予算122,538千円に対し、国庫は
6,207千円。特別⽀援教育⽀援員配置に係る経費は地財
措置されている。

特別⽀援学級
児童数

就学前相談数
（新就学児）

H20 144 54
H25 165 113
H27 203 148
H28 233 168
H29 263 188

（人）

 各地域の主体的なまちづくりと課題解決の取組に向け、
地域別計画を策定し、その推進のための地域コミュニ
ティ組織が26の⾃治会連合会単位に設置されている。

 平成30年度予算7,893千円の単独事業。地域ごとに、福
祉健康、防災、交通、防犯、⼦育て等の主体的な取組が
展開されており、今後は、地域事務局の⼈的な運営⽀援
や活動の場の確保（公共施設再配置計画との連携）を進
めていく。地域の課題解決における財源確保も今後の課
題となっている。

地域コミュニティにおける課題解決（地域コミュニティ推進事業）

地域活動（富水地区）

小田原市 単独事業の状況 ③ （対応しきれていないニーズ事例 ②）

地方行財政ビジョン研究会第２回 【資料４】 行財政運営上の課題・単独事業の状況 ８

市有建築物・設備機器の修繕・更新

 本市の公共建築物は築30年以上の⾯積が約8
割を占め、建替えや設備更新が⼀⻫に来るこ
とが想定され、60年で更新する場合の財源不
⾜を1,070億円と推計している。現在は、計
画的な保全と⻑寿命化、機能・配置・運営の
⾒直しと総量縮減、公⺠連携や近隣⾃治体と
の連携を柱に取組を進めている。

 財源不⾜については、再編（総⾯積の約18％
縮減）による680億円、築70年まで⻑寿命化
することによる390億円のコスト削減⽬標を
掲げている。

 施設の機能向上や統廃合等については国庫等
が想定され、活⽤できる場合にはそれらを積
極的に確保しながら取組を進めているが、単
純な更新（例えば、耐⽤年数を過ぎた空調設
備の更新など）は単独事業となり、今後、そ
の箇所が相当数増えていくことが想定されて
いる。計画的な修繕を⾒込んでいるが対応し
きれていない現状があり、今後その財源をど
のように確保していくかが課題。

 また、建築物に限らず、既存の⽼朽化した防
災⾏政無線の更新に対する補助制度がなく、
維持し続けていくには多額の費⽤が発⽣する。
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■ ⼩⽥原市の財政推計について 2018/07/27 ⼩⽥原市総務部財政課

１ 基礎となる数値と考え方

（１）基本的な考え方

平成27年度決算額をベースに、平成28年度実績等を加味したうえで、国の制度変更等の不透明な要素は除外し、現行の税財政制度及び政策が

続く仮定のもと、今後の一般会計の歳入・歳出額を推計しました。

（２）人口推計

平成27年度は本市の例月統計数値とし、平成28年度以降は国立社会保障・人口問題研究所の推計値をベースに増減率を考慮して算定しました。

（３）大規模事業

予算措置を行うなど、現在継続して推進している事業（お城通り地区再開発事業、小田原漁港交流促進施設整備事業など）、及び今後想定され

ている投資的事業（市民ホール整備事業、市立病院建て替えなど）の整備費及び運営費等について、現時点における見込み額等を反映しました。

２ 積算の方法（条件設定）

ア 歳入

主な推計項目 積算根拠

市税 過去実績の増減率や人口推計を反映

国県支出金 過去実績や事業規模見込から積算

市債 事業規模見込から積算

その他 過去実績等から積算

主な推計項目 積算根拠

人件費 過去実績に採用や退職者見込数等を加算

扶助費・繰出金 過去実績に高齢者数等の見込み数を反映

投資的経費 大規模事業影響額(ランニングコストを含む)

その他 過去実績等から積算

イ 歳出

参考１

117 118 118 

112 
109 

89 
92 

96 96 
93 

96 95 

100 101 101 101 
104 

106 102 
100 

102 
99 97 

105 

112 

140 

149 
153 154 

160 

169 

177 

182 

188 
191 

194 196 
198 

200 
202 

205 
208 209 210 

207 
205 

52 
47 

40 

47 

53 

74 

90 

73 74 

87 

99 

84 
70 

40 
37 

33 33 33 33 33 33 33 33 

69 71 71 70 
72 

95 

101 101 

81 

89 

96 
100 

102 104 104 
106 

109 109 108 109 108 109 109 
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H 2 0 H 2 1 H 2 2 H 2 3 H 2 4 H 2 5 H 2 6 H 2 7 H 2 8 H 2 9 H 3 0 H 3 1 H 3 2 H 3 3 H 3 4 H 3 5 H 3 6 H 3 7 H 3 8 H 3 9 H 4 0 H 4 1 H 4 2

歳出推移

扶 助 費

繰 出 金

人 件 費

投資的経費

342 

329 
321 322 319 

324 
329 330 331 330 

324 326 327 
320 321 322 

317 318 318 
313 314 315 

310 

98 

142 
133 

139 138 
141 

157 156 158 

168 

178 176 
172 

167 169 170 172 174 176 177 178 176 174 

25 

43 
36 36 

46 

56 

73 

53 
46 

56 
65 65 61 

45 47 
43 47 47 48 

52 53 54 57 
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歳入推移

市 税

国県支出金

市 債

３ 歳入・歳出ごとの主な費目の推移

（億円） （億円）

93



小田原市 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

歳入合計 710.9 712.8 730.8 713.4 701.3 663.0 645.0 642.6 643.9 647.3 652.2 653.2 656.4 658.2 655.9

歳出合計 675.9 678.0 705.5 693.2 688.3 662.5 658.8 660.1 670.1 674.8 675.1 674.4 680.0 682.8 680.8

歳入歳出差額 35.0 34.8 25.3 20.2 13.0 0.5 △ 13.8 △ 17.5 △ 26.2 △ 27.5 △ 22.9 △ 21.2 △ 23.6 △ 24.6 △ 24.9

累積収支 35.0 34.8 25.3 20.2 13.0 0.5 △ 13.8 △ 31.3 △ 57.5 △ 85.0 △ 107.9 △ 129.1 △ 152.7 △ 177.3 △ 202.2

４ 歳入・歳出合計及び歳入歳出差額の推移

（単位：億円）

35 35
25 20
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1
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（億円） 歳入歳出差額の推移

歳入歳出差額 累積収支

■ 本市⾏⾰⽬標額を達成した場合 （H34：14.5億円）

行革による効果 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

行革目標額 0.0 2.9 5.8 8.7 11.6 14.5 14.5 14.5 14.5 14.5 14.5 14.5 14.5 14.5

行革目標額（累計） 0.0 2.9 8.7 17.4 29.0 43.5 58.0 72.5 87.0 101.5 116.0 130.5 145.0 159.5

累積収支 35.0 34.8 25.3 20.2 13.0 0.5 △ 13.8 △ 31.3 △ 57.5 △ 85.0 △ 107.9 △ 129.1 △ 152.7 △ 177.3 △ 202.2

累積差額 35.0 34.8 28.2 28.9 30.4 29.5 29.7 26.7 15.0 2.0 △ 6.4 △ 13.1 △ 22.2 △ 32.3 △ 42.7
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（億円） 本市行革目標額を達成した場合の累計額

行革目標額：14.5億円

行革目標額（累計）

（単位：億円）

平成29年３月に策定した第２次小田原市行政改革指針において、平成34年度までの行政改革により14.5億円の行革効果を達成することを目標にし

ています。

今回示した本市の財政推計では、平成42年度までに約202億円の収支不足に陥る厳しい財政状況を示しており、引き続き財政健全化を推進していく

必要があります。そこで、本市の財政推計に、第２次小田原市行政改革指針で掲げる平成34年度までの目標額を達成した場合の効果を重ねると、以

下に示す状況になります。

行政改革指針で掲げる14.5億円の目標額は、選択と集中による事務事業の見直しや補助金や負担金の適正化、受益者負担の適正化等により達成

することとしています。しかし、この目標額の達成には、市民の皆様に今まで以上の負担をお願いするなど、市民生活に大きな影響を与えてもなお

ハードルが高い目標であり、それでもなお、将来的には更なる不足が見込まれる厳しい状況が示されています。
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累積収支_小田原市

行革目標額（累計）

累積差額

94



平
成

2
9
年

度
～

3
9
年

度
に

小
田

原
市

で
行

う
大

型
投

資
（

５
億

円
以

上
）

を
す

る
 

事
業

名
及

び
事

業
費

 事
業

名
 

概
算

事
業

費
 

整
備

時
期

 

市
民

ホ
ー

ル
整

備
事

業
 

老
朽

化
が

進
む

小
田

原
市

民
会

館
を

建
替

え
、

本
市

の
芸

術
文

化
活

動

の
拠

点
と

な
る

市
民

ホ
ー

ル
を

整
備

 

６
３

億
円

 

施
設
整
備

費
 

H
3
1
～

3
2
 

年
度

 

お
城

通
り

地
区

再
開

発
事

業
 

広
域

交
流

施
設

ゾ
ー

ン
に

お
い

て
、

商
業

・
業

務
、

公
共

・
公

益
施

設

を
配

置
し

、
複

合
集

客
施

設
と

広
場

を
一

体
的

に
整

備

１
２

億
円

 

公
共
公
益

施
設
整
備

に
係
る

補
助
額
 

H
3
0
～

3
1
 

年
度

 

交
流

促
進

施
設

等
整

備
事

業
 

交
流

人
口

拡
大

と
魚

の
消

費
拡

大
を

通
じ

て
、

水
産

業
の

振
興

と
地

域

活
性

化
を

図
る

交
流

促
進

施
設

を
、

新
港

埋
立

造
成

地
の

一
部

に
整

備

６
.
９

億
円

 

施
設
整
備

費
 

H
2
9
～

3
0
 

年
度

 

焼
却

施
設

管
理

運
営

事
業

 

焼
却

炉
等

の
老

朽
化

が
進

む
環

境
事

業
セ

ン
タ

ー
の

基
幹

的
設

備
改

良

工
事

を
実

施
し

、
省

エ
ネ

化
と

二
酸

化
炭

素
排

出
量

を
削

減
 

４
９

.
３

億
円

 

基
幹
的
設

備
改
良
工

事
費
 

H
2
8
～

3
1
 

年
度

 

斎
場

整
備

事
業

 

施
設

の
老

朽
化

や
今

後
の

火
葬

需
要

に
対

応
す

る
た

め
、

施
設

整
備

か

ら
維

持
管

理
運

営
ま

で
を

一
括

契
約

す
る

P
F
I 

手
法

に
よ

り
事

業
を

実
施

３
１

.
５

億
円

 

施
設
整
備

費
 

小
田
原
市

負
担
分
は

内
数
 

H
2
8
～

3
1
 

年
度

 

消
防

庁
舎

再
整

備
事

業
（
広

域
消
防

事
業
特
別

会
計
）
 

消
防

署
所

再
整

備
計

画
に

基
づ

き
、

消
防

署
所

の
適

正
配

置
を

実
現

す

る
た

め
、

計
画

的
に

消
防

庁
舎

の
再

整
備

（
岡

本
・

豊
川

）
を

実
施

未
定

 
H
3
1
～

3
2
 

年
度

 

情
報

通
信

施
設

整
備

事
業

（
広
域
消

防
事
業
特

別
会
計

）
 

消
防

情
報

指
令

シ
ス

テ
ム

の
更

新
等

の
実

施
未

定
 

未
定

 

市
立

病
院

再
整

備
検

討
事

業
（

病
院
事

業
会
計

）
 

施
設

の
老

朽
化

や
高

度
で

専
門

的
な

医
療

に
適

切
に

対
応

す
る

た
め

、

市
立

病
院

の
再

整
備

に
向

け
た

検
討

を
進

め
る

未
定

 
未

定
 

水
産

市
場

施
設

再
整

備
検

討
事

業
 

（
公
設
地

方
卸
売
市

場
特
別

会
計
）
 

新
た

な
市

場
機

能
の

整
理

な
ど

水
産

市
場

施
設

の
再

整
備

に
向

け
た

検

討
を

進
め

る

未
定

 
未

定
 

※
 
お
だ
わ
ら

T
R
Y
プ
ラ
ン
第

3
次
実
施
計
画
（
H
2
9
～
3
1
年
度
）
か
ら
事
業
を
抽
出
。
以
後
（
H
3
2
～
）
は
、
お
だ
わ
ら

T
R
Y
プ
ラ
ン
基
本
計
画
（
H
2
9
～

34
年
度
）
か
ら
事
業
を
抽
出
。
 

※
 
概
算
事
業
費
に
は
、
一
般
財
源
の
ほ
か
、
国
県
支
出
金
や
地
方
債
等
を
含
む
。
 

参
考
２

平
成

３
０
年

度
予

算
編

成
方

針

1

Ⅰ
 

日
本

経
済

の
現

状
と

国
の

動
向

我
が

国
の

経
済

は
、

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
や

企
業

収
益

が
過

去
最

高
の

水
準

を
達

成

し
、

失
業

率
も

2
.
8
％

と
、

2
2
年

ぶ
り

に
低

水
準

と
な

る
な

ど
、

雇
用

・
所

得

環
境

は
大

き
く

改
善

し
、

全
国

で
経

済
の

好
循

環
が

着
実

に
進

展
し

て
い

る
。

先
行

き
に

つ
い

て
も

、
海

外
経

済
の

不
確

実
性

や
金

融
資

本
市

場
の

変
動

の
影

響
等

を
注

視
す

る
必

要
は

あ
る

も
の

の
、

緩
や

か
な

回
復

基
調

が
続

く
も

の
と

期
待

さ
れ

て
い

る
。

し
か

し
な

が
ら

、「
経

済
財

政
運

営
と

改
革

の
基

本
方

針
2
0
1
7
」（

平
成

2
9
年

6
月

9
日

閣
議

決
定

）
」

で
は

、
こ

の
よ

う
に

雇
用

・
所

得
環

境
が

改
善

す
る

一

方
、

人
口

減
少

、
少

子
高

齢
化

な
ど

の
構

造
的

な
問

題
の

ほ
か

、
潜

在
成

長
力

の
伸

び
悩

み
や

将
来

不
安

か
ら

の
消

費
の

伸
び

悩
み

、
中

間
層

の
活

力
低

下
と

い
っ

た
課

題
を

挙
げ

、
こ

う
し

た
課

題
に

対
す

る
取

組
と

し
て

、
働

き
方

改
革

の
推

進
や

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
の

促
進

な
ど

を
図

り
、「

人
材

へ
の

投
資

に
よ

る
生

産
性

向
上

」
を

実
現

し
て

い
く

こ
と

で
潜

在
成

長
力

を
引

き
上

げ
る

と
と

も
に

、

地
方

創
生

や
中

小
企

業
支

援
を

進
め

、
安

全
で

安
心

な
暮

ら
し

と
経

済
社

会
の

基
盤

を
確

保
し

て
い

く
こ

と
と

し
て

い
る

。

ま
た

、
地

方
行

財
政

に
つ

い
て

、
「

経
済

・
財

政
再

生
計

画
」

の
も

と
、

国
・

地
方

を
通

じ
た

経
済

再
生

・
財

政
健

全
化

に
取

り
組

む
と

同
時

に
、

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
効

率
化

・
重

点
化

に
向

け
、

新
公

会
計

制
度

に
よ

る
類

似
団

体
間

で
の

コ
ス

ト
の

「
見

え
る

化
」

等
を

通
じ

て
地

方
行

財
政

の
改

革
を

推
進

す
る

と
し

て
い

る
。

 

そ
し

て
、

平
成

3
0
年

度
の

予
算

編
成

の
基

本
的

な
考

え
方

に
お

い
て

、
「

経

済
・

財
政

再
生

計
画

」
及

び
「

経
済

・
財

政
再

生
ア

ク
シ

ョ
ン

・
プ

ロ
グ

ラ

ム
」

等
に

基
づ

く
経

済
・

財
政

一
体

改
革

を
加

速
し

、
経

済
再

生
な

く
し

て
財

政
健

全
化

な
し

と
の

方
針

の
も

と
、

デ
フ

レ
脱

却
・

経
済

再
生

、
歳

出
改

革
、

歳
入

改
革

と
い

う
「

3
つ

の
改

革
」

を
確

実
に

進
め

て
い

く
必

要
が

あ
る

と
し

て
い

る
。

Ⅱ
 

本
市

の
財

政
見

通
し

平
成

3
0
年

度
の

財
政

を
見

通
す

と
、
歳

入
に

つ
い

て
は

緩
や

か
な

景
気

の
回

復
基

調
を

受
け

、
自

主
財

源
の

根
幹

と
な

る
市

税
収

入
に

お
い

て
、

法
人

市
民

税
が

企
業

業
績

の
改

善
な

ど
か

ら
増

収
が

見
込

ま
れ

る
一

方
、

経
済

の
不

確
実

参
考

３
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2

性
の

高
ま

り
や

評
価

替
え

に
伴

う
固

定
資

産
税

の
減

収
等

に
よ

り
、

市
税

全
体

と
し

て
は

大
幅

な
減

収
と

な
る

見
込

み
で

あ
る

。
依

存
財

源
に

つ
い

て
は

、
国

・

県
支

出
金

に
つ

い
て

、
社

会
保

障
関

係
費

の
増

嵩
に

応
じ

た
増

加
を

見
込

む
も

の
の

、
国

の
各

種
施

策
と

そ
れ

に
伴

う
財

源
措

置
は

今
後

の
動

向
を

注
視

す
る

必
要

が
あ

る
。

ま
た

、
現

在
、

国
で

は
地

方
財

政
対

策
に

つ
い

て
自

治
体

の
基

金
保

有
高

を
勘

案
し

た
地

方
交

付
税

制
度

の
見

直
し

を
検

討
す

る
な

ど
、

市
に

と
っ

て
こ

れ
ま

で
以

上
に

厳
し

い
状

況
と

な
る

こ
と

も
考

え
ら

れ
る

。
さ

ら
に

、

市
債

発
行

で
は

、
大

規
模

事
業

の
実

施
に

伴
う

発
行

増
も

見
込

ま
れ

て
い

る
。

 

一
方

、
歳

出
に

お
い

て
は

、
退

職
者

数
の

増
に

伴
う

人
件

費
の

増
加

や
、

医

療
給

付
費

、
障

害
者

自
立

支
援

給
付

費
等

の
扶

助
費

、
医

療
・

社
会

保
障

分
野

な
ど

の
特

別
会

計
へ

の
繰

出
金

等
は

、
引

き
続

き
増

加
す

る
も

の
と

見
込

ま
れ

る
。

そ
し

て
、

大
規

模
事

業
の

進
捗

に
伴

う
投

資
的

経
費

に
加

え
、

様
々

な
行

政
需

要
の

増
加

が
見

込
ま

れ
る

中
、

財
源

不
足

に
よ

る
厳

し
い

当
初

予
算

編
成

に
な

る
こ

と
が

想
定

さ
れ

る
。

 

昨
夏

に
公

表
し

た
本

市
の

財
政

推
計
「

平
成

2
8
年

度
 

小
田

原
市

の
財

政
推

計
」

を
時

点
修

正
し

た
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
に

お
い

て
、

近
い

将
来

の
深

刻
な

財
源

不
足

が
懸

念
さ

れ
て

お
り

、
大

胆
な

事
務

事
業

の
見

直
し

や
施

設
の

統
廃

合
な

ど
に

で
き

る
だ

け
早

期
に

取
り

組
む

と
と

も
に

、
重

点
的

な
事

業
に

財
源

を
集

中
す

る
こ

と
が

必
要

と
な

っ
て

い
る

。
 

Ⅲ
 

基
本

的
な

考
え

方
 

上
記

の
財

政
見

通
し

を
踏

ま
え

、
平

成
3
0
年

度
予

算
編

成
に

お
い

て
は

、
次

の
基

本
方

針
に

よ
り

予
算

編
成

を
行

う
。

 

【
基

本
的

方
針

】
 

１
 

「
お

だ
わ

ら
T
R
Y
プ

ラ
ン

」
第

3
次

実
施

計
画

の
推

進
 

・
第

3
次

実
施

計
画

に
位

置
付

け
た

施
策

を
着

実
に

推
進

す
る

た
め

、
既

定
の

財
源

を
確

実
に

確
保

す
る

と
と

も
に

、
最

少
の

経
費

に
よ

り
最

大
限

の
成

果

が
得

ら
れ

る
よ

う
に

手
法

等
の

内
容

の
精

査
に

努
め

る
こ

と
。

 

２
 

優
先

順
位

付
け

の
徹

底
 

・
優

先
的

に
取

り
組

む
必

要
が

あ
る

施
策

に
予

算
が

重
点

配
分

さ
れ

る
よ

う
、

厳
格

な
優

先
順

位
付

け
を

行
う

こ
と

。
 

3

３
 

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
に

基
づ

く
優

先
順

位
付

け
 

・
施

設
の

老
朽

化
度

や
安

全
性

の
確

保
等

の
観

点
に

基
づ

き
、

市
有

建
築

物
の

計
画

的
な

維
持

修
繕

等
を

行
う

た
め

、
全

庁
に

わ
た

っ
て

の
優

先
順

位
付

け

を
行

い
、

予
算

を
配

分
す

る
。

 

４
 

行
財

政
改

革
の

推
進

 

・「
第

2
次

小
田

原
市

行
政

改
革

指
針

」
に

基
づ

く
行

革
効

果
額

を
達

成
す

る
た

め
、

選
択

と
集

中
に

よ
る

新
た

な
行

革
の

取
組

や
既

存
事

業
の

見
直

し
の

検

討
を

行
っ

た
上

で
確

実
に

取
り

組
む

こ
と

。
 

５
 

財
源

の
確

保
 

・
社

会
保

障
や

社
会

資
本

整
備

分
野

、
ま

た
、

地
方

創
生

関
連

な
ど

の
国

県
等

の
各

種
制

度
設

計
や

様
々

な
支

援
の

枠
組

み
を

注
視

し
、

事
業

推
進

に
適

し

た
財

源
の

確
保

に
全

力
を

挙
げ

る
こ

と
。

・
市

有
財

産
の

有
効

活
用

や
不

要
な

資
産

の
売

却
な

ど
、

柔
軟

な
発

想
で

歳
入

の
確

保
に

つ
い

て
検

討
す

る
こ

と
。

 

Ⅳ
 

全
般

的
留

意
事

項
 

１
 

市
議

会
、

監
査

委
員

等
の

意
見

の
反

映
 

・
平

成
2
8

年
度

決
算

に
係

る
決

算
特

別
委

員
会

で
の

審
査

結
果

及
び

監
査

委

員
の

審
査

意
見

書
並

び
に

市
議

会
本

会
議

等
に

お
け

る
指

摘
事

項
等

に
つ

い

て
は

、
内

部
で

十
分

に
検

討
し

、
予

算
に

反
映

さ
せ

る
こ

と
。

 

２
 

年
間

予
算

の
編

成
 

・
 国

県
等

の
動

向
や

社
会

経
済

情
勢

等
を

十
分

に
見

極
め

て
、

年
間

予
算

を
編

成
す

る
こ

と
。

な
お

、
年

度
中

途
の

補
正

予
算

は
、

法
令

・
制

度
の

改
正

、

災
害

復
旧

等
の

や
む

を
得

な
い

事
情

に
よ

る
も

の
及

び
当

初
予

算
編

成
段

階

で
協

議
し

た
も

の
に

限
る

。
 

３
 

庁
内

分
権

の
推

進
 

・
 政

策
的

判
断

を
要

す
る

経
費

以
外

の
部

局
経

費
に

つ
い

て
は

、
部

局
長

・
副

部
局

長
を

中
心

と
し

た
各

部
局

の
裁

量
に

委
ね

る
予

算
配

分
（

総
額

管
理

枠

配
分

方
式

）
に

よ
る

予
算

編
成

を
実

施
す

る
。

枠
配

分
外

の
経

費
（

政
策

的

経
費

）
に

つ
い

て
は

１
件

査
定

を
行

う
。
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4

４
 

健
全

財
政

の
維

持
 

・
 市

債
に

つ
い

て
は

、
臨

時
財

政
対

策
債

や
大

規
模

事
業

の
実

施
に

伴
う

建
設

事
業

債
の

発
行

増
が

見
込

ま
れ

て
お

り
、

後
年

度
の

財
政

負
担

を
十

分
考

慮

し
、

そ
の

抑
制

に
努

め
る

。
 

５
 

民
間

活
力

の
活

用
等

 

・
 民

間
の

手
法

、
資

金
、

ノ
ウ

ハ
ウ

及
び

人
材

の
有

効
活

用
等

に
つ

い
て

、
積

極
的

に
検

討
を

行
う

こ
と

。
 

・
 施

設
の

管
理

運
営

に
つ

い
て

、
市

民
サ

ー
ビ

ス
の

向
上

と
経

費
削

減
の

観
点

か
ら

、
指

定
管

理
者

制
度

の
導

入
等

を
積

極
的

に
進

め
る

こ
と

。
 

・
 窓

口
業

務
な

ど
に

つ
い

て
は

、
国

の
動

向
や

行
政

改
革

の
視

点
を

十
分

に
意

識
し

な
が

ら
、

外
部

委
託

化
の

導
入

を
積

極
的

に
検

討
す

る
こ

と
。

Ⅴ
 

個
別

的
留

意
事

項

＜
歳

入
に

関
す

る
事

項
＞

 

１
 

市
 

税
 

・
 制

度
改

正
や

経
済

情
勢

等
に

留
意

の
う

え
、

課
税

客
体

の
完

全
把

握
と

徴
収

率
向

上
に

努
め

た
的

確
な

見
積

り
を

行
う

こ
と

。
な

お
、

新
た

な
制

度
改

正

等
に

つ
い

て
も

弾
力

的
に

対
応

す
る

こ
と

。
 

２
 

国
・

県
支

出
金

 

・
 国

の
社

会
保

障
、

社
会

資
本

整
備

分
野

や
県

補
助

金
の

見
直

し
等

の
動

向

を
注

視
し

、
そ

の
活

用
と

財
源

確
保

を
図

る
こ

と
。

そ
の

た
め

、
関

係
機

関
と

の
連

絡
を

密
に

す
る

な
ど

、
積

極
的

な
情

報
収

集
に

努
め

る
こ

と
。

 

３
 

使
用

料
、

手
数

料
及

び
負

担
金

 

・
 施

設
利

用
率

の
向

上
に

努
め

る
と

と
も

に
、

利
用

者
負

担
の

公
平

性
と

受
益

者
負

担
の

適
正

化
の

観
点

か
ら

、
利

用
料

や
減

免
の

見
直

し
、

使
用

料
等

の

適
正

化
を

図
る

と
と

も
に

、
併

せ
て

増
収

及
び

新
た

な
財

源
の

確
保

に
取

り

組
む

こ
と

。
 

４
 

そ
の

他
 

・
 財

源
確

保
の

た
め

、
国

・
県

の
外

郭
団

体
等

か
ら

の
補

助
金

等
の

対
象

事
業

や
助

成
メ

ニ
ュ

ー
等

に
つ

い
て

も
研

究
し

、
そ

の
活

用
に

努
め

る
こ

と
。

 

5

・
 印

刷
物

や
施

設
へ

の
広

告
掲

載
、

駐
車

場
等

施
設

の
有

料
化

や
行

政
財

産
の

貸
付

な
ど

を
積

極
的

に
推

進
し

、
新

た
な

財
源

確
保

に
努

め
る

こ
と

。
 

・
 市

有
財

産
に

つ
い

て
、
低

・
未

利
用

財
産

の
活

用
・

処
分

も
検

討
す

る
こ

と
。

ま
た

、
貸

付
に

当
た

っ
て

は
有

料
を

原
則

と
し

て
検

討
し

、
減

免
を

行
っ

て

い
る

場
合

は
積

極
的

に
見

直
し

を
行

う
こ

と
。

＜
歳

出
に

関
す

る
事

項
＞

 

１
 

義
務

的
経

費
等

 

・
 義

務
的

経
費

の
増

嵩
は

、
財

政
の

硬
直

化
に

直
結

し
、

財
政

健
全

化
へ

の
大

き
な

障
害

と
な

る
の

で
、

積
極

的
な

節
減

に
取

り
組

む
こ

と
。

 

・
 人

件
費

は
、

更
な

る
抑

制
が

求
め

ら
れ

て
お

り
、

常
勤

・
非

常
勤

に
限

ら
ず

最
少

の
人

員
で

最
大

の
成

果
が

挙
げ

ら
れ

る
よ

う
、

事
務

事
業

の
徹

底
的

な

見
直

し
を

行
う

こ
と

。

・
 扶

助
費

は
、

毎
年

増
嵩

傾
向

に
あ

り
、

市
単

独
事

業
を

中
心

に
、

事
業

効
果

を
検

証
し

て
、

廃
止

等
も

含
め

た
見

直
し

を
行

う
こ

と
。

２
 

投
資

的
経

費
 

・
 補

助
・

単
独

事
業

の
区

別
な

く
、

緊
急

性
や

事
業

効
果

を
勘

案
し

優
先

度

に
基

づ
き

要
求

す
る

こ
と

。

・
 施

設
の

大
規

模
修

繕
等

は
、

長
期

的
な

視
点

に
立

っ
て

、
当

該
施

設
の

今

後
の

必
要

性
や

財
政

負
担

を
十

分
に

精
査

す
る

と
と

も
に

、
公

共
施

設
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
課

と
協

議
・

調
整

を
行

っ
た

う
え

で
要

求
す

る
こ

と
。

・
 事

業
規

模
や

仕
様

水
準

等
は

必
要

最
小

限
の

も
の

と
し

、
施

設
建

設
に

つ

い
て

も
、

ラ
ン

ニ
ン

グ
コ

ス
ト

を
抑

制
す

る
設

計
を

基
本

と
す

る
こ

と
。

・
 公

共
用

地
取

得
の

要
求

に
当

た
っ

て
は

、
必

ず
用

地
取

得
検

討
委

員
会

に

諮
り

、
そ

の
答

申
を

踏
ま

え
た

も
の

と
す

る
こ

と
。

３
 

国
・

県
補

助
事

業
 

・
 国

や
県

と
市

の
経

費
負

担
を

明
確

に
し

た
上

で
、

市
費

負
担

の
是

非
や

緊
急

性
、

必
要

性
、

事
業

効
果

等
を

考
慮

し
、

単
に

補
助

金
の

対
象

と
な

る
と

い

う
こ

と
だ

け
で

要
求

し
な

い
こ

と
。

・
 国

や
県

の
事

業
見

直
し

の
情

報
を

収
集

す
る

と
と

も
に

、
補

助
金

等
が

見
直

し
と

な
る

場
合

は
、

事
務

事
業

の
今

後
の

方
向

性
を

検
討

す
る

こ
と

。
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6

４
 

補
助

金
 

・
 平

成
1
8
年

2
月

9
日

付
通

達
第

3
号

「
「

補
助

金
等

の
見

直
し

に
関

す
る

答

申
」

を
踏

ま
え

た
補

助
金

の
あ

り
方

に
つ

い
て

」
を

踏
ま

え
、

見
直

し
を

検

討
す

る
な

ど
、
再

度
精

査
す

る
こ

と
。
ま

た
、
補

助
金

の
見

直
し

に
つ

い
て

、

平
成

2
1
年

度
に

個
別

に
指

摘
を

受
け

た
も

の
は

、
団

体
調

整
等

の
必

要
な

対

応
を

進
め

る
こ

と
。

 

・
 平

成
2
1
年

度
以

降
の

新
規

補
助

金
に

つ
い

て
は

、
事

業
の

必
要

性
を

サ
ン

セ

ッ
ト

方
式

な
ど

に
よ

り
再

検
証

す
る

こ
と

。
 

５
 

委
託

料
 

・
 事

務
事

業
の

内
容

、
性

質
、

経
費

（
賃

金
執

行
と

の
比

較
を

含
む

。
）

等
に

つ

い
て

総
合

的
な

検
討

を
行

い
、

委
託

に
よ

り
効

率
的

か
つ

効
果

的
な

執
行

が

見
込

め
る

も
の

は
、

積
極

的
に

委
託

化
を

図
る

こ
と

。
 

・
 既

に
委

託
し

て
い

る
事

務
事

業
も

、
同

一
業

務
の

一
括

契
約

等
の

手
法

を
研

究
し

、
部

局
横

断
的

に
合

理
化

を
徹

底
し

て
経

費
の

節
減

を
図

る
こ

と
。

 

・
 高

い
専

門
性

が
必

要
な

委
託

を
除

き
、

実
質

的
な

経
費

節
減

に
つ

な
が

ら
な

い
委

託
は

行
わ

な
い

こ
と

。
 

＜
特

別
会

計
、

企
業

会
計

に
関

す
る

事
項

＞
 

・
 各

会
計

と
も

将
来

に
わ

た
る

的
確

な
収

支
見

通
し

の
も

と
、

国
県

支
出

金
、

使
用

料
、

保
険

料
収

入
等

の
歳

入
の

確
保

に
努

め
る

と
と

も
に

、
経

費
節

減

や
抜

本
的

な
事

務
事

業
の

見
直

し
な

ど
合

理
化

に
努

め
る

こ
と

。
 

・
 本

市
の

厳
し

い
財

政
状

況
に

鑑
み

、
一

般
会

計
繰

入
金

へ
の

依
存

度
を

軽
減

す
る

よ
う

努
め

る
こ

と
。

 

＜
そ

の
他

＞
 

・
 予

算
編

成
の

細
部

に
つ

い
て

は
、
「

平
成

3
0
年

度
予

算
編

成
事

務
要

領
」

に

よ
る

こ
と

。
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１ 豊かな自然や環境の保全・充実
1-① 森里川海がひとつらなりの特徴を生かした、多様な主体の連携による自然

環境の保全と再生
1-② エネルギーの地域自給に向けた取組の推進
1-③ いのちを支える食の生産基盤の強化

2-① 地域資源を生かしたさまざまな世代の学びの場づくり
2-② 創業者の発掘・育成・支援の一元的な展開の促進
2-③ プロダクティブ・エイジングの推進

3-① 目指すべき地域コミュニティ像の確立に向けた取組の推進
3-② 子どもの多様な居場所の連携と進化

4-① 妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目のない支援体制の整備
4-② 未病を改善する取組と連携した市民の健康増進活動（運動・食）の促進
4-③ 地域包括ケア体制づくりとケアタウン構想の推進

5-① 行財政改革の推進
5-② 「分かち合いの社会」づくりの検討とその展開

6-① 観光戦略ビジョンに基づく観光まちづくりの推進
6-② 観光分野との連携などによる農林水産業・ものづくりの振興
6-③ 2020年TOPなどを契機とした活性化（経済・文化・スポーツ）
6-④ しごとと暮らし（住まい）をつないだ定住促進

7-① 小田原駅・小田原城周辺のまちづくりの推進
7-② まちなかのにぎわい創出や回遊性向上に向けた街並みづくりの推進

8-① 上下水道・道路・橋りょう等社会インフラの着実な修繕・更新
8-② 公共施設再編に向けた計画策定と老朽化施設の長寿命化の取組の推進

9-① 小田原市・南足柄市「中心市のあり方」に関する任意協議会による合併や
広域連携制度の検討・協議

1

２ 課題を解決し、未来を拓く人づくり

３ 地域コミュニティモデルの進化

４ いのちを育て・守り・支える

５ 「分かち合いの社会」の創造

６ 「観光」による地域経済活性化

７ 重要なまちづくり案件の適切な実現

８ インフラ・公共施設の維持と再配置

９ 基礎自治体としてのあり方の見極め

小田原市 後期基本計画重点テーマの取組について 平成２９年度の取組状況
参考４

後期基本計画重点テーマの取組

1-① 森里川海がひとつらなりの特徴を生かした、多様な
主体の連携による自然環境の保全と再生

環境部(環境政策課)
・おだわら環境市民ネットワーク
・森里川海資金循環メカニズム構築プロジェクトチーム(庁内)

 小田原森里川海インキュベーション(事業創出)事業
 エコツーリズム事業
 市民による環境再生プロジェクト推進事業
 環境学習事業
 自然環境等現況調査

 ６大学との共同研究を含む森里川海インキュベーション事業（環境省
モデル事業）がスタートし、12月に中間報告会を実施

 ＳＡＴＯＹＡＭＡ＆ＳＡＴＯＵＭＩ秋キャンプｉｎ小田原を開催（10月）
 環境志民ネットワークの自立に向けた複数の事業（モデル的協働事業、
担い手育成事業等）を展開

 29年度の基礎調査を元に、30年度以降、継続的な自然環境等現況
調査を展開していく

１ 豊かな自然や環境の保全・充実

森里川海がコンパクトに揃い、それらを守り、育てる活動が活発な状況をよ
り一層発展させるため、おだわら環境市民ネットワーク、大学、行政等が連
携し、環境活動の経済性を伴った仕組みづくりや具体の活動を進めるとと
もに、森里川海オールインワンのエコシティ・小田原を広くPRします。

ＳＡＴＯＹＡＭＡ＆ＳＡＴＯＵＭＩ秋キャンプｉｎ小田原 サシバプロジェクト

1-② エネルギーの地域自給に向けた取組の推進

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

災害緊急時等の対応や産業としての観点も踏まえ、地域で消費するエネ
ルギーを地域でつくるエネルギーの地域自給を目指し、官民連携により、
再生可能エネルギーの導入促進、省エネルギー化の推進、担い手育成
等の取組を推進します。

エネルギーの地域自給の促進に係るモデル事業 ドイツ・オスナブルック市関係者との意見交換

環境部(エネルギー政策推進課)、学校安全課、防災対策課
・エネルギー計画推進会議
・官民協働、庁内関係所管との連携による推進体制

 再生可能エネルギー導入促進事業
・エネルギーの地域自給の促進に係るモデル事業
・木質バイオマスエネルギー導入検討
・再生可能エネルギーに係るドイツとの連携

 エネルギーの地域自給の促進に係るモデル事業は、プロポーザルで
選出された湘南電力（株）、（株）エナリス、ほうとくエネルギー（株）と7
月に基本協定を締結、10月から市立幼稚園・小中学校42施設に電
力供給。1月から蓄電池マネジメント（電力需要のピークカット）を開始

 9月に再生可能エネルギー国際会議in長野に参加、ドイツ・オスナブ
ルック市関係者と意見交換。今後連携を進めていく

 COOL CHOICEの普及啓発を展開

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

2
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1-③ いのちを支える食の生産基盤の強化

経済部(農政課)

•小田原市地域農業再生協議会（小田原市、農業委員会、
JAかながわ西湘、神奈川県、農業者代表）

•小田原市鳥獣被害防止対策協議会（JAかながわ西湘、
神奈川県猟友会小田原支部、小田原市）

 農業経営改善支援事業
 農業用施設保全事業（農業の有する多面的機能発揮事業）
 里地里山再生事業

 7月から、大学、企業、レモン研、自治会、県、市等が連携した耕作放
棄地対策事業（安全・収益の高い柑橘栽培と都市農村交流）を展開

 これまで取り組んできたオリーブ事業で、初のオリーブオイル搾油
 鳥獣被害対策は、新たに、狩猟免許取得経費等補助、獲得報奨金
制度、くくりわな購入費等補助を実施、進入防止柵購入費補助の拡
充もあわせ対策を強化

 引き続き、農業所得の向上と担い手確保に取り組むためにも、時代に
あわせた新たな農業振興基本計画の策定を今後予定

市民の身近な自然環境であり、かつ「いのち」を支える食の生産基盤でもあ
る農地や里山をしっかり守り活用すべく、耕作放棄地の復原や活用、さら
には担い手の確保・育成に取り組みます。

大学や企業と連携した耕作放棄地対策事業 小田原産オリーブオイル初採油

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

子どもからシニアまで様々な世代の人たちが社会を共に担っていく人として
育ち活躍できるよう、既存の講座などを体系的に整理したうえで、民間や
教育機関等とも連携し、連続講座などによりまちづくりの担い手を育成する
学びの場（仮称 おだわら藩校）づくりに取り組みます。

担い手育成事業キックオフミーティング おだわら自然楽校（指導者養成研修事業）

文化部（生涯学習課）、企画政策課

•推進所管：テーマ所管・団地へのヒアリング・調整、キックオ
フミーティングなどの検討・実施

•各所管：関係団体との連携・事業の実施準備

 官民協働によるまちづくり担い手育成事業

 30年度から本格スタートする官民協働によるまちづくり担い手育成事
業について、各所管や関係団体との調整を行い、実施内容を形にす
る作業を進めてきた

 1月には、事業を展開する関係団体、職員が一堂に会したキックオフ
ミーティングを開催。3/14には、神野直彦氏を招いた市民向けのキッ
クオフミーティングを開催する

 30年度は、担い手が必要な分野ごとに既存事業をブラッシュアップす
るとともに、一般市民や民間団体を対象とした（仮称）おだわら学講座
や（仮称）人づくり課題解決ゼミを開催予定

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

２-① 地域資源を生かしたさまざまな世代の学びの場づ
くり

２ 課題を解決し、未来を拓く人づくり
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2-③ プロダクティブ・エイジングの推進2-② 創業者の発掘・育成・支援の一元的な展開の促進

経済部(産業政策課)、企画政策課

• 「小田原市創業支援事業計画」連携団体（小田原市、小
田原箱根商工会議所、日本政策金融公庫小田原支店、
小田原第一信用組合、さがみ信用金庫、静岡銀行、ス
ルガ銀行、中南信用金庫、横浜銀行、（公社）小田原青
色申告会、合同会社まち元気小田原）

•小田原箱根商工会議所（創業支援タスクフォース）

 おだわら起業スクール
 第３新創業塾
 中小企業診断士などの専門家による相談事業

 おだわら起業スクール（全6回、6月～7月）を実施し、26名が参加。
12月時点で、卒業生6名が創業予定、うち4名が創業済み

 第3新創業塾（講座7回、ビジネスコンテスト、10月～12月）を実施し、
13名が卒業。12月時点で2名が創業を予定

 「創業支援事業計画」連携団体との連携を密にして事業を実施してお
り、支援体制は整っている

関係団体や行政等がそれぞれの強みを活かして連携し、窓口のワンストッ
プ化やきめ細かな対応を充実させた創業支援等を展開し、地域産業の新
たな担い手となる人材育成を推進します。

起業スクール2期生が展開する設計会社 創業塾1期生が展開するゲストハウス
（出典：第3新創業市HP）

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

シニア世代になっても、元気に活動を続け地域の元気・活力につながる生
き方をしていただくために、シニアと様々な活動をつなぐプラットフォーム機
能となるシニアバンクやセカンドライフ応援セミナーを中心に、シニアの活
躍の場とその領域を拡大する取組を進めます。

セカンドライフ応援セミナー シニアバンク マッチング事例（保育園）

企画部（企画政策課）、高齢介護課

• ＳＮＯＡ（シニアネットワークおだわら＆あしがら）との協働事
業として推進 ※ＳＮＯＡの会員数118人（H29.11）

 生きがいづくり・社会参加促進事業
（プロダクティブ・エイジング推進事業）

 29年度から、シニアバンクとセカンドライフ応援セミナーの一部業務を
SNOAに委託

 シニアバンク登録は、11月時点で、シニア67件（通算115件）、活動
24件（通算49件）。セカンドライフ応援セミナーは、6・8・10・12・2月に
開催、毎回20名程度が参加

 市HPをリニューアルし、バンクやセミナーに加え、シニアに関する取組
のワンストップ化を図るとともに、活躍領域の拡大、多様な就業機会の
確保に向けた取組についても検討していく

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】
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３-① 目指すべき地域コミュニティ像の確立に向けた取
組の促進

３-② 子どもの多様な居場所の連携と進化

市民部(地域政策課)
• 26地区地域コミュニティ組織
•地域コミュニティ庁内連絡会議

 地域コミュニティ推進事業（担い手育成支援）

 地域コミュニティ施設整備運営事業（地域活動拠点整備事業
⇒酒匂市民集会施設）

 27年度までに26自治会連合会単位に設置された地域コミュニティ組
織の運営を支援

 地域コミュニティ組織基本指針を11月に策定し、より一層、庁内各部
局、地域とともに目指す姿を共有した施策を展開していく体制を強化

 地域事務局の導入（30年度：早川小）と活動の場の確保（酒匂市民
集会施設）に向け、地域等との調整に取組む

 コミュニティカフェの研究を進め、29年度末（2・3月）に、講座を開催
予定

目指すべき地域コミュニティ像を明確にし、各地域コミュニティ組織で主体
的なまちづくりや課題解決に向けた取組が円滑に進められるよう、地域活
動の連携促進や担い手育成支援、市職員の地域への対応体制等の強化
とあわせ、地域活動の拠点確保に向けた取組を進めます。

地域活動懇談会（橘北地区） 地域活動（富水地区）

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

家庭、学校、地域、行政等がそれぞれの役割を担いつつ、地域における
子どもの居場所、放課後児童クラブや放課後子ども教室が連携することで、
子どもたちが安全・安心に過ごせる豊かな育ちの場づくりの取組を進めます。

放課後子ども教室 子ども食堂「はまっこてらす」

子ども青少年部（青少年課、子育て政策課）、教育部（教育総
務課）

•子どもの育ちの場づくり推進庁内検討会（教育総務課、教
育指導課、地域政策課、子育て政策課、青少年課）

 子どもの居場所づくり推進事業（地域の見守り拠点づくり事業、
放課後子ども教室推進事業、放課後児童健全育成事業）

 地域子育て力向上事業（プレイパーク事業）

 学校における居場所として、24小学校へ放課後児童クラブを開設、
11小学校へ放課後子ども教室を開設（29年度は新規6校）

 地域における居場所では、公民館等を活用した居場所（3地区）、学
校等での定期的なイベント実施による居場所（3地区）、プレイパーク
（3地区）を展開

 放課後子ども教室と地域の見守り拠点を並行して進めていく上で、地
域の担い手不足が懸念され、人材とプログラムを相互に活用して取組
む必要がある

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

３ 地域コミュニティモデルの進化
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４-② 未病を改善する取組と連携した市民の健康増進
活動（運動・食）の促進

４-① 妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目のない支
援体制の整備

福祉健康部（健康づくり課）、子ども青少年部（子育て政策課）

 母子相談事業（子育て世代包括支援センター事業）

 4月、子育て世代包括支援センター「はっぴぃ」を開設
 10月時点で、利用者934件（開設１日あたり6.5件）、うち母子手帳発
行711件、うち相談178件

 母子手帳交付場所が1箇所となったことから、利便性を考慮し、5月
から本庁の窓口延長時に予約制で対応、利用者26件

 7月からアンケートを実施し、約96％の方が、母子健康手帳交付時の
専門家による面談がよかったと回答している

 本事業により把握した、特別な支援が必要な方への連携支援を実施
 今後は、母子保健、子育て支援関係機関との連携強化に向けた連絡
会議の開催に向けて調整を行う

妊娠期から子育て期にわたるまでの母子健康や育児に関する悩み等に
円滑に対応するため、専門的な見地から相談・支援等を実施するととも
に、子育て世代包括支援センターなどの拠点を設置し、切れ目のない支
援体制を構築します。

子育て世代包括支援センター「はっぴぃ」

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

健康と病気の間にある状態（未病）を改善する県の取組や民間の取組と
連携し、運動やスポーツ、食に関する市民の健康増進活動を促進します。

すこやか健康コーナー（未病センター） 世代間交流ハイキング

福祉健康部（健康づくり課）、文化部（スポーツ課）、企画政策課

•神奈川県、小田原短期大学、小田原お堀端万葉の湯と連携
した、「ライフステージに即した未病へのアプローチ～好まし
い食習慣と健康な体づくり～」事業

 健康増進体制推進事業（脳血管疾患予防プロジェクト、歯科
保健の推進）

 健康メニュー事業
 未病センター開設
 ウォーキング推進事業

 H22年との比較で、H27年の健康寿命は男女ともにわずかに延伸
 地域で実施するウォーキングについては、保健師等が連携し、運動と
健康の関連や食事等のアドバイスを行なっている

 食については、県、小田短、万葉の湯と連携した適塩レシピコンテスト・
提供、適塩フェア等を開催

 8月に、本庁舎2階にすこやか健康コーナーを開設、10月に未病セン
ターとして認定。11月末時点で、利用者は1,483人（1日平均22.5人）

 健幸ポイント事業は、国補助金申請（H30.4）に向け準備

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

４ いのちを育て・守り・支える
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５-① 行財政改革の推進

福祉健康部（高齢介護課、福祉政策課）、子育て政策課
•多職種（医師、歯科医師、薬剤師他）連携を継続、強化
•地域政策課及び市社会福祉協議会と連携

 ケアタウン構想推進事業

 地域包括ケア推進事業（在宅医療・介護連携、地域包括支
援センター、認知症施策、介護予防・日常生活支援総合事
業、住まいの安定確保）

 多機関の協働による包括的支援体制構築事業（中間的就労
事業、福祉まるごと相談事業）

 ケアタウン推進事業は、21地区と協定締結済み、残り3地区
 ME-BYOサミットにおいてＷＨＯから「エイジフレンドリーシティグローバ
ルネットワーク」への参加承認

 市社協に包括化支援推進員2名配置、「福祉まるごと相談窓口」設置
 生活困窮者支援全国ネットワークによるコンサルティング、富士通
（株）やアクセンチュア（株）と生活保護業務等に係る共同研究を実施

要介護高齢者に対し、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に提
供される体制（包括ケアシステム）の構築を進めるとともに、高齢者、障が
い者、子育て家庭など、支援を必要とする方々を地域全体で支えあう仕
組みづくり（ケアタウン構想）を推進します。

ケアタウン推進事業（サロン国府津） 認知症予防事業

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

課題山積の時代を乗り越えて行くには、まちづくりを共に進める歓びや楽し
み、苦労や負担も皆で共有し担い合う「分かち合いの社会」を築くことが不
可欠です。これまで育ててきたさまざまな「協働」をより一層充実させ担い
手を幅広く育てるとともに、公共サービスの維持や充実に係る「受益と負
担」の適正なあり方を見出し、市全体としての持続可能性の確保を目指し
ます。

第２次小田原市行政改革指針の体系図

企画部（企画政策課）
•行財政改善推進委員会

 行財政改革推進事業（全庁的な行財政改革の推進）

 今年度からスタートした第2次行政改革指針をもとに、 6月から全庁
的事務事業見直しを実施し、その内容を反映した第2次行政改革実
行計画の策定作業（H30.5に策定）を進めている。あわせて受益者負
担の在り方に関する基本方針を公表予定

 実施計画では、6年間で14.5億円の財政効果額を生み出す目標を
設定。1月の行財政改善推進委員会での議論を踏まえ、3月定例会
中の常任委員会に案を報告

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

４-③ 地域包括ケア体制づくりとケアタウン構想の推進

５ 「分かち合いの社会」の創造
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６-① 観光戦略ビジョンに基づくまちづくりの推進

企画部(企画政策課)
• 「分かち合いの社会の創造」庁内検討会

 政策マインド養成事業（政策課題検討事業）

 庁内検討会では、9月に福祉サービス（アドバイザー：加藤忠相氏）、
10月に子どもに関するサービス（アドバイザー：室田一樹氏）、1月に行
財政（受益と負担）のあり方（アドバイザー：井手英策氏）をテーマに、
関係者と議論を展開

 今年度は、全3回の検討を踏まえ、「分かち合いの社会」通じる考え方
を取りまとめるとともに、具体に行なわれている事業を整理し、今後の
取組の方向性を示す

 その内容は、ケアタウン構想の進化及び具体化、子ども居場所、幼児
教育・保育の質の向上、障がい等のあるなしに関わらないサービスの
あり方、受益と負担の考え方、分かち合いの社会を支える仕組み等を
想定

「分かち合いの社会」庁内検討会として、行政サービスの維持や更新に係
る「受益と負担」のあり方や、経済格差への対処などのテーマについて議
論し、その取組を展開していく。

「分かち合いの社会の創造」庁内検討会 「分かち合いの社会」検討イメージ

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

観光戦略ビジョンに基づき、観光DMOを中心とした事業展開に加え、まち
歩き観光の推進、今後増加が見込まれる外国人観光客への対応、小田
原城を核としたコンテンツの充実等、地域が一体となって様々な取組を総
合的に進めていきます。

冬桜イルミネーション まち歩きの様子

経済部（観光課、小田原城総合管理事務所）、文化財課

（一社）小田原市観光協会（地域ＤＭＯ）（小田原城天守閣指定
管理者）

 観光協会支援事業
 観光情報発信事業
 外国人来訪者受入環境整備事業
 H29日本遺産認定（宿場町小田原の伝統物産）に向けた取組

 天守閣のリニューアルオープンにより、入込観光客数は増加傾向
 小田原城総合管理事務所が4月からスタート。また、観光推進体制
強化のため、観光協会内に地域ＤＭＯ組織を立ち上げ、11月に第1弾
日本版ＤＭＯとして認定

 まち歩きアプリケーション（小田原さんぽ）の運用・配信、Ｗｉ-Ｆｉ環境整
備（主要施設），散策路等の整備を行うなど回遊促進の取組を展開

 日本遺産の申請（伝統物産、箱根八里）

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

５-② 「分かち合いの社会」づくりの検討とその展開

６ 「観光」による地域経済活性化

 観光客回遊性向上事業
 まち歩き観光推進事業
 史跡等管理活用事業
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６-③ 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会
などを契機とした活性化（経済・文化・スポーツ）

６-② 観光分野との連携などによる農林水産業・ものづく
りの振興

経済部（産業政策課、農政課、水産海浜課）
•小田原・十郎梅ブランド向上協議会
•小田原の魚ブランド化・消費拡大協議会
•交流促進施設検討会

 小田原ブランド創造事業（小田原セレクション事業、小田原ブ
ランド魅力ＰＲ事業）

 農産物販路拡大促進事業（小田原農産物ブランド向上事業）
 農業交流体験事業
 魚ブランド化促進事業

 小田原セレクション「外国からのお客様に薦めたい小田原の逸品」とし
て30品を選定（7月）、首都圏での展示・試行販売の実施（1月）

 かます棒の展開に加え、カマスバーガーの普及や常時販売に向けた
調整を進めている

 なりわいマルシェなど、多様な機会で地場産品の販売・ＰＲ
 経済部の若手を中心とした小田原ブランド推進チームを発足しブラン
ド創造と発信に係る研究を開始（4月～、12月中間報告）

地産地消型の生産・消費の促進、ブランド化の取組、６次産業化の推進、
交流や体験を含む観光分野との連携などにより稼ぐ力を引き出し、農林
水産業の振興を図るとともに、ものづくり分野の活性化を支援します。

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の機会を最大限に生か
すため、事前キャンプ誘致や誘客促進、文化プログラムの展開、地域ス
ポーツの振興を図るとともに、ラグビー日本代表チームの合宿地となること
を都市セールスや地域活性化につなげる取組を推進します。

アスリートとの交流 女子アジアラグビーチャンピオンシップ2017
（城山陸上競技場）

企画部（政策調整担当）、文化部（スポーツ課、文化政策課）

•東京オリンピック・パラリンピックおだわらプロジェクト推進会
議（庁内）

•東京オリンピック・パラリンピック神奈川県西部連絡会
• ラグビー準備委員会
•かながわ西観光コンベンションビューロー

 東京オリンピック・パラリンピック等関連事業

 ラグビー関係は、リニューアルした城山陸上競技場を活かし、女子日
本代表合宿・国際壮行試合の実施、オーストラリア代表Ｗ杯事前
キャンプ誘致、元日本代表監督の講演、普及啓発イベント等を展開

 オリンピック・パラリンピック関係は、エリトリア国に加え、ブータン王国（4
月）、モルディブ共和国（１０月）との事前キャンプに関する協定を締結

 未来のアスリート支援、障がい者スポーツ振興、子どもたちがアスリート
と交流する機会提供などの取組を展開

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

なりわいマルシェ かますバーガー
（出典：株式会社パンとくらしHP）

 交流促進施設等整備事業
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７-① 小田原駅・小田原城周辺のまちづくりの推進

企画部（企画政策課、広報広聴課）、産業政策課

 都市セールス事業

 Ｙａｈｏｏ！×ＴＵＲＮＳ×市による「小田原の暮らし方働き方ＰＲイベン
ト」実施、3名のゲストスピーカーによるトークで、35名が参加（5月）

 有楽町で県内自治体による神奈川県移住セミナー、個別相談会を実
施、7月は20組33名、11月は21組25名が参加

 新宿でＵＩＪターン就職相談会を実施、20名が参加（11月）
 定住促進に向け、9～12月にかけて、ファミリー向け、単身者向け、シ
ニア向けなどニーズに応じたコース、物件、紹介者を変えながら、移
住体感バスツアーを5回実施、のべ86名が参加

 交流から定住の流れで、当面はその間にある関係人口に着目し、暮ら
しや働くを切り口とした取組を進めていく

自然豊かな地で暮らしとしごとの両立ができることや、一次産業、創業支援
環境など魅力ある職に関する情報を発信し、ひとの流れを生み出します。

Yahoo!本社での移住セミナー 移住体感ツアー

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

官民それぞれの整備が進み都市としての顔立ちが整いつつある小田原駅
周辺では、お城通り地区再開発事業や民間再開発の支援等を進めるとと
もに、小田原城周辺では、史跡小田原城跡や市民ホールの整備を進め、
賑わいの創出や回遊性の向上につなげていきます。

お城通り地区再開発事業 市民ホール整備事業

企画部（政策調整担当）、都市部、経済部、文化部、建設部
•三の丸地区構想策定検討会議（庁内）

• 「平成の城下町・宿場町構想」研究会・分科会（小田原箱根
商工会議所）

 政策課題検討事業（三の丸地区構想策定アドバイザー）
※お城通り地区再開発事業、市街地再開発関係事務
※史跡小田原城跡整備事業
※市民ホール整備事業

 三の丸地区構想策定検討会議（庁内）を通じ、構想案の検討を進め
ている。引き続き、城下町構想研究会や地元の意見を聞きながら作
業を進め、策定を目指す

 お城通り地区再開発事業については、31年度中の完成を目指し、広
域交流施設ゾーンの整備を進める

 市民ホールは、公募型プロポーザルを経て決定した事業者と事業協
定を締結、30年度に設計、31～32年度を建設期間とし、33年秋の
オープンを目指す

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

６-④ しごとと暮らし（住まい）をつないだ定住促進

７ 重要なまちづくり案件の適切な実現
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 歴史的建築物の活用は、豊島邸の改修設計実施のほか、 REVIC等
と連携した活用方策の検討などを進めている

 かまぼこ通り周辺地区の魚がし山車小屋の修景を実施
 まちなか再生支援事業は、かまぼこ通り活性化協議会など地域が主
体となり、かまぼこ通り周辺地区の生活環境・魅力向上に向けた社会
実験（9月～）を展開。30年度は修景デザインコードの設定、空き家・
空き店舗リノベーションなどの具体的な事業を検討していく

まちなかの賑わい創出や回遊性向上に向け、お堀端通りやかまぼこ通り等
の地域の主体的な動きと連動した修景整備や、地域の資産である歴史的
建造物の保全・活用、歩いて楽しい歩行者空間の創造等に取り組みます。

かまぼこ通り周辺地区のイベント 歴史的建造物（旧松本剛吉邸）

【主な進捗】

道路、橋りょう、上水道、下水道といった種類ごとの特性を考慮し、経営的
な視点に基づくそれぞれの整備計画等に則し、計画的な維持保全を行う
ことで、安全でより持続性の高い維持管理を進め、ライフサイクルコストを
考慮した長寿命化に取り組みます。

建設部（道水路整備課）、水道局（工務課・給水課）、下水道部
（下水道整備課） ※事業に連動する体制あり

 幹線道路充実事業（幹線道路整備事業）
 身近な生活道路事業（市民生活道路改良事業、踏切改良事
業）

 道路・橋りょう管理事業（道路維持事業・橋りょう維持修繕事
業）都市廊政策推進事業

 水道施設整備事業
 下水道地震対策事業

 道路維持修繕計画に基づいた計画的な舗装や橋りょうの維持修繕及
び道路整備を進める。道路メンテナンス手法検討調査を実施

 水道ビジョンに基づき施設や管路の更新などの整備を着実に推進
 下水道施設の長寿命化や地震対策の進捗を図る対策工事を進めて
いる。下水道ストックマネジメント計画の策定作業を実施

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

８ インフラ・公共施設の維持と再配置

７-② まちなかのにぎわい創出や回遊性向上に向けた街
並みづくりの推進

８-① 上下水道・道路・橋りょう等社会インフラの着実な
修繕・更新

都市部（まちづくり交通課、都市計画課）、経済部（産業政策課、
中心市街地振興課）、文化部（文化政策課）、建設部（道水路
整備課、みどり公園課） ※事業に連動する体制あり

 都市廊政策推進事業
 小田原ゆかりの文化の保存・活用事業（歴史的風致形成建造
物等活用事業）

 歴史的建築物を活用した観光活性化プロジェクト（REVIC他）
 景観まちづくり促進事業
 まちなか再生支援事業（かまぼこ通り周辺地区）

【主な事業】

【所管・体制】

 歴史まちづくり事業
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中心市のあり方を考える講演会中心市のあり方に関する任意協議会

 29・30年度の2ヵ年で公共施設再編基本計画を策定する
 今年度は、施設の分析・評価、施設類型別棟の方針の作成を実施す
るとともに、鴨宮地区、千代地区において、大学研究室と連携したまち
づくりワークショップを展開

 新たな窓口サービスの導入とあわせ、支所等の住民窓口と生涯学習
関連施設を再編することについて検討を進めるとともに、1月から地域
別の市民説明会を開催

市有施設の長期保全計画の運用とあわせ、施設に関する情報を一元管
理し、統廃合や複合化などを計画的に行います。また、民間の活力を生
かした施設の整備・管理運営手法の導入を促進し、公共施設のライフサイ
クルコストの低減を図ります。

まちづくりワークショップ（公共施設） 新たな住民窓口サービス・支所等の再編

【主な進捗】

安定的な行政サービス提供体制をつくるため、「合併」「大都市制度」「広
域連携」について、小田原市・南足柄市「中心市のあり方」に関する任意
協議会において、平成29年中を目途に検討・協議を行います。

企画部（広域政策担当）
•小田原市・南足柄市「中心市のあり方」に関する任意協議会

 中心市のあり方に関する協議等推進事業
 中核市移行推進事業

 小田原市・南足柄市「中心市のあり方」に関する任意協議会は、28年
度中は10月以降に5回の会議を開催、今年度は8月までに4回の会
議を開催し、協議の成果を取りまとめた

 協議結果を市民周知するとともに、説明会やシンポジウムを開催
 10月に本市で実施した市民アンケートでは、「南足柄市との合併を推
進することが望ましい」という市の考え方に賛同できる、どちらかといえ
ば賛同できる割合が68％という結果であったが、12月、南足柄市長
が合併しないと判断したため、南足柄市との合併はなくなった

【主な事業】

【所管・体制】

【主な進捗】

９ 基礎自治体としてのあり方の見極め

８-② 公共施設再編に向けた計画策定と老朽化施設の
長寿命化の取組の推進

９-① 小田原市・南足柄市「中心市のあり方」に関する任
意協議会による合併や広域連携制度の検討・協議

企画部（公共施設マネジメント課）、市民部（地域政策課、戸籍
住民課）、文化部（生涯学習課、図書館）、都市部（都市政策課、
都市計画課）、教育部（学校安全課）
•公共施設再編基本計画策定検討委員会（附属機関）
•公共施設マネジメント調整委員会（庁内検討組織・部長級）

 公共施設マネジメント事業（公共施設再編事業、公共施設活
用事業、市有建築物長期保全事業）

【主な事業】

【所管・体制】
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